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第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について（答 申） 
 

 

第１１期川崎市男女平等推進審議会は、令和５(２０２３)年４月２４日に市長から、

第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について諮問を受け、審議を重ねてきました。 

第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定に当たり、同計画がより実効性のあるもの

となるよう、審議結果を取りまとめましたので、次のとおり答申します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 



 
第１章 答申の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 １ 諮問の経緯・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ２ 計画を一体化する意義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

第２章 男女共同参画に関する社会情勢と川崎市の状況・・・・・・・・・・・３ 

 １ 社会情勢の変化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ２ 川崎市の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

第３章 現行計画の取組状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 １ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の取組状況 ・・・・・・・・・・・・８ 

 ２ 第３期川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画の取組状況   ・・・・・・・11 

 

第４章 計画策定に当たって重要な事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

 １ 女性支援法に基づく市町村基本計画の策定及び困難を抱えた女性等が安心

して暮らせる支援の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

 ２ あらゆる領域における政策・方針決定過程への女性の参画拡大・・・・・16 

 ３ 働く場における女性活躍推進及び男女の均等な機会と待遇の確保の推 

進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

 ４ 男性にとっての男女共同参画の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

 ５ 男女共同参画に係る広報・啓発・教育の推進・・・・・・・・・・・・・26 

６ 男女共同参画の視点に立った地域防災やまちづくりの推進・・・・・・・28 

７ 男女共同参画を推進する体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

第５章 第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について・・・・・・・・・32 

 １ 基本的な考え方・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 

 ２ 第６期川崎市男女平等推進行動計画体系図案・・・・・・・・・・・・・34 

【目 次】 



参考データ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 

用語解説・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 

別冊 川崎市男女平等推進審議会男女平等推進行動計画策定部会報告書・・・・57 

参考資料 

１ 諮問書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・72 

 ２ 第１１期川崎市男女平等推進審議会委員名簿・・・・・・・・・・・・・73 

３ 第１１期川崎市男女平等推進審議会審議経過・・・・・・・・・・・・・74 

４ 男女平等かわさき条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・75 

５ 川崎市男女平等推進審議会規則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77 

６ 男女共同参画社会基本法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・78 

７ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律・・・・・・・・・・・・82 

８ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律・・・・・・・86 

９ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律・・・・・・・・・・・96 

 

 

 

  



 
 

第 1章 答申の趣旨 

 

１ 諮問の経緯 

 川崎市では、性別に関わりなく、全ての個人が、互いにその人権を尊重しつつ責任を

分かち合い、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会としての

「男女平等のまち・かわさき」の実現を目指すため、平成 13(2001)年に「男女平等か

わさき条例（平成 13 年川崎市条例第 14号）」（以下「条例」という。）を制定しました1。

条例の理念を具体化するため、平成 16(2004)年に「川崎市男女平等推進行動計画～か

わさき☆かがやきプラン～」を策定し、現在は令和４(2022)年に策定した「第５期川崎

市男女平等推進行動計画～かわさき☆かがやきプラン～」（以下「第５期計画」という。）

に基づき、働く場、家庭、教育、地域における男女平等施策を総合的に推進しています。  

また、男女共同参画社会を形成する上で重要な課題であるＤＶ*2防止と被害者への支

援について、川崎市では「ＤＶ防止・被害者支援基本計画」を策定し、令和２（2020）

年には、被害の複雑化と被害状況の多様化などの課題に対応するため、「第３期川崎市

ＤＶ防止・被害者支援基本計画」（以下「第３期ＤＶ計画」という。）を策定し取組を進

めてきました。 

 一方で、昨今の男女共同参画社会の課題は、就労における男女格差や相対的な女性の

経済的状況の脆弱さ、ジェンダー*に基づく暴力などが複合的に関連しています。令和

４(2022)年に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律第 52号）」

（以下「女性支援法」という。）では女性の抱える問題が多様化・複合化していること

を踏まえ、福祉の増進、人権の擁護、男女平等の実現が基本理念として示されました。

このような状況において男女平等施策を推進するためには、男女共同参画に係る教育・

啓発、女性活躍推進、ワーク・ライフ・バランス推進、ＤＶ被害者支援、困難を抱えた

女性支援など多様な施策を相互に連携して推進することが求められています。 
こうした状況を踏まえ、川崎市は、次期計画となる「第６期男女平等推進行動計画」

（以下「第６期計画」という。）の策定に当たっては、「男女共同参画社会基本法（平成

11 年法律第 160 号）」（以下「基本法」という。）及び「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）」（以下「女性活躍推進法」という。）に基

づく市町村計画とするだけではなく、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律（平成 13 年法律第 31 号）」（以下「ＤＶ防止法」という。）に基づく市町村

計画である「ＤＶ防止・被害者支援基本計画」を統合し、さらに女性支援法に基づく市

町村計画も含む一体的な計画として策定する観点から、基本的な考え方をまとめ、今後

                                                   
1 条例の名称に基づき答申では「男女平等」と表記することがありますが、性的マイノリティの

人々の人権を含む意味で使用しています。 
2 「*」がついている用語については、52 頁以降の用語解説で定義等を掲載しています。 
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市が取り組むべき施策の検討に役立てるため、令和５(2023)年４月に川崎市男女平等推

進審議会（以下「審議会」という。）に対して、「第６期川崎市男女平等推進行動計画の

策定について」を諮問しました。 

審議会では、川崎市長からの諮問を受けて第５期計画に基づく施策の取組状況を検証

し、第６期計画に盛り込むべき課題や策定の方向性について、これまで進めてきた取組

を踏まえながら、現在直面する環境の変化にいかに対応すべきか議論を重ね、答申とし

て取りまとめました。第６期計画の策定に当たっては、この答申を最大限に反映し、男

女共同参画社会の実現に向けた実効性のある取組がより一層推進されることを望みま

す。 

 

２ 計画を一体化する意義 

 男女共同参画社会の形成においては、社会のあらゆる分野で性に起因する人権侵害を

受けることなく、誰もがその意思に基づき、個性や能力を発揮できることが目指されて

きました。しかしながら、近年は、単身世帯の増加や世帯の小規模化、雇用や就業環境

が変化する中で、格差の拡大や地域社会からの孤立が顕在化するなど、様々な困難を抱

える人が増加しています。また、こうした困難は性別、年齢、国籍や障害の有無、セク

シュアリティが相互に関連して複雑化している場合があることから、その解決に向けて

は、それぞれの特性を十分に把握・分析した上で、人権尊重の観点からきめ細かい支援

を推進するとともに、多様性を認め合う社会づくりを促進していく必要があります。特

に社会に根強い固定的な性別役割分担意識を背景に、男性優位となる日本社会において、

女性は男性よりも貧困等の生活上の困難に直面しやすい傾向にあります。性に基づく格

差や不利益な扱いについて施策として対応することは、女性だけではなく、男性、性的

マイノリティ*の人々を含む全ての人が生きやすい社会を形成する上で重要です。 

 こうした中、女性支援法では、国や地方公共団体が女性支援に取り組む責務が定めら

れました。同法により、困難を抱える女性への支援を推進することは、人権が尊重され、

女性が安心してかつ自立して暮らせる社会の実現に寄与し、ひいては男女平等の実現に

資することが示されました。 

こうした女性支援法の理念に基づき市町村計画を策定し、さらにその計画を条例及び

基本法に基づく男女平等推進行動計画に一体化することは、大きく二つの意義がありま

す。 

一つ目は、困難を抱える女性の現状を明らかにし、そのことが男女共同参画社会の形

成において重要な課題であることを提示し得る点です。現在の社会では、女性が女性で

あるがゆえに、性暴力や性的虐待、性的搾取等の性的被害、不安定な就労状況や経済的

困窮が複合化して生じる困難に直面しやすく、そうした困難を抱える女性が安心して自

立した生活を実現できるよう支援を行うことは、男女平等の推進において不可欠です。

女性支援法に基づく支援は、女性の自己決定の尊重を理念としており、こうした基本理
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念は困難に直面した女性に限らず、あらゆる女性支援の施策の中心に据えられるべきも

のです。 

 一体化する二つ目の意義は、個々の女性に対する支援と、男女共同参画社会全般に係

る施策――具体的には、男女共同参画に関する啓発や教育、働く場や地域における施策

など――の関係性を整理し、一体的な推進を目指し得る点です。「困難な問題を抱える

女性への支援のための施策に関する基本的な方針」（以下「基本方針」という。）では、

支援で目指すべき自立を、「経済的な自立のみを指すものではなく、個々の者の状況や

希望、意思に応じて、必要な福祉的サービス等も活用しながら、安定的に日常生活や社

会生活を営めることを含む」と記載しています。このことは女性支援において一人ひと

りの生活困難の解決に向けては、就労支援や居住支援、地域での居場所づくり支援、健

康支援など、これまで男女平等施策に位置付けられてきた多様な施策と連動して行う必

要があることを意味します。また、そうした施策を相互に連携して進めることで、個々

の女性の困難に対応するだけではなく、そうした困難や女性特有の脆弱性を生み出す社

会全体を変えていくことも含まれます。 

 川崎市は、これまでも男女平等推進行動計画に基づき、施策の総合的な推進に取り組

んできましたが、今後は各施策が相互に関連するという認識を前提に、関係部署が一層

の連携を図り、一体的な推進を目指すことで、これまで以上に「男女平等のまち・かわ

さき」の実現に向けた取組の実効性を発揮していくことを求めます。 

 

 

第２章 男女共同参画に関する社会情勢と川崎市の状況 

 

１ 社会情勢の変化 

(1) 国際社会の状況 

国際社会においては、平成７(1995)年の第４回世界女性会議*において採択された

「北京宣言及び行動綱領」がジェンダー平等*3に向けた国際的基準となり、以降５年

ごとに世界全体で進捗と課題を振り返る取組が行われてきました。平成 27(2015)年

９月には、持続可能な開発サミット*において、地球上誰一人として取り残さない

（Leave no one behind）社会の実現に向け、ＳＤＧｓが採択されました。ＳＤＧｓ

では、17 の目標のうち５番目を「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児

の能力強化を行う」と位置付け、国際的な取組の加速化が図られています。令和２

                                                   
3 性別による差別を受けることなく人権が尊重されることについて、国際的な文脈を踏まえた箇

所では「ジェンダー平等」を、川崎市に係る箇所では、条例に基づき「男女平等」を使用してい

ます。なお、川崎市では、男女平等の達成を目指す手法として、「男女共同参画社会の実現」を

位置付けています。 

3



 
 

(2020)年に新型コロナウイルス感染症の感染拡大が始まり、生活、社会、経済に深刻

な影響が顕在化したことを受け、国連女性機関（UN Women）は、感染症による危機下

において女性・女児に対する暴力が急増している状況について、各国への重点的な対

応を要請する声明を発出しました。そして、政府・国際機関・市民社会を含む全ての

セクターに向けて、女性・女児に対する暴力対策のための財源を追加で割り当て、証

拠・データに基づいた措置をとること、暴力にさらされる女性への支援を強化するこ

と、女性を政策変容・解決手段・復興の中心に置き、女性の声が反映されるよう措置

を取ることなどを提言しました。コロナ禍が収束した現在においても、社会経済の不

安定化が続く中で、ジェンダーの視点に立った政策立案と具体的な取組は、一層重要

となっています。しかしながら、令和６（2024）年に世界経済フォーラム*が公表し

た「ジェンダー・ギャップ指数 2024」で、日本は 146 か国中 118 位と低い順位とな

っており、特に、経済分野(146 か国中 120 位)と政治分野（146 か国中 113 位）が

低く、主要７か国（G7）で最下位となるなど、男女平等や女性活躍の取組において国

際的に遅れを取っている状況も明らかになっています。 

 

(2) 国内の状況 

国においては、平成 11(1999)年に基本法を制定し、男女共同参画社会の実現を「21

世紀の我が国社会を決定する最重要課題」と位置付け、男女共同参画社会の形成の促

進や女性活躍推進に関する施策を推進してきました。第６期計画が策定される令和７

(2025)年は、基本法が制定されて 25 年が経過し、近年は様々な分野において次のよ

うな取組が進められています。 

 

【雇用分野】 

  平成 27(2015)年に制定された女性活躍推進法は、令和元(2019)年に改正され、一

般事業主行動計画の策定・届出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表の義務の

対象が、常時雇用する労働者が 301 人以上から 101 人以上の事業主に拡大されまし

た。さらに令和４(2022)年の改正では、情報公表項目に「男女の賃金の差異」が追

加され、常時雇用する労働者が 301 人以上の事業主は当該項目の公表が義務付けら

れました（女性活躍推進法の時限延長を含む法案が令和 7年通常国会に提出される

見込みであり、その際は公務部門の取組強化も盛り込まれる予定）。 

  男女ともに仕事と育児・介護を両立できるようにするため、「育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号）」が

令和６(2024)年に改正され、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置

の拡充や、介護離職防止に向けた仕事と介護の両立支援制度の強化等が図られまし

た。 

  106 万円や 130 万円など年収が一定水準を超えると税や社会保険料の負担が発生す

る「年収の壁*」は、パートやアルバイト就業者、特に育児・介護を担う有配偶女
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性が就労を抑制する要因ともなっています。この問題に対応するため、令和５

(2023)年度から「年収の壁・支援強化パッケージ」が開始され、新たに社会保険適

用となった労働者の収入を増加する取組を行った事業者に対し助成金を支給する

対策が進められています。 

 

【政治分野】 

  平成 30(2018)年に衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候補者の

数ができる限り均等となることを目指すことなどを基本原則とする「政治分野にお

ける男女共同参画の推進に関する法律（平成 30 年法律第 28号）」が成立しました。

令和３(2021)年の改正では、国・地方公共団体の施策の強化として、政党等の取組

項目の例示として選定方法の改善やセクシュアル・ハラスメント、マタニティ・ハ

ラスメント*などへの対策等が明記されるとともに、国・地方公共団体の施策・責

務の強化が行われました。 

 

【暴力・性被害対策】 

  令和元(2019)年にＤＶ防止法が改正され、児童虐待と密接な関連があるとされるＤ

Ｖの被害者の適切な保護が行われるよう、相互に連携・協力すべき関係機関として

児童相談所が追加されました。また、令和５(2023)年の改正では、保護命令の接近

禁止命令等の発令要件が「更なる身体に対する暴力又は生命・身体・自由等に対す

る脅迫により心身に重大な危害を受ける恐れが大きいとき」に拡大され、これによ

り精神的暴力、性的暴力についても対象に含まれるようになり得ることが示されま

した。また被害者と同居する未成年の子どもに対する電話等禁止命令の創設等の保

護命令制度の拡充や、保護命令違反の厳罰化が定められました。 

  アダルトビデオ出演被害により、将来にわたって出演者の心身や私生活に重大な被

害が生じている現状を踏まえ、令和４（2022）年に「性をめぐる個人の尊厳が重ん

ぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出演に係る被害の防止

を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関する法律

（令和４年法律第 78 号）」（ＡＶ出演被害防止・救済法）が制定されました。この

法律により、性行為映像制作物（ＡＶ）の出演を契約してしまった後でも出演者の

性別・年齢を問わず出演契約を無力化するルールや、公表の差止請求、事業者への

罰則が定められました。 

  明治時代に制定された刑法の性犯罪規定は、平成 29(2017)年に 110 年ぶりに改正

され、「強姦罪」から「強制性交等罪」への変更や法定刑の見直し、監護者性交等

罪の新設が行われるとともに、被害者自身が告訴しなくても起訴できる非親告罪と

なりました。さらに、令和５(2023)年の改正では、強制性交等罪が「不同意性交等

罪」に変更となり、同意がない性行為は犯罪であることの明確化や、性交同意年齢

の引き上げ、性犯罪の公訴時効期間の延長等もなされました。 
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【女性支援】 

  性暴力や性的虐待、性的搾取、予期せぬ妊娠、ＤＶ被害など、社会におけるジェン

ダー構造を背景に女性が直面する困難については、これまで売春防止法に基づく婦

人保護事業を軸に対策が講じられてきました。しかしながら同事業は女性の「保護

更生」を目的とするもので、女性の人権擁護や福祉の増進の視点が明文化されてお

らず、複合的な困難を抱える女性の増加に対応できるものではないという限界があ

りました。このため、女性がそれぞれに抱える困難な問題とその背景、心身の状況

等に応じた最適な支援を早期から切れ目なく包括的に受けられる体制を整え、女性

が安心してかつ自立して暮らせる社会の実現を目指すことを目的に、令和４(2022)

年に女性支援法が制定されました。同法では、女性支援における国や地方公共団体

の責務が明記されるとともに、民間団体を含む様々な関係機関と連携・協力して、

多様な支援を包括的に提供する体制を整備に努めることが求められています。 

 

【防災分野】 

  災害対応における男女共同参画の視点からの取組の強化に向けて、令和２(2020)

年に「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガ

イドライン～」が策定されました。令和６(2024)年の能登半島地震の際は、地方公

共団体に対して、同ガイドラインを活用した対応を行うこと、またＤＶや性暴力被

害の防止に向けて、被災者に相談窓口の周知や情報提供を行うことが周知されまし

た。 

 

【男女共同参画関連】 

  令和４(2022)年の「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022（女性版骨太の方針

2022）」において、地域におけるジェンダー・ギャップの解消には男女共同参画の

ナショナルセンターが必須であるとして、独立行政法人国立女性教育会館（NWEC）

の所管が内閣府に移管（文部科学省は引き続き共管）されることになりました。ま

た令和６(2024)年 10 月には内閣府に設置された「男女共同参画センターの機能強

化に向けたガイドライン作成検討ワーキング・グループ」から提言が行われ、男女

共同参画センターの役割や各業務の基本的な考え方、業務実施のための環境整備が

整理されました。今後、男女共同参画社会基本法の改正やガイドラインが策定され

る見込みとなっています。 

  国の「第６次男女共同参画基本計画」については、令和６(2024)年に計画策定専門

調査会が設置され、令和７(2025)年度中に策定される予定です。 

 

２ 川崎市の状況 
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川崎市では、平成 13(2001)年に条例を制定し、「男女平等のまち・かわさき」の実現

に向けた取組を進めてきました。これまで、第１期から第５期までの行動計画に基づき

取組を推進してきたところですが、川崎市を取り巻く人口構成や社会状況も変化してお

り、こうした変化に対応した施策の推進が求められています。 
 

(1) 人口・世帯構成の状況 

社会全体で総人口の減少が進む中、川崎市では人口増加が続いており、令和６

(2024)年 12 月現在、総人口は 155 万 2,270 人となっています。ただ、今後は少子高

齢化が進展することが見込まれており、令和３(2021)年度に公表された「将来人口推

計（更新版）」では、生産年齢人口は令和７(2025)年頃まで増加を続け、その後人口

減少へ転換することが想定されています。そして若年人口と生産年齢人口が減少する

中、令和 27(2045)年頃には現役世代が約２人で１人の高齢者を支えることが予想さ

れています。（図表１ 35 頁）4。 

配偶関係別に人口を見ると、男女ともに未婚者の割合が増加し、有配偶の割合が減

少しています。令和２(2020)年現在、全体の人口に占める未婚者の割合は男性が

41.1％、女性は 30.2％となっています。（図表２ 35 頁）。また外国人人口は増加傾向

にあり、令和２(2020)年現在、総人口に占める割合は 3.0％と、21 大都市の中で５番

目に高くなっています。（図表３ 36 頁）。 

世帯数については、令和６(2024)年 12 月現在、784,808 世帯と増加を続けていま

すが、核家族化の進行や単独世帯の増加により１世帯当たりの人員は減少しています。

世帯類型別の比率の推移を見ると、令和２(2020)年の単独世帯の割合は 45.7％と、

前回調査の 43.2％からさらに増加しています。対して核家族世帯の割合は減少傾向

にあり、その内訳をみると、夫婦のみの世帯と男親と子どもからなる世帯が総数に占

める割合は横ばい、女親と子どもからなる世帯が微増傾向にある一方で、夫婦と子ど

もからなる世帯の割合は減少しています。今後も世帯の小規模化が進み、特に高齢単

身世帯は継続して増加することが見込まれます。（図表４ 36 頁） 

 

(2) 企業や働く人の状況 

川崎市においては、99％以上が従業員 300 人未満の事業所となっています。また、

従業員300人未満の事業所で働く人の割合は約75％となっています（図表５ 37頁）。

業種については、産業の情報化、サービス化といった産業構造の変化に伴い、「情報

通信業」「学術研究、専門・サービス業」「医療、福祉」の事業所の増加が顕著になっ

ています（図表６ 37 頁）。 

川崎市の 15 歳以上の就業者は令和４(2022)年には男性が約 51万 2 千人、女性が約

41 万１千人で男女ともに増加を続けています。所得階級別にみると、男性で最も多

                                                   
4 本文中で使用するデータについては、35 頁以降の参考データにおいて、図表として掲載して

います。なお、図表はテーマごとに並べており、本文中の図表番号もそれに沿っています。 
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い所得層は「400～499 万円（構成比 14.6％）」で、次いで「300～399 万円」(13.7%)、

「200～299 万円」(11.3％)」の順となっています。一方、女性で最も多い所得層は

「200～299 万円」(20.2％)、次いで「100 万未満」(20.0％)、「300～399 万円」(16.0％)

となっています（図表７ 38 頁）。 

 

(3) 市民のジェンダー意識 

ライフ・スタイルや世帯構成、仕事と生活を取り巻く環境が変化する中、市民の意 

識も変化しています。「男は外で働き、 女は家庭を守るのが望ましい」という固定的 

な性別役割分担意識については「そう思う」、「ややそう思う」と回答した人の割合は 

男女ともに経年で減少しています（図表９ 39 頁）。一方で男女の地位の平等観につ 

いて、「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇さ 

れている」を合計した割合は、女性で 80.7%、男性で 68.3%となっています。特に、

「政治の場」、「社会通念・慣習・しきたり」、「職場」 で「男性の方が優遇されてい 

る」と回答する人の割合が高くなっています。なお「平等」と回答した人の割合は「職 

場」と「学校教育の場」を除いて、男性が女性よりも有意に高くなっています（図表

８ 38 頁）。 

「男女共同参画社会の実現のために川崎市が力を入れていくべきこと」について、

「男性の家事・子育て・介護等への参加を促進する」と「学校などでの男女共同参画

に関する教育を充実させる」が男女ともに高くなっています（図表 18 42 頁）。 

 

 

第３章 現行計画の取組状況 

 川崎市では、これまで以下のとおり行動計画に基づき男女平等施策を総合的に進めて

きました。 

１ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の取組状況 

 第５期計画では、男女共同参画に係る教育や啓発がより一層必要となっている課題を

踏まえ、目標Ⅰとして「男女共同参画に係る教育・啓発」を設定しました。そして、女

性のキャリア形成支援、ワーク・ライフ・バランスの推進、男性の家庭生活への参画は

一体的に行うことが望ましいことから、目標Ⅱを「家庭」と「働く場」を併せた「職業

生活・家庭生活における男女共同参画の推進」に、さらに地域特性を踏まえた取組の推

進は引き続き重要であることから、目標Ⅲを「地域における男女共同参画の推進」とし

て３つの基本目標を掲げ、その下に 11の基本施策、46の施策を体系的に位置付け取組

を進めてきました。また、条例に基づき設置した市の男女平等施策の推進拠点である川

崎市男女共同参画センター*（以下「男女共同参画センター」という。）では、「調査研

究」、「相談」、「情報の収集提供」、「研修会、講演会等の開催」、「市民の学習、研修及び
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交流の活動支援」など、幅広い事業を実施してきました。 

 

(1) 目標Ⅰ「男女共同参画に係る教育・啓発の推進」 

  男女共同参画の理解の促進に向け、毎年６月 23日から６月 29 日までを「川崎市男

女平等推進週間」とし、パネル展示やイベントが実施されました。また多くの市民

が男女共同参画について身近に考えるきっかけとなるよう、同推進週間の期間に合

わせて、男女共同参画センターでは「すくらむ 21 まつり」を開催しました。 

  11 月 12 日から 11 月 25 日の「女性に対する暴力をなくす運動」期間中は、女性に

対するあらゆる暴力の根絶を広く呼びかけ、被害者が「ひとりで悩まず」相談につ

ながれるよう相談窓口の周知が図られました。令和６(2024)年度は、市役所本庁舎

が運動のシンボルカラーであるパープル・カラーにライトアップされました。 

  男女共同参画社会の形成に向けては、幼少期から固定的な性別役割分担意識に捉わ

れることなく、多様な生き方を選択できる教育の推進が重要であることから、川崎

市では市内全小学３年生に対し、毎年度、男女平等教育参考資料「自分らしくかが

やく」の配布を行っています。 

  男性は仕事中心の生活となりやすく、家庭生活や地域活動への参加が難しい状況を

踏まえ、男女共同参画センターでは、男性が主体となって企画運営を行う「イキメ

ン研究所」を通じ、父親を対象にした子育てサロン等を開催しました。近年は育児

と介護の両方を担う男性も増えていることから、市民団体との協働事業として男性

向けのダブルケア*の勉強会の開催にも取り組んでいます。 

  男女共同参画社会の形成に向けては、市職員がその重要性を理解し、男女共同参画

の視点に立った施策を推進していくことが重要であることから、第５期計画では市

職員の意識改革の中に、新たにアンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）*とジ

ェンダー統計（男女で比較可能な集計の実施）*への理解促進が位置付けられまし

た。具体的な取組として、人権・男女共同参画室は会議や研修、e ラーニングを活

用した啓発を行うとともに、アンコンシャス・バイアスについては庶務課長会議を

通じて市の施策の推進における配慮を依頼しました。 

 

(2) 目標Ⅱ「職業生活・家庭生活における男女共同参画の推進」 

  審議会等委員へ女性の参加を促進するため、人権・男女共同参画室は委員選任の際

は審議会等を所管する部署と事前協議を実施し、女性委員比率の目標値の達成に向

けた取組内容等の確認に取り組んでいます。また、毎年度「川崎市審議会等委員へ

の女性の参加状況調査報告書」を取りまとめ、現状の課題や今後の方向性の検討を

行ってきました。 

  市職員における女性活躍等に向けて、川崎市では令和４(2022)年３月に、「川崎市

女性活躍推進特定事業主行動計画」と「川崎市次世代育成支援対策特定事業主行動

計画」を統合し、「川崎市特定事業主行動計画」を策定しました。同計画では「女
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性職員のキャリア形成のサポート」、「子育て支援等に係る制度利用の促進」、「仕事

と家庭を両立できる働きやすい職場環境づくり」の３つを柱に掲げ、全ての職員が

生活と仕事とを両立し活躍するために必要な職場環境・職場風土づくりを推進して

います。 

  川崎市では、女性が様々なライフイベントに対応しながら希望する働き方が実現で

きるよう、女性への就労支援を行っています。川崎市就業相談窓口「キャリアサポ

ートかわさき」では、女性向け就職準備セミナーや託児サービス付き相談を実施し

ています。男女共同参画センターでは、就労継続・再就職支援に向けた相談支援や、

川崎市産業振興財団や日本政策金融公庫と共催した女性起業家のための相談会の

実施、市内企業や在勤の女性を対象とする女性リーダー養成講座を含めた学習研修

事業など、一人ひとりのニーズに沿った働き方を支援しています。 

  川崎市では、市内中小企業の女性活躍を推進することを目的に、平成 30(2018)年

度に「かわさき☆えるぼし」認証制度*を創設しました。制度創設から７年目とな

る令和６(2024)年度現在、146 社が「かわさき☆えるぼし」認証企業として認証さ

れ、市内中小企業における女性活躍推進の取組が広まりつつあります。 

 

(3) 目標Ⅲ「地域における男女共同参画の推進」 

  川崎市では、平成 17(2005)年に、市、市民、事業者が一体となって、男女共同参

画社会の実現を目指す場として、「かわさき男女共同参画ネットワーク*」を設立し

ました。ネットワークでは、毎年度、年間のテーマ設定を行い、テーマに基づいた

「男女共同参画かわさきフォーラム」が開催されました。 

  川崎市では令和３(2021)年度から「内閣府地域女性活躍推進交付金*」を活用し、

孤立や困難を抱えながらも相談や支援に繋がることが難しい女性に対し、居場所事

業等を実施しています。令和６(2024)年度は居場所事業等に参加した女性を対象と

する出張夜間相談事業や、シングルマザーが子どもと一緒に参加しながら相談や交

流ができるイベントが開催されました。 

  男女共同参画センターでは、市民活動団体「女性の視点でつくるかわさき防災プロ

ジェクト」と協働し、出前形式で地域防災訓練等において、男女共同参画の視点を

取り入れた防災体制の推進に向けた啓発を行いました。 

  川崎市では、性的マイノリティ当事者によるパートナーシップ宣誓の事実を公的に

認める「川崎市パートナーシップ宣誓制度」を令和２(2020)年７月に創設しました。

令和７(2025)年 2 月 10 日現在、148 組のカップルが宣誓しています。また当事者

が自治体間で住所を移動する場合の手続きの簡素化、精神的・経済的負担の軽減を

図る目的で、令和２(2020)年 12 月から相模原市との都市間連携を開始しています。 

 

(4) 数値目標の達成状況 
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 川崎市は、第５期計画において８つの数値目標を設定して取組を進めてきました。計

画策定時の数値と現状値を比較すると、全ての項目で数値が改善し、性別にかかわらず、

自分の個性や能力を発揮できる状況であると思う市民の割合、市職員に占める育児休業

取得者割合、「かわさき☆えるぼし」認証企業数に係る目標については目標値を達成し

ました。しかしながら、現時点で達成できなかった目標が５つあり、特に、政策・方針

決定過程に係る目標である審議会等委員及び市役所課長級に占める女性の割合は、とも

に大幅な改善が見られない状況となっています。 

 

項 目 
計画策定時 

【年度】 

現状値 

【年度】 

目標値 

【令和７年度】 

性別にかかわらず、自分の個性や

能力を発揮できる状況であると

思う市民の割合（男女が平等にな

っていると思う市民の割合） 

38.9％ 

【令和３年度】 

41.9％ 

【令和５年度】 

40％以上 

 

審議会等委員に占める女性の割

合 

31.2％ 

【令和３年度】 

34.2％ 

【令和６年度】 
40％以上 

女性委員ゼロの審議会等の数 
22 

【令和３年度】 

20 

【令和６年度】 
０ 

市役所課長級職員に占める女性

の割合 

24.0％ 

【令和３年４月１日

現在】 

25.9％ 

【令和６年４月１日

現在】 

30％ 

【令和８年４月１日

まで】 

就業に関する総合相談窓口「キャ

リアサポートかわさき」における

女性年間就職決定者数 

236 人 

【令和２年度】 

245 人 

【令和５年度】 
278 人以上 

ワーク・ライフ・バランスの取組

を行っている事業所割合 

76.8％ 

【令和２年度】 

77.6％ 

【令和５年度】 
80％以上 

配偶者が出産した市役所職員に

占める育児休業取得者割合 

17.8％ 

【令和２年度】 

37.4％ 

【令和５年度】 

30％以上 

 

「かわさき☆えるぼし」 

認証企業数 

83 

【令和３年度】 

146 

【令和６年度】 
100 以上 

 

２ 第３期川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画の取組状況 

(1) 施策の取組状況 

 第３期ＤＶ計画では、複雑化するＤＶ被害や被害者の多様な状況に応じた支援が求

められている状況を踏まえ、配偶者暴力相談支援センター機能の充実が図られ、川崎
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市では被害者支援を担う機関の組織的対応力の向上や、職員の専門性の確保と継承に

向けた職員研修等の充実、女性相談支援員と各専門職の協働や、庁内関係部署や関係

機関等の連携などに取り組んできました。またＤＶを未然に防ぎ、ＤＶを許さない社

会づくりのためには、市民のＤＶに関する理解を深めていくことが重要であることか

ら、広報物や動画配信等によるＤＶ相談窓口の周知と併せて、ＤＶの形態等に関する

啓発も行われてきました。特に若年層に対しては、将来的な被害者及び加害者になら

ないための教育を推進していくことが重要であることから、デートＤＶに関する啓発

の対象拡大を図り、現在、市内中学生、高校生、大学生、専門学校生に向けたワーク

ショップ型の予防啓発が行われています。 

(2) 数値目標の達成状況 

第３期ＤＶ計画では４つの数値目標を設定し、計画策定時から比較すると夫婦間に

おける行為を暴力と認識する人の割合や「デートＤＶ」の認知度については数値の改

善が見られました。しかしながら、相談できる窓口の認知度は 33.1％に低下してお

り、ＤＶ被害に遭った際に、どこ（だれ）にも相談しなかった人の割合も、56.3％（女

性 48.1％、男性 67.9％）と目標の達成には至りませんでした。特に相談しなかった

人の割合は男女ともに半数近くとなっており、男性の割合が高くなっています。なお

相談しなかった理由について、男女ともに「相談しても、解決すると思わないから」

が最も多く、次いで「相談するほどのことではないと思ったから」が多くなっていま

す。 

 

項 目 
計画策定時 

【平成30年度】 

現状値 

【令和５年度】 

目標値 

【令和５年度】 

夫婦間における次のような行為 

を暴力と認識する人の割合 

①「平手で打つ」（身体的暴力） 

②「殴るふりをしておどす」（精神的暴力） 

③「必要な生活費を渡さない」（経済的暴力） 

④「性的な行為を強要する」（性的暴力） 

⑤「交友関係や電話を細かく監視する」 

（社会的暴力） 

 

①78.6％  

②68.5％ 

③78.9％ 

④88.4％ 

⑤57.9％ 

 

①83.9％ 

②74.4％ 

③83.5％ 

④91.3％ 

⑤69.1％ 

 

①87.0％ 

②78.0％ 

③88.0％ 

④98.0％ 

⑤62.0％ 

「デートＤＶ」という言葉とその内容の認

知度 
39.8％ 61.0％ 45.0％ 

配偶者等からの暴力について相談できる窓

口の認知度  
34.0％ 33.1％ 40.0％ 

ＤＶ被害にあった際に、どこ（だれ）にも

相談しなかった人の割合 
52.9％ 56.3％ 45.0％ 
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第４章 計画策定に当たって重要な事項 

 

１ 女性支援法に基づく市町村基本計画の策定及び困難を抱えた女 

性等が安心して暮らせる支援の推進 

 

(1) 現状・課題 

働き方の多様化や不安定就労の拡大、婚姻に関する意識や家族形態の変化が進む 

中、経済的困窮、性暴力や性的虐待、性的搾取、予期せぬ妊娠など、女性が生活上で

直面する困難は複雑化し、支援ニーズも多様化しています。こうした困難は性別によ

って不平等な扱いや差別を生じさせる社会構造に根差すものであることから、女性を

脆弱な立場に置く状況を生み出さないようにするとともに、困難を抱えた女性を社会

全体で支援していくことが必要です。女性支援法では、従来の売春防止法に基づく「保

護更生」の考え方から脱却し、当事者の意思を尊重した女性支援を推進していくこと

が求められています。  

 基本方針では「女性であることにより」直面する困難として第一に「性的な被害に

遭いやすい」ことを挙げています。性的被害は女性だけが受けるものではなく、近年

は男性タレントが所属する大手芸能事務所における性加害事件が発覚したことは社

会に大きな衝撃をもたらしました。こうした性的被害を含めた暴力の本質には、立場

や力で優位に立つ者が相手を支配する構造があり、男性優位の社会において女性は性

被害や性暴力、ＤＶ被害を受けやすい状況に置かれます。またこうした困難は社会が

パンデミックや災害などの危機的な状況に直面する際により深刻化します。新型コロ

ナウイルス感染拡大期には、女性に対する暴力の増加、非正規労働者が多い女性の雇

用状況の悪化、女性自殺者数の増加が顕在化しました。女性支援法では「困難に直面

するすべての女性」を対象としており、年代や国籍、障害の有無、文化的背景を問い

ません。こうした女性の中の多様性を認識しながら、当事者に一番身近な基礎自治体

である市町村が、困難な問題を抱える女性一人ひとりに寄り添い、当事者中心の支援

が行える支援体制を構築していくことが求められています。 

 

① 性暴力被害経験及び「性暴力相談窓口」の認知度 

 職場や日常生活において性的な嫌がらせを受けた経験について、女性では、

「同意なしに、身体を触られる・触らせる、抱きつかれる、キスをされるなど

の行為をされた」が 28.8％、「見たくないのに、相手の裸や性器などを見せられ

た」が 12.8％、「嫌がっているのに、性的な言葉を言われた」が 12.1％など、

42.8％がなんらかの「性暴力被害」を経験しています。一方、男性では「全く

ない」が 82.7％となっています（図表 37 51 頁）。「性暴力被害相談窓口」につ

いては認知度が１割を超えるものはなく、男女ともに「知っているものはない」
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が８割を超えています（図表 38 51 頁）。 

② ＤＶについての認識 

 ジェンダーに基づくあらゆる暴力*は重大な人権侵害であり、ＤＶ被害はその

一つであるとともに、女性支援で対応すべき困難の中にも含まれます。ＤＶに

ついて「どんな場合でも暴力にあたると思う」と回答する人の割合は、身体的

暴力と性的暴力の項目で高くなっています。暴力だと認識する割合について男

女ともに上昇傾向にありますが、全ての項目において「どんな場合でも暴力に

あたると思う」と回答する人の割合は、女性に比べ男性が低くなっています（図

表 33 49 頁） 

③ これまでのＤＶ被害経験 

 配偶者やパートナーから受けたＤＶ被害について、身体的暴力、精神的暴力、

性的強要、経済的圧迫のいずれかを受けたことがある人の割合は、女性では

27.0％、男性では 18.4％となっています(図表 34 49 頁)。ＤＶ被害を受けた際、

「どこ（だれ）にも相談しなかった」人の割合は、女性は 48.1％、男性は 67.9％

となっています（図表 35 50 頁）。相談しなかった理由について、「相談しても、

解決すると思わないから」が男女ともに最も高く(女性：71.2％、男性：52.8％)、

次いで「相談するほどのことではないと思ったから」が高くなっています（女

性:34.6％、男性:44.4％）（図表 36 50 頁）。 

 

(2) 今後の方向性 

 女性支援法の成立を踏まえ、性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他 

の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問題を抱える女 

性や、そのおそれのある女性への支援を、民間団体等との連携・協働により、包括的

に提供する体制の整備に努めることが求められています。女性支援法及びＤＶ防止法

に基づく取組については、「川崎市男女平等推進審議会男女平等推進行動計画策定部

会」（以下「部会」という。）の報告書（別冊 57 頁）を踏まえた答申を基に市町村

計画を策定し、市が取り組むべき事項や、行政・民間団体・関係機関等の役割や連携

体制について明示するとともに、その推進においては支援調整会議を中心に施策の円

滑かつ効果的な実施を図ることが重要です。またその際は、女性支援法とＤＶ防止法

それぞれにおける対象の範囲や支援内容は重なりながらも、ＤＶ防止法では男性も支

援対象になること等にも留意して取り組むことが必要です。 

 

① 女性支援法の理念に基づく包括的な支援の推進 

 女性支援法第２条では、「困難な問題を抱える女性」を「性的な被害、家庭の

状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を

円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）」と

定義しており、法が定義する状況に当てはまる女性であれば年齢、障害の有無、
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国籍等を問わず、性的搾取により従前から婦人保護事業の対象となってきた者

を含め、支援の対象としています。また性自認*が女性であるトランスジェンダ

ーの方については、基本方針で「トランスジェンダーであることに起因する人

権侵害・差別により直面する困難に配慮し、その状況や相談内容を踏まえ、他

の支援対象者にも配慮しつつ、関係機関等とも連携して、可能な支援を検討す

ることが望ましい」と記載されており、関係機関等と連携して可能な支援を検

討していくことが求められます。 

② 「川崎市男女平等推進審議会男女平等推進行動計画策定部会報告書」を踏まえ

た施策の検討 

 部会では、女性支援やＤＶ被害者支援の現状を踏まえ、市町村計画の策定に

当たって重点的な検討が必要な項目として、①女性支援を担う関係機関におけ

る役割分担の整理・明確化を踏まえた連携の推進、②相談窓口の周知等の相談

につながる取組の推進、③多様な状況に対応した支援の推進、④女性相談支援

員をバックアップする取組の推進、⑤ＤＶ被害者支援における課題の整理と充

実を提示しました。各項目では市が行うべき具体的な取組も挙げられており、

市は、国や神奈川県、他自治体の動向も勘案しながら、部会報告書で挙げられ

た検討項目を踏まえて、第６期計画の施策として検討していくことが求められ

ます。 

③ 支援対象となる女性の多様な状況の把握と対応 

 女性支援においては、ニーズがあるにもかかわらず現状では支援が届いてい

ない女性を把握し、支援体制を整備していくことも重要です。若年女性は性暴

力や性的虐待、性的搾取被害を年代別、男女別にみても最も多く経験していま

すが、行政の相談窓口へのハードルが高く、これまで相談や支援に十分につな

がってこなかった状況があります。若年女性の性暴力被害や貧困とともに、近

年は中高年シングル女性が経済的困窮、健康や将来への不安を複合的に抱えて

いることも課題となっています。さらに、障害がある場合や外国籍の場合、特

有のニーズを抱えることで問題がより複雑化し、その結果支援に繋がりにくい

ことも認識する必要があります。 

④ ＤＶ被害者支援の固有性に配慮した支援の推進 

 ＤＶ防止のための予防啓発及び被害者支援については、現行の第３期ＤＶ計

画を踏襲しながら、男性や性的マイノリティも含むＤＶ被害者支援における課

題の整理と充実を図るとともに、若年層を中心にＤＶ防止の取組を強化してい

くことが重要です。特にＤＶ被害者がこれまでの生活の場を離れ、新たな場で

自立して生活する場合、様々な課題に直面するため、多様な施策を連携させた

経済的支援や被害回復支援を行い、被害者一人ひとりの状況に応じた自立支援

を行うことが重要です。また、ＤＶが起きている家庭では、児童虐待が同時に

生じているケースが少なくないことから、児童虐待対応とＤＶ対応における連
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携と強化がより一層求められています。 

 

 女性支援法及びＤＶ防止法における市町村計画は、対象者や支援内容が重なる点が

多いことを踏まえて体系図を検討し、その中で具体的な施策を明らかにしていくこと

を求めます。そして、その推進に当たっては、目標Ⅳに位置付けられた施策を、目標

ⅡやⅢにおける、女性の経済的自立に向けた支援、妊娠・出産支援やひとり親支援施

策といった関連施策と一体的に推進することが必要です。 

 

⑤ 女性支援と妊娠・出産支援が連携した「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」の

保障 

誰もが妊娠や出産、子育てについて、自分の意思に基づいて選択、決定でき、

必要な支援を受けられることは、「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」（性と生

殖に関する健康と権利*）の観点から重要ですが、若年女性が予期しない妊娠に

より孤立出産に至るケースも生じています。川崎市では、各区役所において保

健師や母子保健コーディネーターが中心となって、妊婦等を対象に面接等を行

い、必要な支援につなげていますが、支援情報が届かない方や支援をためらう

方など、支援にたどり着かない女性もおり、若年層を中心に多様な方への情報

発信や、個々人の多様性に配慮した継続的な支援が行えるよう、支援者の専門

性の確保や多様な機関との連携が求められています（「川崎市男女平等推進行動

計画 令和５(2023)年度年次報告書」ヒアリング結果参照）。 

⑥ 女性支援における男女共同参画センターの役割の整理 

 男女共同参画センターでは、内閣府地域女性活躍推進交付金を活用し、令和

３(2021)年度より孤独・孤立を抱える女性を対象に、関係機関と連携しながら

つながりサポート型の支援を行ってきました。同事業ではシングル女性や、シ

ングルマザーなどを対象に、キャリアや健康問題、家族関係など複合的な問題

を抱えながらも、これまで行政支援につながってこなかった人も多く参加する

状況が見られます。今後も、男女共同参画施策についてノウハウや知見を蓄積

している男女共同参画センターの強みを活かしながら、女性が抱える困難の多

様な実態を把握し、様々な関係機関と連携しながら居場所づくりや出張相談、

アウトリーチなどの手法を検討していくことが重要です（「川崎市男女平等推進

行動計画 令和４(2022)年度年次報告書」ヒアリング結果参照）。 

 

  

２ あらゆる領域における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

(1) 現状・課題 

政策・方針決定過程における女性の参画は、女性の活躍を推進し女性の経済的自立
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を高めるといった観点だけでなく、男女が互いに対等な立場で、一人ひとりが性別に

かかわらず個性や能力を発揮できる男女共同参画社会を実現するためにも重要です。

しかしながら、日本の政策・方針決定過程の場における女性の参画は、国際社会と比

べ非常に遅れた状況となっており、近年は、政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律や女性活躍推進法の改正など、一定の進捗がみられるものの、今後はさら

に女性の参画の拡大の動きを加速させる必要があります。川崎市においても、市の審

議会等委員及び課長級職員に占める女性の割合について目標を設定し、政策・方針決

定過程における女性の参画拡大に取り組んできましたが、依然として目標を達成して

いない状況にあります。 

 

① 審議会等委員における女性の参画状況 

 審議会等委員における女性の参画拡大は、平成 26(2014)年に策定された「第３

期男女平等推進行動計画」の策定以降、審議会等委員への女性比率を 40％とする

こと、また女性委員ゼロの審議会等の数をなくすことを一貫として目標に掲げて

きましたが、令和６(2024)年度の女性比率は 34.2％、女性委員ゼロの審議会等の

数は 20 と目標達成に至っていない状況となっています(図表 21 43 頁）。こうし

た数値は経年で改善傾向にあるものの、国や神奈川県、他の政令指定都市と比べ

て低くなっています。 

② 市役所における管理職の登用状況 

 市役所の課長級職員に占める女性の割合は、令和７(2025)年度までに 30％と

することを目標に取り組んでおり、年々増加はしているものの、令和６(2024)

年 4 月 1日現在、25.9％に留まっています。また、役職別に見ると、課長級、部

長級は上昇傾向にありますが、課長補佐と係長級、局長級は大きな変動がなく、

特に今後課長級に昇格する課長補佐と係長級で女性の割合が増加していないこ

とが懸念されます(図表 22 44 頁）。また、校長・教頭等に占める女性の割合は、

令和５(2023)年度、小学校は 47.8％、中学校は 24.8％、高等学校は 16.7％とな

っており、小学校については男女ほぼ同数となり全国的にも高い水準にあります

が、中学校と高等学校は小学校に比べ低い水準となっています。 

③ 政治の場や地域の方針決定の場における女性の参画状況 

 川崎市議会に占める女性の割合は、令和５(2023)年度 24.1％となっており、

令和元(2019)年の 15.5％に比べ改善しましたが、国が掲げる「指導的地位に女

性が占める割合が、少なくとも 30％程度となるよう期待する」目標には到達し

てない状況にあります。地域における女性リーダーは増加傾向にあるものの、令

和５(2023)年度の町内会・自治会の会長に占める女性の割合は 9.2％、ＰＴＡ会

長に占める女性の割合は 17.7％となっています。 

④ 市内民間企業における女性の登用状況 

 川崎市内の民間企業・事業所の管理職（課長相当職）に占める女性の割合は、
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令和２(2020)年度 9.7％となっており、規模別でみると大企業が 15.8％、中小企

業が 7.4％と大企業が中小企業に比べ高くなっています(図表 23 44 頁）。 

 

(2) 今後の方向性 

市の政策・方針決定過程において、多様な意見が公平・公正に反映されることは、

市民生活に大きな影響を与えるとともに、バランスの取れた質の高い行政サービスの

実現に繋がるため、市は目標達成に向けて具体的な対策を講じ、企業等に対して行政

が率先して取組を進めていく姿勢を示す必要があります。また、政治・経済・行政・

地域など、あらゆる分野における方針決定過程への女性の参画を進めるためには、女

性の活躍推進に向けた理解の促進、人材の育成の観点からのロールモデルやキャリア

形成の情報提供、目標値の設定などによる積極的是正措置（ポジティブ・アクション

*）への理解の拡大が重要であり、市は地域の事業者や団体に向けて、広く意識啓発

や情報発信を行い、積極的な取組に繋がるよう働きかけていく必要があります。 

 

① 審議会等委員への女性参加促進に向けた効果的な取組の検討 

 審議会等委員における女性の参加促進に向けては、数値の改善が小幅にとどま

っている状況を踏まえ、庁内審議会等所管部署で女性の参画が進まない実態の把

握、委員選任段階からの積極的な取組に向けた働きかけ、実現可能な数値目標の

検討など、目標値の達成を意識した効果的な取組を検討していくことが必要です。 

② 女性職員のキャリア形成支援と登用の推進 

 市役所における女性管理職の登用の拡大については、「川崎市特定事業主行動

計画」に基づき、現状や課題、数値目標の達成状況を把握しながら、取組の点検、

評価を行っていく必要があります。令和５(2023)年度における職員アンケートに

よると、「責任のある職につきたいと思わない理由」として、「自分の能力に自信

がないから」(男性 28.8％、女性 32.6％)、「家事、育児、子育てとの両立が困難

だから」(男性 15.4％、女性 34.1％)となっています。こうしたことから、男性

に比べ女性は、同じ能力がある場合でも自分の能力への自信のなさや家庭生活と

の両立が懸念事項になっています。女性職員のキャリア形成支援に向けて、仕事

と育児等の両立支援、時差勤務や在宅勤務などの多様な勤務形態の推進、時間外

勤務時間の縮小を図っていくとともに、女性の管理職登用に向けたキャリア形成

と人材育成を推進していくことが重要です。 

③ 地域のあらゆる場における女性の参画拡大 

 地域における女性の参画拡大に向け、市の審議会等委員や市役所管理職に占

める女性の割合に関する情報を広く発信するとともに、女性管理職の増加に向

けたリーダーシップ養成講座や、防災の場におけるリーダー研修など、政策・

方針決定過程への女性の積極的な参画に向けた学習機会を提供していくことが

必要です。 
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④ 企業における女性の参画拡大 

 企業における女性の参画拡大おいては、中小企業における女性管理職登用が課

題となっており、「かわさき☆えるぼし」認証制度を通じた、女性従業員のキャ

リア形成支援や女性管理職の増員などの好事例を発信していくことが求められ

ます。 

 

 

３ 働く場における女性活躍推進及び男女の均等な機会と待遇の確 

保の推進 

 

(1) 現状・課題 

女性活躍推進法の成立以降、国の方針の中で企業等における女性活躍の推進や女性

のキャリア形成や男性の家庭生活の参加に向けた取組が重点化され、女性の採用・育

成・登用、男女間の所得格差に関する情報開示や、女性のキャリア形成支援仕事と育

児・介護の両立支援など、近年、働く場における男女共同参画の推進に向けた取組は

充実が図られてきました。川崎市においても女性の就労支援や「かわさき☆えるぼし」

認証制度を通じた企業への働きかけを行い、川崎市の女性の就労決定者数やワーク・

ライフ・バランスに取り組む企業の割合は上昇傾向にあります。 

こうした取組から、就労の場では女性の労働力率が結婚・出産期に当たる年代に一

旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カーブ*につ

いては全国的に解消傾向にあり、川崎市でも全国と比較するとＭ字カーブの底が深い

ものの、経年としては改善傾向にあります。しかしながら、女性の就業形態をみると

非正規雇用が多く、川崎市でも女性の 48.2％が非正規雇用労働者であり、年代が上

がるにつれて増加する傾向があります。近年ではこうした状況を踏まえ、女性の正規

雇用率が 20 代後半でピークを迎えた後、低下を続けるＬ字カーブ*という新たな課題

も提起されています。また、非正規雇用と正規雇用の間では給与等の処遇面で格差も

存在しており、男性と比べて女性の非正規雇用労働者が多い結果、男女間の賃金格差

が生じる要因にもなっています。 

さらに、女性の就労が拡大しながらも、家事や育児・介護は依然として女性が中心

的に担っていることも課題です。こうした状況は女性が仕事と子育て・介護等を両立

するために、長期的に非正規雇用という形態を選択せざるを得ない状況を作ることで

キャリア形成を阻害するだけではなく、生涯賃金の男女の格差、そして高齢期の女性

の貧困に繋がる要因となります。実際に市民の「いまの社会は女性にとって働きやす

いか」という認識について、男女ともに「働きやすいとは思わない」が半数以上を占

めています。また企業におけるワーク・ライフ・バランス推進も拡大傾向にあります

が、大企業と中小企業の間で取組状況に差が見られます。 
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① 年齢階級別就業者数の状況 

 川崎市の女性の就業者数は増加傾向にありますが、労働力率は依然として 35

～39 歳を底とするＭ字カーブを描いています。また、Ｍ字カーブの底は全国より

深くなっています(図表 24 45 頁）。 

② 雇用形態別の状況 

 雇用形態については、川崎市の女性の 48.2％が正規雇用となっており、割合は

上昇傾向にありますが、依然として半数近くが非正規雇用となっています。年齢

別に見ると、30 代まで正規雇用が占める割合が高いですが、40 代以降は非正規

雇用が占める割合が高くなっています(図表 25 45 頁）。 

③ 子どもがいる世帯の状況 

 子どもがいる夫婦世帯の就業状態をみると、共働き世帯が占める割合が 60.5％

と最も高く、夫が就業・妻が非就業のいわゆる専業主婦がいる世帯は 28.5％とな

りました。子どもの年齢別にみると、6 歳未満の子どもがいる世帯の共働き率は

60.9％と前回調査の 48.2％から大幅に上昇し、過半数以上を占める状況となりま

した(図表 26 46 頁）。 

④ 夫婦の家庭内での役割分担の状況 

 「家庭内での役割分担」について、「収入を得ること」以外、家事や育児に関

わる全ての項目で女性が「自分が中心」と回答する割合が高くなっています。特

に男女差が大きかったのは「学校などの行事への参加」「育児」「看護」で、その

差はいずれも 60ポイントを超えています(図表 28 46 頁）。 

⑤ 企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組状況 

 ワーク・ライフ・バランスの取組を行っている企業の状況を見ると、大企業は

90％以上が取組を行っているのに対し、中小企業は改善傾向にあるものの令和５

(2023)年現在、74.9％となっています(図表 30 47 頁）。また具体的な取組とし

て、「育児・介護等による短時間勤務やフレックスタイム等、時差勤務制度」に

ついて大企業は 89.2％、中小企業は 48.8％、「育児・介護等による勤務軽減措置

（時間外・休日勤務の免除、転勤配慮等）について大企業 75.7％、中小企業 37.5％

と開きが大きい特徴も見られます(図表 31 48 頁）。 

⑥ 女性の働きやすさに関する市民の意識 

 「いまの社会は女性にとって働きやすいか」どうかについて、「働きやすいと

思う」と回答した人の割合は、女性で 42.8%、男性 47.9%となっています（図表

13 40 頁）。いまの社会が「女性にとって働きやすいとは思わない」理由を尋ね

たところ、女性では「男性の家事・子育て・介護への参加が十分でないから」

(65.3%)が最も高く、男性では「昇進・昇格・給与に男女間で差があるから」

(62.6％)が最も高くなっています(図表 14 41 頁）。 

⑦ 非正規シングル女性の状況 
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 男女共同参画センターでは、令和３(2021)年度に市内在住の「非正規シング

ル女性」（調査では、「無配偶（未婚・非婚・離婚・死別）の女性」として定義）

を対象にアンケート調査を実施しました。その結果、非正規シングル女性は正

規シングル女性に比べて、雇用、収入が不安定であり、特にコロナ禍では仕事

や収入、家計だけではなく、心身の健康などさまざまな面でより影響を受けた

ことがわかりました。また支援・制度の存在を認識しているにもかからず、「自

分が申請対象か分からない」といった理由で利用しない者も多いことも把握さ

れました。（令和４(2022)年３月公表「川崎市におけるコロナ禍での非正規シン

グル女性に対する影響調査：アンケート調査報告書」） 

 

 

(2) 今後の方向性 

 女性の就業状況は、近年全国的にも川崎市でも改善傾向にありますが、雇用形態は

就労が不安定となりやすい非正規雇用が過半数近くとなっています。また市内企業の

99％を中小企業が占めており、中小企業におけるワーク・ライフ・バランスや働き方

改革に向けた取組は進んできているものの、大企業に比べると差がある状況となって

います。こうした状況を踏まえ、市は一人ひとりの女性がライフイベントに合わせて

希望する働き方が実現でき、また経済的困窮に陥ることなく生活ができるよう、就業

継続及び再就職等のための就労支援や、起業を含む多様な働き方やキャリア形成支援

を推進していく必要があります。また雇用者が働く産業や職業については、分野や職

種によって男女で偏りがあり、近年は学術・技術分野における理工系分野やデジタル

分野など、従来女性の少なかった分野へのチャレンジ支援を推進していく必要性も提

起されています。 

また、こうした女性の就業支援と併せて、ワーク・ライフ・バランスの推進といっ

た長時間労働を前提とした働き方の見直しや、男性の育児・介護休業取得促進など、

男性の家庭生活への参加に向けた支援を推進していくことが必要です。さらに、雇用

の場における男女の均等な機会及び待遇の確保、非正規雇用の処遇改善、性別による

固定的な業務分担や人員配置等の見直し、能力開発の十分な機会の提供などの取組の

実施を企業等に促し、男女ともに働きやすい職場環境づくりに努めていくことも求め

られます。 

 

① 多様な女性のニーズに応じた就労支援、キャリア形成支援の推進 

 子育て中の女性や、シングル女性、シングルマザーなど、女性の異なる多様な

ニーズに応じて、様々な就労支援やキャリア形成支援を継続的に実施していくこ

とが必要です。働きたい女性に向けては、求職者の特性に合った就労支援、再就

職支援や起業支援を、働く女性に向けては、就業継続支援、キャリアアップ支援

を行うことが求められます。また、女性が固定的な性別役割分担意識に縛られず、
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多様な進路選択や職業選択が可能となるよう、早期からのキャリア教育も重要で

す。 

② 就労支援における男女別ニーズの把握及びそれに基づく就労支援の推進 

 女性に対する就労支援について、川崎市では男女共同参画センターで女性のた

めの働き方・しごと相談を実施するほか、男女双方に対して川崎市就業自立支援

室「キャリアサポートかわさき」を通じた就労支援、若年無業者を対象とする「コ

ネクションズかわさき」による就労自立支援を実施しています。「キャリアサポ

ートかわさき」と「コネクションズかわさき」については資格を持った相談員が、

一人ひとりに寄り添った丁寧な支援を推進し、地域に根差した就職決定にもつな

げていますが、事業登録者や就職決定者については男女別に把握されておらず、

事業の推進においては相談者のニーズや就職決定状況、定着率等のデータを男女

別に客観的に把握するジェンダー統計の視点が求められます。具体的には、女性

求職者に対し、非正規雇用を希望する背景などを把握したうえで、正規雇用と非

正規雇用の間の労働条件や待遇に関する違いの説明、事務系だけではない他の業

種の就労体験を聞く機会を提供するなど、女性求職者が就労の幅を広げる取組が

求められます。また、短時間正社員制度の導入や正規雇用への就業転換など、就

労者が希望する多様な就業環境の整備に向けて、企業規模を考慮しながら市内企

業への啓発を行うことも重要です。（「川崎市男女平等推進行動計画 令和４

(2022)年度年次報告書」ヒアリング結果参照） 

③ 雇用の分野における均等な機会と待遇の確保及びハラスメントの防止に向けた

取組 

 雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保に向けて、国の動向を踏ま

えながら、非正規雇用労働者の処遇改善や男女間の賃金格差の解消に向けて、企

業に対し法改正等の周知・啓発を行うことが求められます。また、セクシュアル・

ハラスメント、マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメント*、性的

指向*や性自認に対するハラスメント、ジェンダー・ハラスメント*など、多様な

ハラスメントのない職場づくりに向け、引き続き企業に対し法改正等の内容の情

報提供や啓発に努めていくことも重要です。 

④ 市役所における職員の給与の男女の差異の把握・分析の推進 

 働く男女それぞれが、仕事と家庭生活を両立していくためには、家庭生活への

参加や就業の継続を困難にする長時間労働を前提とした働き方の見直し、固定的

な性別役割分担意識の解消に向けた取組を進め、男性の家庭生活への参画促進の

ための取組を進めていくことが重要です。このため市役所の男性職員における育

児休業取得を推進するとともに、女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差

異を公表し、課題の把握・分析を行い、女性の職業選択における活躍の推進のた

めの取組を進めるなど、企業等に率先して市が積極的に取り組むことを求めます。 

⑤ 市内企業に対する働きかけ 
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 企業に対しては、市内事業所の 99％が 300 人未満の中小企業であることを踏ま

え、「かわさき☆えるぼし」認証制度を通じた情報提供や働きかけを行っていく

ことが重要です。長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方を可能とする環境整備

は、女性の登用や男性の家事・育児参加で有効なだけではなく、企業にとっても

人材確保や定着、競争力の向上等のメリットがあります。また女性活躍やワー

ク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業の好事例を発信することで、女性活

躍に関する数値目標の設定や積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進、

性別による固定的な業務分担や人員配置等の見直しなど、具体的な行動を促して

いくことが求められます。 

⑥ 市内中小企業を対象とする「かわさき☆えるぼし」認証制度の一層の推進 

 「かわさき☆えるぼし」認証制度については創設から７年が経過し、認証制度

への申請を契機に女性活躍推進の取組が広がるなど、同制度が市内の女性活躍推

進に向けた環境づくりの後押しとなっています。しかしながら、認証される企業

の業種の偏りや、認証制度の認知度拡大や認証企業数の増加、認証企業の取組内

容の向上に向けた継続的なフォローアップが課題となっています。今後も制度設

計や運用の見直しを適宜検討し、認証制度の質と持続可能性を担保していくこと

が必要です。また認証後の企業による取組事例の紹介など、好事例を示していく

ことも求められます。 

⑦ 子育て・介護にかかる施策の推進 

 出産・子育て期において多様な選択が可能となるよう、子どもが地域で健やか

に育つことができる環境づくりや、子どもの育ちの基盤となる保育・教育環境の

充実等、多様なニーズに沿った子育て支援策の推進が必要です。また、高齢化に

伴い重要性が増している介護については、利用しやすい介護サービスの充実を図

るとともに、介護離職防止に向けた支援に取り組んでいくことが重要です。 

 

 

４ 男性にとっての男女共同参画の推進 

 

(1) 現状・課題 

男女共同参画社会を形成するための大きな課題の一つに、固定的な性別役割分担意

識とそれに基づく分業があります。固定的な性別役割分担意識は男女ともに徐々に弱

まりつつありますが、依然として働き方や社会制度・慣行等に影響を及ぼしています。

また、就労する女性は増加傾向にあるものの、家庭内の家事・育児等の分担状況は女

性に偏り、男性自身が家事や育児、介護、地域活動等に積極的に参画する具体的な行

動変容に至っていない状況があります。このため、男性が長時間労働を伴う仕事中心

の生活をせざるを得ない状況を、働き方改革やワーク・ライフ・バランスの推進によ
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って見直すことが必要です。また、社会の様々な分野において指導的地位に就く男性

が多い点からも、男性に向けた意識啓発を強化し、男性にとっての男女共同参画の意

義の理解促進や、男性の家庭生活・地域活動への参画に向けての啓発・教育を推進す

る必要があります。なお、固定的な性別役割分担意識の解消においては、仕事中心と

なる男性の生き方を形成するだけではなく、「男らしさ」を背景に男性が相談するこ

とをためらうなど、男性の孤独や孤立、生きづらさにもつながっている側面にも留意

して推進していくことが求められます。 

 

① 長時間労働の実態 

 川崎市の年間就業日数200日以上の雇用者に占める週間労働時間60時間以上

の雇用者割合は、女性 9.9％に対し男性 20.6％となっています。前回調査から

男女ともに 35～48 時間の割合が増えており、60時間以上については男女ともに

減少しました (図表 27 46 頁）。 

② 生活優先度の理想と現実 

 生活優先度について、男女ともに「家庭生活や個人としての生活」と「仕事と

家庭生活や個人としての生活」を希望する人の割合が高くなっています。対して

現実は、女性は「家庭生活や個人としての生活優先」と「仕事と家庭生活や個人

としての生活優先」の割合が高いのに対し、男性は「仕事と家庭生活や個人とし

ての生活優先」の次に「仕事優先」が高くなっています(図表 29 47 頁）。 

③ 就労や生計に関する固定的な性別役割分担意識の実態 

 「男性は外で働き、女性は家庭を守るのが望ましい」と回答する人の割合は男

女ともに有意に減少傾向にありますが、男性の 30 代、50 代と 60 代では「そう思

う」と回答する人の割合が他の年代に比べて高い状況があります(図表９ 39頁）。

また、「家族を養うのは、もっぱら男性の責任である」と回答する人の割合も、

男女ともに減少傾向にありますが、「そう思う」と回答する人の割合は女性が約

２割であるのに対し、男性は約４割となっており、女性に比べて男性の割合が高

い状況があります(図表 17 42 頁）。 

④ 男性の育児休業取得に関する意識と課題 

 男性の育児休業取得について「積極的に取るべきだ」は、女性で 51.9%、男性

46.6%となり、前回調査に比べると、男女ともに有意に上昇しました(図表 15 41

頁）。また、男性の育児休業取得促進に必要なこととして、男女ともに「男性が

育児休業を取得しにくい職場の雰囲気をなくしたり、上司などの理解を促す」が

最も高く、次いで「男性が育児休業を取得することは当然のことであるという理

解を社会に広める」「人の補充や業務分担の調整など職場で育児休業者がいた場

合の体制を整える」となっており、体制整備と意識改革が必要であると認識され

ていることが伺えます(図表 16 41 頁）。 

⑤ 悩みや困りごとがあったときの相談先 
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 悩みや困りごとがあったときに相談する先は、男女ともに「家族・親戚」が最

も高く、次いで「友人・知人」となっています。男女別にみると、男性は家族な

ど誰かに相談している割合が女性より低く、一方で「相談していない」が高くな

っています(図表 32 48 頁）。こうした傾向はＤＶ被害でより顕著になり、ＤＶ

を受けた時に「どこ(だれ)にも相談しなかった」人の割合は女性で 48.1％である

のに対し、男性は 67.9％となっています(図表 35 50 頁）。 

 

(2) 今後の方向性 

男性の家庭生活への参画は近年増加傾向にあるものの、依然として長時間労働を前

提とする働き方が主流であり、結果として家事・育児・介護などのケア負担が女性に

偏る状態が続いています。このため性別に関わりなく誰もが仕事と家庭生活を両立で

きるよう、男性の育児休業等の取得促進や働き方の見直し、固定的な性別役割分担意

識の解消に向けた取組を進める必要があります。また、男性が家庭生活や地域生活に

参画できるためには、企業等における働き方や慣習も関わるため、男性個々人だけで

はなく企業に対しても働きかけていく必要があります。 

男女共同参画社会の形成にはこうした取組と併せて、固定的な性別役割分担意識を

背景にした男性の孤独や孤立、生きづらさ、また男性特有の心身の健康問題にアプロ

ーチする必要性も提起されています。こうした取組の推進においては、ジェンダー統

計や調査研究等を踏まえて、男女間でニーズや課題が異なることを把握し、あらゆる

事業においてそれを前提とした対応を検討していくことも重要です。 

 

① 男性に対する意識啓発の推進 

 固定的な性別役割分担意識は女性よりも男性のほうが強い傾向があり、また

男女とも高齢者において他の年代に比べて根強く残っているため、意識啓発に

当たっては、男性や高齢者に向けた取組を強化していく必要があります。こう

した啓発においては、男性自身が多様な経験を得ること等を通して男女共同参

画の意義を理解し、自らの行動変容に繋がるよう、学習機会の提供や地域で子

育てや介護をする男性同士のネットワーク形成など体験型の事業を推進してい

くことも重要です。 

② 男性の生きづらさの解消に向けた支援や企業への働きかけの推進 

 共働き夫婦が増加していく中で、未だ女性が家事・育児等を多く負担してい

る状況があり、パートナーである男性が主体的に子育て等に関わっていくこと

が重要です。このため、男性の多様な生き方・働き方が可能となるよう、固定

的な性別役割分担意識の解消や、性に関する無意識の偏見（アンコンシャス・

バイアス）に関する理解促進を行うとともに、男性であることで負っている社

会的重圧や悩みなどについては、引き続き男性相談員による相談事業を推進し

ていくことが求められます。また、パタニティ・ハラスメントなど、男性が育
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児休業を取得するに当たっては、職場の意識や慣行が障壁となることも多く、

企業に対する働きかけを行っていくことも重要です。 

③ 市役所における男性職員の育児休業取得促進 

 男性市職員の育児参加促進に向け、引き続き、配偶者が出産した市役所職員

に占める育児休業取得者割合を向上させていくため、育児休業の取得を考えて

いる職員が、希望する時期に必要な期間、気兼ねなく育児に専念することがで

きる職場環境づくりが必要です。 

 

 

５ 男女共同参画に係る広報・啓発・教育の推進 

 

(1) 現状・課題 

男女共同参画社会の形成においては、全ての個人が、性別に関わりなく社会のあら 

ゆる場において主体的に参画することができ、男女平等に関する課題に協力して取り 

組んでいくことが重要となります。「男は仕事、女は家庭」という固定的な性別役割 

分担の考え方について、男女ともに「そう思わない」人の割合は経年で増加しており、 

男女共同参画の意識の醸成は徐々に進んでいます。一方で、社会全体における男女の 

地位の平等感については、男性の方が優遇されていると回答した割合が７割を超えて 

おり、特に職場や政治の場、社会通念や慣習・しきたりにおける見直しは依然として 

進んでいない状況も見られます。このため、引き続き意識啓発等の事業と併せて各領

域における女性の参画拡大を推進していく必要があります。 

また、幼少期から性別による固定的な性別役割分担にとらわれない意識を醸成し、

男女が対等な関係を築くための基礎を築くためにも、学校教育や地域において多様な

生き方を選択できる力を育むことが重要です。 

 

① 固定的な性別役割分担意識に対する変化 

 固定的な性別役割分担意識について、「男は外で働き、女は家庭を守るのが望

ましい」という考え方と併せて、「女性は、収入が少なくても、勤務時間を選べ

る仕事が望ましい」、「女性は、結婚したら自分自身よりも夫や子どもなど家族

を中心に考えて生活すべきである」といった考え方は男女ともに「そう思う」

と考える人の割合が経年で有意に低下し、「子どもの有無にかかわらず職業を続

ける方がよい」と考える人の割合が増加しています（図表 10 39 頁、図表 11 

40 頁、図表 12 40 頁） 

② 男女が平等になっていると思う市民の割合 

 第５期計画の目標である「性別にかかわらず、自分の個性や能力を発揮でき

る状況であると思う市民の割合（男女が平等になっていると思う市民の割合）」

は令和５(2023)年度に 41.2％となり、40％以上とする目標値を達成しました。
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ただ、上記数値については微増を続けているものの、全体としては大きく変動

していない点に留意が必要です。 

③ 若年層に対する啓発の効果（デートＤＶの認知経路） 

 「デートＤＶ」の認知経路をみると、30 歳未満では男女ともに「テレビ」や

「ＳＮＳ*」にならんで「学校の授業」が有意に高くなっています。こうしたこ

とは学校教育や授業内における予防啓発ワークショップが一定の役割を果たし

ていることを示唆します（図表 39 51 頁）。 

 

(2) 今後の方向性 

あらゆる立場の人々が性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる社会に向けて、その阻害要因となる固定的な性別役割分担意識や性に関する無

意識の偏見（アンコンシャス・バイアス）を解消し、市民全体の意識改革や理解促進

に引き続き取り組むことが必要です。 

 

① 市民に対する意識啓発及び学習機会の提供の促進 

 男女共同参画に係る啓発を具体的な行動変容や慣行等の見直しに繋げるため

には、これまで女性の参画が少なかった分野で活躍する女性のロールモデルの

提示や、育児や介護休業を取得した男性の経験など、具体的な事例や取組例な

ども活用し、多様な生き方や価値観を包摂する人権意識や男女平等意識を育む

ことが重要です。このため、市は地域や学校、働く場などを通じて、幅広い市

民への学習機会の提供や啓発の充実に努めることが求められます。 

② 男女共同参画の視点からの市の広報の推進 

 市で作成する広報、出版物が、性別による固定的なイメージや、性別役割分

担を前提した表現にならないよう、男女共同参画の視点に留意した広報・出版

物の作成を全庁的に実施し、男女共同参画の視点に立った広報活動を率先して

行うことも必要です。 

 

学校や地域での教育は、次世代を担う若年層が人権意識や男女平等意識を育み、性

別に捉われない多様な生き方を推進する上で重要な場であり、男女共同参画社会の基

盤を形成するものです。発達段階に応じた人権教育や、ジェンダーに基づくあらゆる

暴力の防止に向けた予防啓発、多様な生き方・働き方を可能とするキャリア教育や理

工系分野における女性の進路選択支援を推進するとともに、教員や保護者等の男女共

同参画に関する認識を深めていくことが求められます。 

 

③ 若年層に対する周知等の強化 

 従来の紙媒体や市のホームページを通じた周知だけでは、若年層を含め多様

な市民に必ずしも情報が行き届いていない可能性もあり、今後はＳＮＳ等を使
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用した様々なメディアや媒体を活用していくことが望まれます。 

④ ＳＮＳやインターネットにおける性暴力や性犯罪の予防に向けた教育の推進 

 スマートフォンが急速に普及し、ＳＮＳやインターネットが生活に身近にな

る中で、そうしたインターネット上のコミュニティサイトが性差別意識の助長

や、女性や子どもの人権侵害、性暴力、性犯罪の被害の原因となる事態も深刻

になっています。特に、デートＤＶ、リベンジ・ポルノ*、デジタル性暴力*、

ＪＫビジネス*、アダルトビデオ出演強要など、若年女性に対する性暴力や性犯

罪は近年深刻化・複雑化しています。このため、学校教育や社会教育を通じて、

メディアから流れる情報を客観的に読み解き、様々な情報を主体的に収集・判

断できる能力の育成も重要です。また、ジェンダーに基づくあらゆる暴力の防

止に向けては、様々な機会を捉えて幅広い世代に、啓発を推進していくことが

必要となりますが、特に若年層に対しては、将来的な被害者及び加害者となら

ないための教育を推進していくことが必要です。 

 

 

６ 男女共同参画の視点に立った地域防災やまちづくりの推進 

(1) 現状・課題 

地震や風水害など大規模災害による影響は、全ての人の生活を脅かすと同時に、性

別、年齢、国籍、障害などの属性によって異なる影響をもたらし、女性や子ども、脆

弱な状況にある人々がより深刻な影響を受けることが指摘されています。そうした影

響は平時からの固定的な性別役割分担意識に拠ることも大きく、実際に、東日本大震

災や能登半島地震をはじめとするこれまでの災害においては、様々な意思決定過程へ

の女性の参画が十分に確保されず、避難所や物資提供において各人のニーズの違いが

配慮されない課題や、ＤＶや性被害・性暴力が生じるといった課題が顕在化してきま

した。 

 

① 地域防災における女性の参画状況 

 行政や地域の関係団体が地域の防災体制を協議する場である防災会議の女性

参加比率について、令和６（2024）年６月１日現在、6.2％となっており、例年

10％以下となる状況が続いています。また、行政の防災担当部署に配置された女

性職員の割合について、全国的にも低い状況があり、神奈川県は９％（令和５年

現在）となる中、川崎市の危機管理本部の職員に占める女性の割合は 19％、課長

級以上の職員に占める女性の割合は９％となっています（「川崎市男女平等推進

行動計画 令和５(2023)年度年次報告書」ヒアリング結果参照）。 

② 地域防災における多様性への配慮 

 川崎市の避難所運営マニュアルでは、高齢者、障害者、妊産婦、外国人などを
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要配慮者として記載しており、配慮が必要な場合は臨機応変に対応することが示

されています。また各区役所では、地域の人が参画する避難所運営会議を中心に、

固定的な性別役割分担意識にとらわれない炊き出しや、多様な属性への配慮に向

けたプライベートルームの活用など、地域住民が中心となって活発な検討が行わ

れています。 

③ 地域防災における男女共同参画センターの役割 

 男女共同参画センターは、男女共同参画の視点からの地域防災活動の啓発にお

いて、中心的な役割を担ってきました。同センターでは川崎市危機管理本部と連

携し、市内７区全ての自主防災組織に対して、女性の視点からの防災・減災をテ

ーマとして、リーダー研修会などを行っています。また、「男女共同参画の視点で

つくる避難所運営ガイド」、「シニアシングル女性のためのサバイバル読本 日頃

から備える防災・減災」など、男女共同参画の視点から取り組む防災啓発冊子の

発行や配布にも取り組んでいます。 

 

(2) 今後の方向性 

地域防災の取組に男女共同参画の視点が浸透するよう、平常時の備え、初動段階、

避難生活、復旧・復興の各段階において、男女共同参画の視点から防災対策に取り組

んでいく必要があります。職員や地域に向けて継続的な研修や意見交換、ワークショッ

プ等を通じた啓発活動を推進し、庁内関係部署と地域が連携して男女共同参画の視点

に立った防災体制を構築していくことが重要です。特に地域防災組織における女性リ

ーダーの数は依然として少数に留まっており、より多くの女性が地域防災の担い手と

して、参画できるよう取り組んでいくことが必要です。 

 

① 地域防災における女性の参画拡大 

 市役所内部の危機管理担当部局の職員や防災会議、地域の防災組織については、

職務内容に男女差が無いことを踏まえ、女性の参画に向けて課題意識をもって改

善に取り組むことが必要です。また、地域防災においては、地域で実際に活動し

ている女性が積極的に地域防災の意思決定の場に参加できるよう、環境整備に努

めるとともに、防災を考える上で女性が重要な担い手であるという意識改革を推

進することも重要です。 

② 平常時の防災活動における属性で異なるニーズの把握 

 地域の防災組織においては、性別、性的指向・性自認、年齢、国籍などにより、

災害時に抱える困難やニーズが異なることを前提に、どのような課題やニーズが

あるのか、平常時から避難所運営会議等の機会を活用して市民の実態把握を行う

ことが必要です。 

③ 男女共同参画センターの専門性を生かした地域防災の推進 

 男女共同参画センターは、川崎市地域防災計画風水害対策編において男女共同
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参画の視点に基づく防災活動の拠点として位置付けられており、男女共同参画の

視点に立った防災体制の確立や啓発においては、センターの専門性を生かしなが

ら地域住民とともに取り組んでいく必要があります。 

 

 

７ 男女共同参画を推進する体制の充実 

(1) 現状・課題 

 男女共同参画社会の形成においては、施策を推進する市職員が男女平等について十

分に理解し、性別役割分担意識を固定化しない広報資料の作成や、男女で異なるニー

ズがあることを把握するジェンダー統計の実施、またそうしたデータに基づいて男女

間の格差を改善するポジティブ・アクションの視点を踏まえ取り組んでいくことが重

要です。しかしながら、子育て支援などの一部の施策においては、依然として女性が

ケア役割を担うことを前提とした表現や内容が見られるともに、各施策においてジェ

ンダー統計やポジティブ・アクションの必要性が十分に理解されていない状況が見ら

れます。 

 男女平等施策の拠点施設である男女共同参画センターでは、これまで講座や講演会

の開催、情報の収集・提供、各種団体の交流支援など様々な事業を展開しています。

地域に根差した男女平等施策を推進する上で、男女共同参画センターは非常に重要な

役割を担っていますが、センターの認知度は男女ともに３割程度に留まっており、行

政内部でもセンターの認知度やセンターとの連携は部署によってばらつきがあるこ

とも課題です。 

 地域における男女共同参画の推進においては、民間団体を含む多様な主体による連

携体制を構築することが重要です。「かわさき男女共同参画ネットワーク（すくらむ

ネット 21）」は、川崎市内で活動する民間団体等が地域において「身の回りから」、「手

の届く範囲から」男女共同参画を推進するために必要な意見・情報を交換や情報発信

を行う場として、毎年「男女共同参画かわさきフォーラム」を開催してきました。ま

た平成 26（2014）年度に審議会から活性化に向けて答申されたことを踏まえ、毎年

度テーマ設定を行い団体内部での情報共有に取り組むとともに、コロナ禍を契機に男

女共同参画フォーラムの開催を対面と録画配信のハイブリッドで行うなど、取組を充

実させてきました。しかしながら、情報共有の推進などネットワークの活性化が課題

となっており、活動の広がりは限定的となっている状況もあります。 

 

① 男女平等施策に関する認知度 

 「男女平等かわさき条例」の令和５年度の認知度は、女性が 26.2％、男性が

19.5％、「川崎市男女共同参画センター(すくらむ21)」の認知度は、女性が34.6％、

男性は 22.2％%となっており、経年で見ても女性の方が有意に高い傾向がありま
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す（図表 19 42 頁、図表 20 43 頁）。 

 

(2) 今後の方向性 

 「男女平等のまち・かわさき」の実現においては、市、市民、事業者がともに協働・

連携していくことが重要であり、川崎市が男女平等施策を体系的に整理するだけでは

なく、市の全ての施策を男女共同参画の視点から実施していくことが必要です。特に

その推進においては、ジェンダー統計を活用して各施策で性別によって異なるニーズ

を把握するとともに、全ての施策において固定的な性別役割分担を再生産することが

ないよう、市のあらゆる部署が男女共同参画の視点から点検・評価していくことが求

められます。特に雇用、福祉、教育、保健に関連する部署は、男女共同参画の課題と

の関連も大きいことから、施策におけるジェンダー・バイアスに留意することが重要

です。 

 男女共同参画センターは開設以降、川崎市における男女平等施策を牽引し、事業や

調査研究等を通じて、川崎市における男女共同参画の課題を発信し、また課題解決に

向けた独自の事業を推進してきました。今後も、センターが地域の関係団体や関係機

関、市民、市役所関係部署と連携しながらその役割を発揮していくためには、センタ

ー機能の一層の充実を図り、事業の積極的な展開を行える体制を整備することが必要

です。男女共同参画センターの役割や機能について、国は令和７(2025)年にガイドラ

インを策定する見込みとなっています。今後策定されるガイドラインや男女共同参画社

会基本法改正の動向を注視しながら、川崎市においても男女共同参画センターの機能

について検討していくことが必要です。 

 さらにこうした市の施策の推進に当たっては、条例の理念に基づき、市、市民及び

事業者が相互に協力しながら、それぞれの役割を積極的に果たしていくことが重要で

す。今後も男女共同参画ネットワークや民間団体との連携を充実させていくことが望

まれます。 

 

① 市職員への意識改革及び男女平等施策の推進に向けた体制の充実 

市職員に向けた啓発については、市のあらゆる施策において男女共同参画の視

点が徹底されるよう、条例や行動計画の周知を図るとともに、施策の推進で重

要なジェンダー統計、ポジティブ・アクションの視点、女性であることに加え、

外国人であること、障害があること、高齢であること等で複合的・交差的な困

難*を抱えることについて理解を促進していく必要があります。また、男女平等

施策の推進において重要な手法であるジェンダー統計の実施に当たっては、啓

発に留まらず具体的な実践に繋がるよう、アプローチを検討する必要がありま

す。 

② 男女共同参画センターの機能強化に向けた検討 

 国が令和６(2024)年 12 月に公表した「男女共同参画センターにおける業務及
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び運営についてのガイドライン作成検討ワーキング・グループ提言」では、男

女共同参画センターの役割として「広く地域の関係機関・団体とネットワーク

を築きながら、広報啓発や 講座、研修、相談対応等の事業をよりきめ細かな形

で展開することで、 地域において男女共同参画社会を実現すること」と記載さ

れました。また、各業務の基本的考え方として、まず「地域の課題及びニーズ

を把握するための情報収集・整理、提供、調査研究、相談対応」を行い、それ

を踏まえ「地域の課題解決に向けた施策の主体的な企画立案と実施」、また「住

民と男女共同参画をつなぐ広報・啓発、講座・研修」を段階的に実施すること

が提言されました。 
③ 地域における多様な関係機関との連携の推進 

 男女共同参画ネットワークについては、答申から10年経過したことを踏まえ、

市民に身近なネットワークとして、現状に沿った取組の検討を行っていく必要

があります。また、地域の民間団体については男女共同参画に関する啓発の対

象であると同時に、市の男女平等施策をともに推進する関係機関でもあります。

条例第 12条では「市は、男女平等を推進する活動を行う関係団体の自主性及び

主体性を尊重しつつ、当該活動について必要な支援に努めるものとする」とさ

れており、民間団体の特色を尊重しながら、対等な立場で連携・協働を図って

いくことが重要です。 

 

 

第５章 第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について 

 

１ 基本的な考え方 

(1) 目標の再編成 

第５期計画は、男女共同参画に係る教育や啓発のより一層の推進が必要なことから、

目標Ⅰを「男女共同参画に係る教育・啓発の推進」と位置付けました。そして女性の

キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バランスの推進、男性の家庭生活への参加は一

体的に行うことが望ましいため、目標Ⅱを「家庭生活・職業生活における男女共同参

画の推進」とし、女性活躍推進法に基づく市町村計画として推進されてきました。市

民が暮らす場として重要な「地域」については目標Ⅲとして「地域における男女共同

参画の推進」として、特にＤＶや困難を抱える女性等への支援については、地域の支

援ネットワークの中で推進されることが重要であるとして、目標Ⅲに位置付けられま

した。 

第６期計画においても、男女共同参画の重要な領域として、「教育・啓発」、「家庭

生活・職業生活」、「地域」ごとに目標設定を行う考え方を継承することを期待します。
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また、女性支援法が成立し市町村の責務が示される中、同法に基づく女性支援はこれ

まで取り組んできたＤＶ被害者支援とも親和性が高く、一体的に推進することが望ま

しいと同時に、男女共同参画社会の形成において重要な施策となることから、第６期

計画では新たに目標Ⅳを設定し、女性支援法に基づく市町村計画及びＤＶ防止法に基

づく市町村計画として位置付けることを提案します。そして、その名称は「困難を抱

える女性等を社会全体で支える男女共同参画の推進」とし、目標Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに含まれ

る関連施策も含め、新たに４つの目標に基づいて施策を再編成し、各目標に位置付け

られる施策相互の関連性を考慮しながら、一体性をもって取組を進めていくことを期

待します。こうした取組によって、困難を抱える一人ひとりを支えるとともに、困難

を生み出すことのない男女共同参画社会の形成に資することが重要です。 

 

 

     目標Ⅰ 男女共同参画に係る教育・啓発の推進 

     目標Ⅱ 家庭生活・職業生活における男女共同参画の推進 

     目標Ⅲ 地域における男女共同参画の推進 

     目標Ⅳ 困難を抱える女性等を社会全体で支える男女共同参画の推進 

 

(2) 数値目標の設定と進捗管理 

第５期計画と同様に、第６期計画においても数値目標を設け、計画の進捗・達成状

況を的確に把握していく必要があります。数値目標として提案する項目は、次のとお

りです。 

 

・性別にかかわらず、自分の個性や能力を発揮できる状況であると思う市民の割合 

（男女が平等になっていると思う市民の割合） 

・市の審議会等委員に占める女性の割合 

・女性委員ゼロの審議会等の数 

・市役所管理職職員に占める女性の割合 

・ワーク・ライフ・バランスの取組を行っている事業者の割合 

・「かわさき☆えるぼし」認証企業数 

・市の就労支援における女性年間就職決定者数 

・配偶者が出産した市役所職員に占める育児休業取得者の割合 

・女性支援に関する相談窓口の認知度 

・ＤＶ被害に遭った際に相談する人の割合 
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２ 第６期川崎市男女平等推進行動計画体系図案 

 

目　標 基本施策 施　策
第4章

関連番号

(1)  固定的な性別役割分担意識等の解消に向けた広報・ 啓発の推進

(2)  男女共同参画に関する生涯学習の推進

(3)  就学前教育・ 学校教育における 男女共同参画に関する教育の推進

(4)  男性にと っ ての男女共同参画の意義についての理解の促進

(5)  性の多様性についての理解の促進

(6)  市職員の意識改善

(7)　ジェ ン ダー統計の実施に向けた理解の促進

(8)　男女共同参画社会の形成に関する影響等の把握及び施策の推進
(9)　審議会等委員への女性の参画拡大

(10) 女性職員のキャ リ ア形成支援と登用の推進

(11) 企業や地域の関係団体等における女性の参画拡大

(12) 働く 女性の就業継続と キャ リ アアッ プ支援の推進

(13) 専門分野や専門職等への女性の参画拡大

(14) 多様なニーズに対応した就業支援の推進

(15) 女性の起業・ 事業継続に向けた支援の推進

(16) 多様な選択を可能とする教育・ 学習機会の提供

(17) 多様なライフスタイルに対応した子育てや介護等の支援の充実と利用の促進

(18) 育児・ 介護休業制度などの定着と利用の促進

(19) 働き 方改革と 多様で柔軟な働き方の推進

(20) 市役所における働き方改革と仕事と家庭を両立できる職場環境の推進

(21) 働く場におけるハラ ス メ ン トの防止対策と被害者支援の推進

(22) 家事・子育て・介護における男性の主体的な参画の促進

(23) 男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進

(24) 女性の活躍推進や多様な働き方、ハラ ス メ ン ト防止に向けた企業への啓
発の推進

(25) 女性の活躍推進や働き方改革に取り組む企業への支援の推進

(26)  雇用の分野における男女の均等な機会と 待遇の確保の促進及び地域にお
ける 連携の強化

(27) 地域で活動する市民団体等と連携し た男女共同参画の促進

(28) 地域のあらゆる場における方針決定過程への女性の参画促進

(29) 地域防災における男女共同参画の推進

(30) 男性が地域活動に参画できる環境づく り

(31) 地域における子ども ・ 若者に向けた男女共同参画の推進

(32) 男女平等や人権侵害に関する相談事業の推進

(33) 貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援

(34) ひと り親家庭に対する支援の充実と自立の促進

(35) 外国人市民に対する支援の充実と差別のない人権尊重のま ちづく りの推進

(36) 高齢者が安心して暮らせる環境整備と社会参加への支援

(37) 障害者が安心して暮らせる環境整備と社会参加への支援

(38) 性的マイ ノ リ ティ の人々の人権尊重に向けた取組の推進

(39) 就労に困難を抱えた若者に対する自立支援の促進

(41) 妊娠・ 出産期における健康支援と安心して出産・子育てができる環境づくり

(42) 女性特有の健康課題に対する性差医療の推進

(43) 様々な機関と連携・協働した支援体制の充実
(44) 早期発見に向けた連携及び安心して相談できる窓口の整備と周知
(45) 当事者の意思を尊重した自立支援の促進
(46) DV被害者の安全確保と自立支援の推進
(47) DVに関する啓発や教育の促進及び防止に向けた調査研究等の実施
(48) 性犯罪やハラスメントの防止に向けた啓発と被害者支援の推進

Ⅳ　困難を抱える女
性等を社会全体で
支える男女共同参
画の推進

11　困難を抱えた女性等に対する
     支援の推進

1

12　ジェンダーに基づくあらゆる
     暴力の根絶と被害者支援の
     推進

1

3、4、
5

Ⅲ　地域における男
女共同参画の推進

８　地域活動における男女共同
    参画の推進 6、7

９　男女共同参画の視点に立った
    貧困など複合的な困難に
    対する支援の推進

1、4

10　生涯を通じた健康支援

(40) リプロダクティ ブ・ ヘルス／ラ イ ツ（性と生殖に関する健康と権利）に関する
理解の促進と生涯にわたる健康づくりの推進

1

Ⅱ　家庭生活・職業
生活における男女
共同参画の推進（女
性活躍推進計画）

３　政策・方針の立案及び決定へ
     の女性の参画拡大

2

４　働く女性・働きたい女性の
     活躍推進

3

５　誰もが働きやすい環境づくりと
     仕事と生活の調和　（ワーク・ラ
      イフ・バランス）の実現

4

６　家庭生活への男性の参画促進 5

７　女性活躍や多様な働き方の確
    保に向けた企業の取組の推進

Ⅰ　男女共同参画
に係る教育・啓発の
推進

１　男女共同参画社会の
     実現に向けた意識改革  4、5

２　男女共同参画の視点に立った
     施策の推進 

7
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参考データ 

【人口・産業構造関連】 

図表１ 年齢３区分別将来人口推計（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）川崎市総合計画第３期実施計画の策定に向けた将来人口推計について(R3 年) 

 

 

図表２ 配偶関係別人口（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）川崎市の人口(1) 令和 2 年国勢調査結果報告書 
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図表３ 日本人人口及び外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）川崎市の人口(1) 令和 2 年国勢調査結果報告書 

 

図表４ 家族類型別一般世帯数の推移（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）川崎市の人口(1) 令和 2 年国勢調査結果報告書 
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図表５ 事業所数及び従業者数の推移（川崎市） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和 3年経済センサス-活動調査結果（確報） 

 

 

図表６ 産業別事業所数及び従業者数の推移（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）令和 3年経済センサス-活動調査結果（確報） 
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図表７ 男女、所得階級別有業者数（平成 29 年、令和４年）（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）令和 4年就業構造基本調査結果 

 

 
【市民意識関連】 

図表８ 男女の地位の平等感（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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図表９ 「男性は外で働き、女性は家庭を守るのが望ましい」（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 10 「女性は、収入が少なくても、勤務時間を選べる仕事が望ましい」（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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図表 11 「女性は、結婚したら自分自身よりも夫や子どもなど家族を中心に考えて生活

すべきである」（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 
 
図表 12 「一般的に、女性が職業をもつことについて」（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 13 「いまの社会は女性にとって働きやすいか」（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告 
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図表 14 女性にとって働きやすいと思わない理由（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 15 「男性の育児休業取得について」（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 16 「男性の育児休業取得促進に必要と思うこと」（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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図表 17 「家庭を養うのは、もっぱら男性の責任である」（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 18 社会の実現のために川崎市が力を入れていくべきこと（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 
図表 19 男女平等かわさき条例の認知度（川崎市） 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

42



 
 

図表 20 川崎市男女共同参画センターの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書（川崎市） 
 
 
 
【政策・方針決定過程関連】 

図表 21 審議会等委員に占める女性の割合及び女性委員ゼロの審議会等の数（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）市民文化局調べ 
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図表 22 市役所管理職に占める女性の割合（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）総務企画局調べ 

 

 

図表 23 川崎市内の民間企業・事業所の管理職に占める女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和 2 年度労働白書 
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【就業関連】 

図表 24 年齢階級別労働力率（全国・川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）川崎市の人口(3) 令和 2 年国勢調査結果報告書 

 
 
図表 25 正規・非正規雇用者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）令和２(2022)年国勢調査 
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図表 26 子どもがいる夫婦の就業状況（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和２(2022)年国勢調査 

 

 

図表27 年間就業日数200日以上の雇用者に占める週間就業時間60時間以上の雇用者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和４(2022)年就業構造基礎調査 

 

 

【ワーク・ライフ・バランス・生活関連】 

図表 28 家庭の分担状況（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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R1 R2 R3 R4 R5

74.0 76.8 79.1 80.0 77.6

大企業 94.6 96.6 98.6 98.0 95.9

中小企業 67.9 70.9 74.7 77.1 74.9

全体

規模別

図表 29 生活優先度の希望と現実（川崎市） 

【希望】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 
 
図表 30 ワーク・ライフ・バランスへの取組を行っている企業の割合（川崎市） 
 
 
 
 
（出典）令和元年度～令和 5 年度 川崎市労働白書 
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図表 31 ワーク・ライフ・バランスの取組状況（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）令和 5年度 川崎市労働白書 

 

 

図表 32 悩みや困りごとの相談先（川崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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【ＤＶ・暴力関連】 

図表 33 ＤＶについての認識（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

 

図表 34 ＤＶ被害の状況（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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図表 35 ＤＶの相談状況（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 
 
図表 36 DV 被害について相談しなかった理由（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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図表 37 性暴力被害経験（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 

 

図表 38 性暴力被害相談窓口の認知（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 

 
 
図表 39「デートＤＶ」の認知経路（川崎市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査結果報告書 
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用語解説 

アンコンシャス・バイアス 

 自分自身は気づいていない「ものの見方

やとらえ方のゆがみや偏り」をいい、自分自

身では意識しづらく、ゆがみや偏りがある

とは認識していないため、「無意識の偏見」

と言われる（「無意識の思い込み」とも呼ば

れる）。具体的には「育児期間中の女性は重

要な仕事を担当すべきでない」「男性は気を

遣う仕事やきめ細かな作業は向いていない」

などが該当する。 

 

ＳＮＳ 

 ソーシャル・ネット・ワーキング・サービ

スの略語であり、友人・知人等の社会的ネッ

トワークをインターネット上で提供するこ

とを目的とするコミュニティ型サービスの

ことをいう。 

 

Ｌ字カーブ 

 女性の正規雇用比率が現象を表した言葉

であり、年齢階級別に見た女性の正規雇用

比率の線グラフが、20 代後半をピークに低

下することが、アルファベットの「L」のよ

うなカーブに見えることに由来する。「Ｍ字

カーブ」が女性の就労に関する全体傾向を

捉えているのに対して、「Ｌ字カーブ」はそ

の中でも正規雇用に焦点を当てている違い

がある。 

 

Ｍ字カーブ 

 女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化

したとき、30 歳代を谷とし、20歳代後半と

40代後半が山になるアルファベットのＭの

ような形になることをいう。こうした形状

になる背景には、女性は結婚や出産を機に

労働市場から退出し、子育てが一段落する

と再び労働市場に参入する傾向があること

による。 

 

「かわさき☆えるぼし」認証制度 

 川崎市内で女性の活躍推進やワーク・ラ

イフ・バランスの推進に積極的に取り組ん

でいる中小企業を「かわさき☆えるぼし」認

証企業として認証する制度。川崎市が、平成

30(2018)年度に独自に創設し、令和７

(2025)年１月現在、146社が認証企業となっ

ている。 

 

川崎市男女共同参画センター（すくらむ21） 

 条例に基づき設置された市の男女平等施

策の推進拠点。市民や事業者に対し、広く男

女共同参画を推進するために、「調査研究」、

「相談」、「情報の収集提供」、「研修会、講演

会等の開催」、「市民の学習、研修及び交流の

活動支援」など、幅広い事業を行っている。

令和元(2019)年に開館 20 周年を迎えた。 

 

かわさき男女共同参画ネットワーク（すく

らむネット 21） 

 市、市民、事業者が一体となって、男女共

同参画社会の実現を目指す場として、平成

17(2005)年に設立された。令和７(2025)年

現在、市域で活動する 44の民間団体等が加

盟しており、「身の回りから」男女共同参画

を推進することを目的として活動している。 

 

ＪＫビジネス 

女子高生を商品化し、接客サービスする

ことを売り物とする営業形態のこと。裏オ

プションと称してわいせつな行為が行われ

るなど、若年女性に対する性犯罪の温床と

なっている。 
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ジェンダー 

男性・女性であることに基づき定められ

た社会的属性や機会、女性と男性、女児と男

児の間における関係性、さらに女性間、男性

間における相互関係を意味する。こういっ

た社会的属性や機会、関係性は社会的に構

築され、社会化される過程において学習さ

れる。また時代や背景に特有であり、変化し

うる。さらにジェンダーは、一定の背景にお

いて女性・または男性として期待され、許容

され、評価されることを決定しており、多く

の社会では、課せられる責任や負うべき活

動、資金・資源へのアクセスと支配、意思決

定の機会において、女性と男性の間に違い

や不平等が存在する。 

第４回世界女性会議で採択された北京宣

言では、政府はあらゆる政策及び計画にジ

ェンダーの視点を反映させることを保障す

ると明記され、性別にかかわりなく個性と

能力を十分発揮できる社会を実現するうえ

で、ジェンダーは重要なキーワードとなっ

ている。 

 

ジェンダー統計 

社会的・文化的に形成された男女の生活

や意識における偏り、格差、差別を明らかに

する統計を指す。ジェンダー平等を実現す

るには、まずその不平等さを明確にするこ

とが必要であり、1975 年の国際婦人年に開

催されたメキシコ会議において、女性が置

かれている差別的状況を把握するための統

計の重要性が指摘された。第４回世界女性

会議でもその必要性が取り上げられ、日本

でも、女性の置かれている状況を客観的に

把握することのできる統計情報等の収集・

整備・提供を行っていくことが大きな課題

となっている。 

ジェンダーに基づく暴力 

社会におけるジェンダー構造を背景に、

特定のジェンダーを持つ人々に対して向け

られる暴力や、ジェンダー規範を逸脱して

いるなどの理由で向けられる暴力のことを

いう。ＤＶ、性暴力、性虐待、性的搾取など

が含まれる。 

 
ジェンダー・ハラスメント 

固定的な性別役割分担意識などに基づい

て行われる差別や嫌がらせのことをいう。

例えば、「男（女）のくせに」という発言で

相手を罵倒すること、女性従業員だけにい

わゆる「お茶くみ」をさせることなどが当て

はまる。 

 性的な内容の発言及び性的な行動（食事

やデートへの執拗な誘い、必要のない身体

への接触、性的な内容の噂を意図的かつ継

続的に流すなど）を指すセクシュアル・ハラ

スメントに対し、ジェンダー・ハラスメント

は、「女性はこうあるべき」「男性はこうある

べき」という価値観に基づいて行われる不

快な言動を指すことが多い。 

 

ジェンダー平等 

 ジェンダーに基づく差別や偏見、経済的・

社会的な不平等を受けることなく、人権が

尊重されることをいう。平成 27(2015)年に

採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）」では、17の目標のうち５番目を「ジェ

ンダー平等を達成し、全ての女性及び女児

の能力強化を行う」として位置付けている。 

→「持続可能な開発サミット」の項目参照 

 

持続可能な開発サミット 

平成 27(2015)年に、ニューヨーク国連本

部において開催された会議。150を超える加
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盟国首脳の参加のもと、全会一致で「持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択された。 

 
性自認 

 自分の性をどのように認識しているのか、

どのような性のアイデンティティ（性同一

性）を自分の感覚として持っているかを示

す概念を指す。 

 

性的指向 

 人の恋愛・性愛がどういう対象に向かう

のかを示す概念をいう。 

 

性的マイノリティ 

同性愛や両性愛、トランスジェンダー（身

体の性に違和感をもつ人）、性分化疾患の

人々などを総称した言葉。女性同性愛者（レ

ズビアン Lesbian）、男性同性愛者（ゲイ 

Gay）、両性愛者（バイセクシュアル 

Bisexual ）、 ト ラ ン ス ジ ェ ン ダ ー

(Transgender）の英語表記の頭文字を取っ

た「ＬＧＢＴ」という表現もある。 

 また、性的指向（sexual orientation）と

性自認（gender identity）の英語表記の頭

文字を取って「ＳＯＧＩ」と表現することも

ある。 

 

世界経済フォーラム 

 グローバルかつ地域的な経済問題に取り

組むために、政治、経済、学術等の各分野に

おける指導者層の交流促進を目的とした独

立・非営利団体で、毎年スイス・ダボスで年

次総会を開催することが慣例となっている。 

「世界ジェンダーギャップ報告書」をはじ

め、数多くの比較調査を発表している。 

 

 

世界女性会議 

国際社会では、昭和 50(1975)年の「国際

婦人年」を契機に、５年ごとに各地で世界女

性会議が開催されてきた。平成７(1995)年

に北京で開催された第４世界女性会議では、

ジェンダー平等を目指す取組の指針となる

「北京宣言」及び「行動綱領」が採択された。

政府間会議には 190 ヵ国が参加するととも

に、2000 を超えるＮＧＯも参加し、政府間

会議と並行して、「ＮＧＯフォーラム北京’

95」も開催された。 

 

ダブルケア 

 晩婚化・晩産化を背景に、１人の人や１つ

の世帯が、同時期に育児と介護の両方に直

面する状況を指す。総務省の 2017 年の調査

の再集計によれば、ダブルケアを行う者の

推計人口は 29万 4千人となっており、男女

別では、男性が 9 万 7 千人、女性が 19万 7

千人と、女性により負担が偏っている実態

がうかがえる。  

 

デジタル性暴力 

 ＳＮＳを通じて性的な画像・動画を要求

されたり、同意なく拡散されるといった被

害のこと。被害者は 10 代の若年女性が中心

となっており、リベンジポルノとして行わ

れることも多い。 

 
ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

 配偶者やパートナーなど親密な関係にあ

る者（過去に関係があった者を含む）から振

るわれる暴力のこと。暴力には、身体的暴

力、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力、社

会的暴力など多様な種類がある。交際相手

からの暴力をデートＤＶという。 
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内閣府地域女性活躍推進交付金 

 内閣府が、「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」に基づき、都道府県及

び市町村に交付する。地域の実情に応じて

行う女性の活躍推進に資する取組を支援す

ることにより、地域における関係団体の連

携を促進し、地域における女性の活躍を迅

速かつ重点的に推進することを目的とする。 

 

年収の壁 

 給与所得者の税金や社会保険料の負担が

増える年収のラインを意味する。主に健康

保険や厚生年金保険の扶養の範囲内で働い

ている女性や学生などの働き控えやキャリ

ア形成の阻害につながるため、政府でも対

策が検討されている。 

 
複合的・交差的な困難 

 女性であることに加え、障害があること、

外国人であること、少数民族であること、高

齢であること、性的マイノリティであるこ

とで生じる困難が重なること（複合的な困

難）や上記の属性やカテゴリーが交差する

ことで特有の困難を持つこと（交差的な困

難）をいう。女子差別撤廃委員会では平成

22(2010)年に、「一般勧告第 28 号女子差別

撤廃条約第２条に基づく締約国の主要義務」

を採択し、条約締約国に対応を求めた。これ

を受けて、国においても同年に策定された

「第３次男女共同参画基本計画」で複合的

な困難におかれている女性へ支援を行うこ

とが位置付けられている。 

 

ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

 男女が、社会の対等な構成員として、自ら

の意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会に係る男女間の格差

を改善するために、必要な範囲において男

女のいずれかの一方に対し、当該機会を積

極的に提供することをいう。具体的な手法

としては、性別などを基準に一定の人数や

比率を割り当てる制度（クオータ制）や、達

成すべき目標と達成までの期間の目安を示

してその実現に努力する方式（ゴール・アン

ド・タイムテーブル方式）などがある。 

 

パタニティ・ハラスメント 

 男性が育児のための制度を利用・希望し

たこと等に関して、上司・同僚が就業環境を

害する言動を行うこと。 

 
マタニティ・ハラスメント 

 女性が妊娠・出産したこと、育児のための

制度を利用したこと等に関して、上司・同僚

が就業環境を害する言動を行うこと。 

 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と

生殖に関する健康／権利） 

リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関

する健康）とは、平成６（1994）年の国際人

口／開発会議の「行動計画」及び平成７

（1995）年の第４回世界女性会議の「北京宣

言及び行動綱領」において、「人間の生殖シ

ステム、その機能と（活動）過程の全ての側

面において、単に疾病、障害がないというば

かりでなく、身体的、精神的、社会的に完全

に良好な状態にあることを指す」とされて

いる。 

また、リプロダクティブ・ライツ（性と生

殖に関する権利）は、「全てのカップルと個

人が自分たちの子どもの数、出産間隔、並び

に出産する時を責任をもって自由に決定で

き、そのための情報と手段を得ることがで

きるという基本的権利、並びに最高水準の
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性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘ

ルスを得る権利」とされている。 

 

リベンジポルノ 

 元交際相手や元配偶者が、相手から拒否

された腹いせに相手の性的な画像や動画を

インターネット等を通じて不特定多数に配

布・公開する行為のこと。被害の発生及び拡

散防止を目的に、平成 26(2014)年に「私事

性的画像の提供等による被害の防止に関す

る法律（平成 26 年法律第 126 号）」（通称 

リベンジポルノ防止法）が制定された。 
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１ 部会の概要 

 (1) 部会設置の経緯について 

  川崎市では、令和４年度に第５期男女平等推進行動計画を策定し、「男女平等のまち・かわ

さき」の実現に向けた総合的な男女平等施策を推進してきた。また、配偶者等からの暴力は

重大な人権侵害であり、被害者への支援と被害を未然に防止するために、令和２年度に第３

期ＤＶ防止・被害者支援基本計画を策定し、取組を推進してきた。 

  昨今の男女共同参画の課題は複雑化しており、男女平等施策の推進において、女性活躍、ワ

ーク・ライフ・バランス、ＤＶ被害者支援、生活上の困難を抱えた女性支援など、多様な施

策を相互に連携して推進することが重要となっている。特に、令和４年に「困難な問題を抱

える女性への支援に関する法律」（令和４年法律第 52 号。以下、「女性支援法」という。）が

成立し、困難な問題を抱える女性の人権擁護とともに、その性に起因して困難な状態に陥り

やすい女性を支援することにより、男女平等の実現に資することが求められている。このた

め、男女平等推進審議会は、次期計画となる第６期男女平等推進行動計画の策定において、

現状の課題や施策として位置付けるべき事項の検討と併せて、「ＤＶ防止・被害者支援基本

計画」を男女平等推進行動計画に統合し、さらに女性支援法に基づく市町村計画も含む一体

的な計画として策定する方向性を提示するという趣旨のもと、令和５年４月に川崎市から諮

問を受けた。 

  答申に向けて基本的な考え方をまとめるには、法律や支援の実態に基づいた専門的な見地

からの整理が必要なことから、男女平等推進審議会の下に男女平等推進行動計画策定部会

が設置され、課題整理や方向性を検討することとされた。本報告書は、５回にわたる部会の

審議経過と審議の結果をまとめ、審議会への報告とするものである。 

 

(2) 部会委員名簿 

  【任期 令和５(2023)年 11 月１日～令和７(2025)年３月 31 日】    （敬称略、50 音順） 

 氏  名 所 属 等 備考 

１ 阿部
あ べ

  裕子
ひ ろ こ

 
かながわ 女のスペース 
みずら 理事 

第１１期川崎市男女平等推進審議会臨時委員 

２ 板井
い た い

  広明
ひろあき

 専修大学経済学部 教授 同               委員 

３ 戒
かい

能
のう

  民
たみ

江
え

 ◎ 
お茶の水女子大学  
名誉教授 

同               委員 

４ 松本
まつもと

  育子
い く こ

 神奈川県弁護士会 弁護士 同               委員 

５ 村尾
む ら お

  祐
ゆ

美子
み こ

 東洋大学社会学部 准教授 同               委員 

     ◎部会長 
 

 (3) 部会実施状況 

 議事 審議内容 

第１回 

令和５年 

  部会長の選出について 

  「第６期川崎市男女平等推進行動

  スケジュールの確認 

  女性支援の現状の説明 
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12 月 22 日 計画」の策定に向けた部会審議に

ついて 

  川崎市における女性支援の状況に

ついて 

  ヒアリング調査の説明 

第２回 

令和６年 

２月 26 日 

  女性支援法に関するヒアリング調

査の実施について 

  女性支援の状況や今後の論点につ

いて 

  ヒアリング調査実施前の説明 

  各委員からの御報告 

第３回 

令和６年 

５月 17 日 

  女性支援法に関するヒアリング調

査の結果について 

  かわさきの男女共同参画に関する

アンケート調査結果について 

  男女平等推進行動計画策定部会報

告書について 

  ヒアリング調査結果の報告 

  かわさきの男女共同参画に関する

アンケート調査結果の報告 

  部会報告書骨子案の審議 

第４回 

令和６年 

８月２日 

  男女平等推進行動計画策定部会報

告書について 

  部会報告書案の審議 

第５回 

令和６年 

９月２日 

  男女平等推進行動計画策定部会報

告書について 

  部会報告書案の審議 

 

 (4) 部会審議に使用したデータ等 

・ 第６期計画策定に向けて、川崎市における男女共同参画についての現状を把握する資料とし

て、令和６年１月に川崎市が実施した「かわさきの男女共同参画に関するアンケート」を参

照した。また、川崎市の女性支援法に基づく市町村計画の策定に向けて、女性支援の現状や

課題を把握するため、庁内関係部署及び庁外関係機関を対象に、アンケート調査及び一部ヒ

アリング調査を実施した。 

調査実施部署等は、次のとおり。 

【庁内部署等】 

区役所地域みまもり支援センター、女性相談支援員、こども未来局児童家庭支援・虐待対

策室（ＤＶ相談支援センター、母子・父子福祉センター、妊娠出産ＳＯＳ相談）、児童相談

所、健康福祉局生活保護・自立支援室（だいＪＯＢセンター、自立支援センター、生活保

護担当）、市民オンブズマン事務局人権・オンブズパーソン、市民文化局地域安全推進課、

市民文化局多文化共生推進課 

【神奈川県】 

女性相談所（現、女性相談支援センター）、かながわ男女共同参画センター（配偶者暴力相

談支援センター）、神奈川県警察本部人身安全対策課、ハローワーク川崎 

【民間団体】 

公益社団法人川崎市看護協会、一般社団法人プラスケア、シェルター事業を行う民間団体    

 

 

２ 計画策定に係る状況 

(1) 現行計画の取組状況 

〇第５期男女平等推進行動計画 

  第４期行動計画で充実を図った働く場における女性の活躍推進においては、政策・方針の
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立案及び決定への女性の参画拡大や女性のキャリア形成支援と併せて、長時間労働の是正

に向けた働き方改革、男性の家庭・地域生活への参加の促進が重要である。このため、第

５期行動計画では、目標Ⅱを「職業生活・家庭生活における男女共同参画の指針」と位置

付け、働く場と家庭生活の双方における取組を一体的に推進することが強調された。 

  令和２年に始まった新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、様々な形で就労や生活

に大きな影響がもたらされたが、特に女性に対する影響は大きく、雇用の不安定化や暴力

被害の深刻化が見られた。第５期行動計画ではこうした状況を踏まえ、男女平等施策の推

進に当たっては性別によって異なる課題やニーズがあることに留意し、各施策事業におい

てはジェンダー統計の観点から必要な取組を進めることが明記された。これを受けて、市

職員に対し研修等を通じたジェンダー統計に関する理解の促進が行われている。 

  計画の進捗に関して、第５期行動計画では、８つの数値目標を設定して取組を進めてきた。

計画策定時から比較するとすべての項目で数値が改善し、３つは目標値を達成した（「性別

にかかわらず、自分の個性や能力を発揮できる状況であると思う市民の割合」、市職員に占

める育児休業取得者割合、「かわさき☆えるぼし」認証企業数）（図表１）。しかしながら、

現時点で達成できなかったものが５つあり、特に政策・方針決定過程に係る目標である審

議会等委員及び市役所課長級に占める女性の割合は、依然として未達成となっている。 

 

〔図表１ 第５期行動計画の数値目標〕 

項目 策定時【年度】 現状値【年度】 
目標値 

【令和７年度】 

性別にかかわらず、自分の個性や能力を発

揮できる状況であると思う市民の割合（男

女が平等になっていると思う市民の割合） 

38.9％ 

【令和３年度】 

41.9％ 

【令和５年度】 
40％以上 

市の審議会等委員に占める女性の割合  
31.2％ 

【令和３年度】 

33.5％ 

【令和５年度】 
40％以上 

女性委員ゼロの審議会等の数  
22 

【令和３年度】 

21 

【令和５年度】 
０ 

市役所課長級職員に占める女性の割合  

24.0％ 

【令和３年 

４月１日現在】 

25.0％ 

【令和５年   

４月１日現在】 

30％以上 

(令和８年４月１日

まで) 

就業に関する総合相談窓口「キャリアサ

ポートかわさき」における女性年間就職

決定者数 

236 人 

【令和２年度】 

245 人 

【令和５年度】 
278 人以上 

ワーク・ライフ・バランスの取組を行っ

ている事業所割合 

76.8％ 

【令和２年度】 

77.6％ 

【令和５年度】 
80％以上 

配偶者が出産した市役所職員に占める育

児休業取得者割合  

17.8％ 

【令和２年度】 

37.4％ 

【令和５年度】 
30％以上 

「かわさき☆えるぼし」認証企業数  
83 

【令和３年度】 

132 

【令和５年度】 
100 以上 
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 〇第３期 DV 防止・被害者支援基本計画 

  第３期基本計画では、複雑化するＤＶ被害や被害者の多様な状況に応じた支援が求められ

ている状況を踏まえ、配偶者暴力相談支援センター機能の充実を図り、被害者支援を担う

機関の組織的対応力の向上、職員の専門性の確保と継承に向けた職員研修等の充実、女性

相談支援員と各専門職が協働した対応、庁内関係部署や関係機関等と連携した支援、被害

者の自己決定に応じた保護事業のあり方検討に取り組んできた。またＤＶを未然に防ぎ、

ＤＶを許さない社会づくりのためには、市民のＤＶに関する理解を深めていくことが必要

であり、広報物や動画配信等によるＤＶ相談窓口の周知と併せて、ＤＶの形態等に関する

啓発を推進してきた。特に若年層に対しては、将来的な被害者及び加害者にならないため

の教育を推進していくことが重要であることから、デートＤＶに関する啓発の対象拡大を

図り、現在、市内中学生、高校生、大学生、専門学校生に向けたワークショップ型の予防

啓発が行われている。 

  第３期基本計画では４つの数値目標を設定して取組を進めてきた。計画策定時から比較す

るとすべての項目で概ね数値の改善が見られ、特に暴力に対する認識やデートＤＶの認知

度は男女ともに上がった。しかしながら、依然として相談できる窓口の認知度は女性 38.5%、

男性 27.3％となっている（図表２）。またＤＶ被害に遭った際に、どこ（だれ）にも相談し

なかった人の割合は、女性 48.1％、男性 67.9％となっており、男女ともにその割合が半数

近くを占め、特に男性が高くなっている。相談しなかった理由について、男女ともに「相

談しても、解決すると思わないから」が最も多く、次いで「相談するほどのことではない

と思ったから」が多くなっている（図表３）。 

 

〔図表２ 窓口の認知度〕                        〔図表３ 相談した人の割合〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 女性支援法の制定等と今後求められる取組 

  〇女性支援法の成立 

  令和４年に女性支援法が成立し、令和６年４月１日に施行された。女性支援法の成立以前

は、売春防止法に基づき婦人保護事業が推進されてきたが、同法の対象となる女性を「性

行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子」と定義し、「要保護女子」の「保護更

生」を目的とするなど、困難な問題に直面している女性の人権擁護、福祉の増進、自立支

援等の視点は不十分なものだった。女性支援法はこうした実態や支援対象者のニーズに即

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査報告書（令和６年３月） 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査報告書（令和６年３月）
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さない従来の婦人保護事業の枠組みを抜本的に改め、施策の対象者を「性的な被害、家庭

の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営

む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）」と定義した。そして、

「困難な問題を抱える女性への支援のための施策に関する基本的な方針」（以下、「基本方

針」という。）では「支援対象者本人が自らの意思や意見を決定し、表明できるように支援

する体制を整え、本人の意思に寄り添った支援を行うこと」が明記された。また、支援対

象者の中でも特に若年女性は、何に困っているのか本人自身もわからなかったり、困難な

状況を表現する難しさを抱えている場合もあり、基本方針でも「支援が途切れても繰り返

しつながり支えていく姿勢を持って、支援に当たることが重要である」と位置付けられた。

このため、都道府県を基本とする広域的な実施主体と、市町村を基本とした身近な実施主

体、困難な問題を抱える女性を多様な観点及び手法で支援している民間団体や専門機関等

の多様な機関が連携して、包括的かつ切れ目のない支援体制を整備することが求められて

いる。 

  特に市町村は、支援対象者にとって最も身近な支援の端緒となる相談機能を果たすととも

に、困難な問題を抱える女性の支援に必要となりうる児童福祉や母子福祉、生活保護等の

制度の実施主体であり、支援の実施主体でもあることから、庁内関係部署はもとより、幅

広い関係機関等と緊密な連携を図ることが重要である。女性支援法では、市町村の努力義

務として、支援調整会議の設置のほか、女性相談支援員の配置、教育・啓発、民間団体に

対する援助、市町村計画の策定等が位置付けられている。 

 

〇DV 防止法の改正 

  ＤＶは被害者やその子どもの心身に深い傷を残すが、外部から発見が困難な家庭内で行わ

れることから潜在化しやすく、被害が深刻化しやすい特徴がある。特に近年はことばや態

度による「精神的暴力」の被害が増加しており、令和５年の「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律」（平成 13 年法律第 31 号。以下、「ＤＶ防止法」という。）

の改正（令和６年４月１日施行）では、保護命令制度の拡充が行われ、「自由、名誉又は財

産」に対する加害の告知による脅迫、いわば精神的暴力を受けた者も接近禁止命令等の申

し立てをすることができる被害者に追加されるともに、発令要件が「更なる身体に対する

暴力又は生命・身体・自由等に対する脅迫により、心身に重大な危害を受けるおそれが大

きいとき」に拡大された。また、接近禁止命令等の期間の延長や保護命令違反の厳罰化な

どが行われた。川崎市では相談支援の中で、保護命令制度に関して法改正の内容も含め、

必要に応じて情報提供等を行っている。さらに、関係機関等から構成される協議会が法定

化され、情報交換の円滑化等に向けて協議会の事務に関する守秘義務等が創設された。Ｄ

Ｖ被害者支援に係る協議会について、川崎市では平成 22 年度に川崎市ＤＶ被害者支援対

策推進会議を設置し、関係機関や民間団体と連携してＤＶ被害者支援を推進してきた。 

  また、近年、ＤＶと児童虐待が密接に関連していることを踏まえて、多様な関係機関が連

携した取組の強化が求められていることに加え、令和６年度に施行された女性支援法では、

地方公共団体において支援調整会議の設置が努力義務となった。ＤＶ防止法の法定協議会

の開催においては、児童福祉法に基づく要保護児童対策地域協議会、また女性支援法に基

づく支援調整会議と連携を図ることが望ましいと言われており、関係機関同士の情報交換

や支援方針の協議の場として機能することが求められている。 
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３ 現状 

(1) 川崎市における男女共同参画の取組状況 

 〇かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査から見える状況 

  川崎市では、男女共同参画に係る市民の意識と実態の最新状況と推移を把握するために、

４，５年に一度「かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査」を実施している。 

  令和５年度の調査では、現在の社会が「女性にとって働きやすいと思う」と回答する割合

は男女ともに４割台に留まっており、前回調査との比較で有意な差は把握されなかった。

「女性にとって働きやすいと思わない」理由は、女性は「男性の家事・子育て・介護への

参加が十分でないから」、男性は「昇進・昇格・給与に男女間で差があるから」が高くなっ

ている。また、家庭内の分担状況に関して男性が「自分が中心」と答えた割合が女性より

高いのは「収入を得ること」のみで、依然として、女性が家事・育児・介護等を担い、男

性が仕事中心となっている（図表４）。 

   

〔図表４ 家庭内の分担状況〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一方でジェンダー規範については、固定的な性別役割分業を肯定する割合は男女ともに減

少している。男性の稼ぎ手役割意識は根強いものの、男性育休取得に肯定的な人の割合は

増加し、取得促進に職場、上司、社会の理解を求める声が多い。 

  男女平等のために必要と思うことについては、男女ともに「組織のトップが男女平等の実

現に積極的に取り組む」が最も高く、「男女が平等に政策や方針に意見を反映させていくこ

との大切さを広く伝える」が続き、これら２項目がいずれも５割を超えた。 

  ＤＶ被害については、女性の約３人に１人、男性の約５人に１人に被害経験がある。性暴

力被害については、女性は 42.8%が、男性は 17.3％がいずれかの「性暴力被害」を経験し

ていると回答した。 

 

 (2) 川崎市における困難な問題を抱える女性の状況や支援状況 

  〇現状の女性支援とＤＶ被害者支援の状況 

（出典）かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査報告書（令和６年３月）
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  川崎市では、各区役所の地域みまもり支援センター等を中心に女性相談を受けており、令

和５年度の延べ相談件数は 9,189 件となっている。相談件数の傾向として、令和２年度に

過去最多の 10,444 件となって以降、高止まりしている。来所相談は 30 代の相談が最も多

く、次いで 40 代、50 代、20 代の順となっている。令和５年度の相談主訴を見ると、Ｄ

Ｖが全体の約７割を、次いでＤＶ以外の暴力（親や子、親族からの暴力）が約２割と、暴

力に関する相談が９割近くを占めている。それ以外の相談としては、「居なし（帰住先なし、

住居問題）」、「人間関係」がある。 

  女性支援事業（旧、婦人保護事業）における一時保護は、神奈川県の女性相談支援センタ

ーを中心に民間団体及び県内の自治体と連携して広域での対応を行っている。令和５年度

の一時保護件数は 65 件（ＤＶ防止法 32 件、ＤＶ防止法以外 33件）となっており、３年ぶ

りに増加している。 

                 〔図表５ 女性相談件数〕 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

〔図表６ R５相談内訳（年齢別）〕            〔図表７ R５相談内訳（主訴別）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔図表８ 一時保護件数〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室作成資料 

（出典）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室作成資料 

（出典）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室作成資料 

（出典）こども未来局児童家庭支援・虐待対策室作成資料 
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 〇関係部署・関係機関へのヒアリング調査から把握した状況 

① 女性支援に直接かかわる区役所等 

  現状の女性支援における困難事例として、医療機関や施設退所後に行き先がないケース、外

国人のＤＶケース、幼少期から虐待や性暴力など被害を受けてきたケース、知的障害や精神

障害が疑われるケース、親から暴力を受ける若年者のケースなどが挙げられた。また、今後

も対応が必要な対象として、主に妊産婦、若年女性、高齢女性、トランス女性、障害のある

女性、外国籍の女性が挙げられた。 

  今後、女性支援法に基づく取組を進めるうえでの課題としては、①現状の組織・人員体制、

②法の趣旨を踏まえた支援策の不足、③他部署との連携が挙げられた。また、今後充実が「特

に必要」な施策事業として、「秘匿性の低い一時保護施設の受入」「心身の回復に向けた被害

回復支援」「一時保護に同伴する児童などへの支援」「女性自立支援施設等における日常生活

の回復支援」「医療機関・専門機関との連携」「支援における障害や外国籍の方への配慮」が

主に挙げられた。さらに、市町村計画に求めることとしては、人員体制の充実と併せて、①

相談窓口の周知とＤＶ被害など秘匿性が高い相談における相談者と支援者の安全確保のバ

ランス、②他部署に向けた女性支援に対する理解や協力の促進が指摘された。 

② 女性相談支援員 

  女性支援法に基づき各区役所等に配置された女性相談支援員からは、現状はＤＶ相談が全体

の７割を占め、特に近年は、一時保護施設で携帯電話の使用や仕事の継続が難しい状況から、

一時保護を望まない（望めない）相談者が多く、その場合の支援に配慮が必要という声が聞

かれた。 

  ＤＶ以外の相談では、若年層から高齢者まで、家族からの暴力を相談するケースが多く、配

偶者からの暴力の被害者に発行する来所相談に関する証明書の対象外となるため、公的支援

として使用できる支援策がＤＶ相談に比べて乏しく、現状では福祉事務所として可能な支援

を行っていることが把握された。また、女性支援法に基づく取組に向けた課題としては、女

性相談支援員１人で対応することは困難であり、現在行われている所属部署内での連携に留

まらず、他部署との協力も必要なことが指摘された。一方で、女性相談が他の部署に理解さ

れていないことも課題として挙げられた。 

③ 庁内関係部署 

  女性支援と連携関係のある関係部署等（児童相談所、生活保護、生活困窮者自立支援制度、

ホームレス自立支援など）からは、現状の区役所等の体制で対応するうえでの課題、ＤＶ

相談と女性相談一般の区別、部署間連携の難しさなど、区役所と同様の課題が示された。

また携帯電話の使用や通勤・通学ができる一時保護施設の必要性も同様に指摘された。一

方で部署によっては、女性支援法施行の課題について「わからない」もしくは空白で回答

するなど、担当する事業との関連性が見えていない部署もあった。なお、女性支援法につ

いて明確な説明を受けたことは今までにないなど、どの部署も法については一般的な理解

に留まっている傾向が見られた。 

④ 神奈川県 

  神奈川県女性相談所（現、女性相談支援センター）はＤＶを主訴とした一時保護が７割を

占め、それ以外の親や子どもなどからの家族暴力を含めると８割が暴力被害相談となる。

数年前から 10 代の相談が増加傾向にある。対応が困難となっているのは、高齢者、障害者、

外国籍の女性で、長期化することが多い。神奈川県警察は、ＤＶ、ストーカー、虐待など
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家族や親密な関係における暴力に幅広く対応しているが、行政や関係機関との連携に課題

を感じている。神奈川県が対応する相談で、川崎市の地域性などは特に把握されなかった。 

⑤ 民間団体 

  民間団体で女性の一時保護や自立支援を行う団体からは、今後対応が必要な対象として「妊

産婦」「若年女性」「トランス女性・男性」が共通して挙げられた。また今後の課題として、

いずれの団体においても財源確保が指摘されたほか、関係機関や担当職員における情報の

把握や支援対応の差、「女性保護」が自立支援であることの理解不足、また相談者の保護施

設への抵抗感から支援に繋がらないケースが挙げられた。 

  その他、若年女性の一時保護も行っている民間団体からは、対応困難事例として、医療拒

否、行政拒否、支援拒否、困難な問題の重複が挙げられ、いずれも本人の意思を尊重しな

がら、根気よく繋がり、繋がりが途絶えないよう苦労していることが伺われた。地域のコ

ミュニティスペースで相談を実施する団体からは、家族との関係性に悩む若年層に対して

支援情報が届いていない状況、また行政相談のハードルの高さが課題として挙げられ、民

間団体が行政支援に繋がりにくい女性たちの受け皿となっている側面を把握した。 

 

 

４ 課題と今後の方向性 

 (1) 計画策定に向けた現状の課題 

  〇男女共同参画社会の形成に向けた課題 

  「男性は仕事、女性は家庭」という固定的な性別役割分担を肯定する市民の割合は減り、

男女ともに仕事と家庭が両立できる生活を希望するなど、市民の意識は変わってきている。

しかしながら、「かわさきの男女共同参画に関するアンケート調査」からも把握されたよう

に、家事や育児などのケア役割は未だに女性に偏っており、男性は収入を得ることなど仕

事中心となっているとともに、「女性にとって働きやすいと思う」と思う市民は、男女とも

に４割程度に留まるなど、女性にとって働きやすい社会とは言い難い状況がある。また、

政策・方針決定過程への女性の参画は男女平等の基盤を成すが、市役所における政策・方

針決定過程に関する目標はいずれも未達成となっている。さらに、ＤＶや性暴力被害など

の暴力被害について、人権侵害だという認識や相談できる窓口の存在は一定程度理解が進

んできているが、ＤＶ被害を「どこ（だれ）にも相談しなかった」人は、女性の約半数、男

性の６割以上を占めており、公的機関に相談する人の割合は半数程度に留まっている。 

  男性優位な社会において、女性は依然として就労や意思決定過程への参画機会が妨げられ、

それらが女性の経済的自立を困難にしていると同時に、女性という性に起因する脆弱性か

らＤＶや性暴力、家族からの暴力、望まない妊娠といった生活上の困難に直面している。

また「男性稼ぎ主」など男性に向けられるジェンダー観は、現在も男性が育休取得などケ

ア役割を担うことを難しくするとともに、暴力などの被害を公的機関に相談する障壁とな

っている。さらにジェンダーを性別二元制に基づき男女の二項で捉え、性の多様性に対す

る視点が欠如することは性的マイノリティの生きづらさを生み出している。男女共同参画

社会の形成に向けては、こうした社会にあるジェンダー構造に起因する問題を政策課題と

して捉え、継続して取り組んでいくことが求められている。川崎市においては、男女平等

かわさき条例に基づき行動計画を策定し、男女平等施策を推進してきたが、第６期行動計

画の策定に当たっては、部会報告書や答申を踏まえて現状の把握や課題の整理を行い、庁
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内の関係部署とも協議のうえ、市としてどのような取組を重点的に進めるのか明確にする

ことが重要である。 

 

  〇女性支援における課題 

  令和６年４月に施行された女性支援法では、女性支援事業のあるべき姿として、本人の立

場に寄り添って相談に応じ、様々な機関が連携・協働して、一人ひとりのニーズに応じた

包括的で最適な支援を実施することを明確にした。そして法の理念に基づき、多様な相談

ルートを通じて、それまで支援に繋がっていなかった若年女性などを含む多様な相談者に

対応し、女性相談支援員が中心となって当事者の意思を尊重しながら、課題や背景、ニー

ズを整理する的確なアセスメントを行い、民間団体を含む多様な関係機関との協働のもと

切れ目のない支援を行うことが求められている。こうした支援には、アウトリーチやその

後の支援に繋げる居場所の提供、一人ひとり異なる相談者の状況に配慮した一時保護、性

的な被害や暴力被害による心的外傷からの回復支援、個々の支援対象者の状況や希望、意

思に応じて、安定的に日常生活や社会生活を営み、その人らしい暮らしを実現する自立支

援も含まれる。 

  しかしながら、女性支援の現状を見ると、女性支援法の趣旨が支援に直接関わる部署や関

係部署等に十分に理解されているとは言い難く、法の趣旨に基づいた支援体制や連携体制

においても課題があることが把握された。さらに、生活困窮やＤＶ被害といった困難に加

え、妊産婦、若年女性、高齢女性、トランス女性、障害のある女性、外国籍の女性であるこ

とで特有のニーズを抱える場合、問題が複合化し支援がより困難になっている状況が見ら

れる。 

  また相談者に一番身近な市町村ならではの課題として、危険性や秘匿性が高く安全確保が

優先事項となるＤＶを含む複合的な困難に対する支援を包括的に行うために、中長期的な

自立に向けた経済的支援や被害回復支援、地域における居場所の提供など、多様な地域資

源を確保し活用していく必要性も顕在化している。 

  特にＤＶ被害者支援においては、一時保護を望まない被害者の顕在化や男性被害者や性的

マイノリティ被害者への対応、加害者対策などもあり、女性支援と重なりながらも特有の

課題があることに留意が必要である。 

 

 (2) 次期計画に盛り込むべき事項と施策の方向性 

  〇第６期男女平等推進行動計画について 

  従前の男女共同参画社会基本法、男女平等かわさき条例、女性活躍推進法に基づく男女平

等推進行動計画に、女性支援法、ＤＶ防止法に基づく市町村計画を統合する第６期行動計

画の策定に当たっては、市として対応すべきジェンダー課題を明確に整理し、性別やセク

シュアリティ、年齢、国籍、障害などの属性に関わらず市民全体を対象としながら、個別

の法の趣旨を踏まえたうえで、それぞれの法で想定する対象者に対して的確に対応するこ

とが重要である。 

  ジェンダー課題の整理に当たっては、現在支援を必要とする女性の生活上の困難に対応す

る視点と、そうした女性の困難や性的マイノリティや男性の生きづらさを生み出す社会構

造の変革を目指す視点を持ち、施策事業を連動させていくことが必要である。前者の女性

の生活上の困難への支援については、女性支援法、ＤＶ防止法に基づく市町村計画の策定
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が関連するが、その際は第３期ＤＶ防止・被害者支援基本計画で示された詳細な支援体系

を引き継ぎながら、男女平等推進行動計画の本編とは独立した形で計画に記載するなどの

工夫を行う必要がある。 

  後者の社会におけるジェンダー構造の変革においては、女性活躍推進法に基づく女性のキ

ャリア形成支援や市内企業における女性活躍の取組を引き続き促進するとともに、市にお

ける政策方針決定過程への女性の参画については、計画策定以降も女性委員ゼロの審議会

の数など数値が順調に改善されていない項目もあることを踏まえ、新たな取組や実現可能

な目標設定を検討し、より一層の推進を図ることが望ましい。また、第５期行動計画で新

たに位置付けられたジェンダー統計の推進について、一部の部署では必要性の認識が薄く、

事業にもその視点を十分に反映しているとは言い難い状況がある。ジェンダー統計が多様

な調査統計で広範に実施され、統計の基本的な考え方として主流化されることは、川崎市

における男女共同参画や地域課題の把握において重要であるため、実効性のあるジェンダ

ー統計の実施に向けた取組の検討が必要である。さらに、男女共同参画に関する市民全体

への啓発や若年層に対する早期からの教育、地域防災を含む男女共同参画の視点からの地

域社会の形成、リプロダクティブ・ヘルスを含む包括的な健康支援といった男女共同参画

の課題についても推進する必要がある。 

  国が策定を進めている「男女共同参画センターにおける業務及び運営についてのガイドラ

イン」に向けてのワーキング・グループ提言骨子案には、男女共同参画センターは「男女

共同参画に取り組む民間団体、地域コミュニティ、事業者及び事業者団体、学校・教育機

関等と一層の連携強化」が必要であるとの認識が示されている。そして、各地域において

男女共同参画を推進するためには「地域の課題・実情を把握する機能が今後の要となるた

め、調査業務に係る機能強化の必要性を明記」すべきであるとされており、相談事業につ

いては「個々の住民の悩みに対応するためだけの事業ではなく、当該地域の課題を把握す

るためにも重要である」との認識が示されている。また、「配偶者暴力相談支援センターな

ど、関係が深い制度上の公的機関との関係の整理」についても言及されている。次期計画

においては国の動向を踏まえ、市の男女平等施策の推進拠点である男女共同参画センター

が果たす役割についても改めて明示することが必要である。 

 

  〇女性支援法、DV 防止法に基づく市町村計画策定に向けた考え方について 

女性支援法及びＤＶ防止法に基づく市町村計画の策定に当たっては、ＤＶ被害を含む多様な

生活上の困難に対応する支援枠組みを女性支援法の理念に基づき提示することが必要である。

市町村計画策定に当たっては、以下の５点について重点的に検討を進めてほしい。 

 

① 女性支援を担う関係機関における役割分担の整理・明確化を踏まえた連携の推進 

女性支援法の理念に基づき、従前の婦人保護事業を脱却した支援を行うためには、支援を

担う関係機関が法の趣旨を理解し、相談者の意思を尊重した切れ目のない支援を行う支援体

制を構築することが重要である。このため、市は女性支援における役割分担を整理・明確化

し、法の趣旨や女性相談支援員の役割を研修や会議等の場で関係機関等に周知するとともに、

代表者会議・実務者会議・個別ケース検討会議からなる支援調整会議を組織し、民間団体も

含め多様な関係機関が川崎市の女性支援の取組を理解し、連携・協働できる支援体制を構築

していくことが望ましい。特に民間団体については、基本方針で「行政機関と民間団体は、
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双方の特色を尊重し、補完し合いながら対等な立場で協働」すること、また国や地方自治体

は「民間団体が安全かつ安定的に運営を継続するに当たっての支援や、女性支援を行う意向

のある団体の立ち上げに関する支援等」を検討することが明記された。今後も、女性支援を

行う民間団体への支援を継続することが重要である。 

② 相談窓口の周知等の相談につながる取組の推進 

女性の中には困難な問題を抱えながらも、女性自身が気付いていない場合や気付いている

が他者には言えない場合、また相談窓口を知らない場合や行くことをためらう場合もあり、

支援を必要とする女性が相談に繋がり、適切な支援を受けることができるよう、相談窓口の

周知を広く行うとともに、関係機関から必要に応じて女性相談へ適切につなぐ体制をとるこ

とが重要である。また「相談しても、解決するとは思わない」など、窓口を知りながらも相

談をためらう女性もいるため、どのような支援が受けられるかを周知していくことも必要で

ある。 

③ 多様な状況に対応した支援の推進 

切れ目のない支援に向けては、秘匿性や緊急性が低い場合における一時保護のあり方や、

家族からの暴力などの被害者に対する支援の検討など、相談者の多様な状況に対応できる支

援の推進が求められる。特に、一時保護については、安全性の理由から一時保護施設やシェ

ルターで携帯電話が使用できず、就業及び就学を中断せざるを得ないことから、利用をため

らう人も多いことが課題になっている。相談者にとって使いやすく、必要な社会生活が継続

できるような多様なニーズに応じた支援の検討を行ってほしい。また一時保護と併せて、相

談者が心身ともに健康に、その人らしい日常生活や社会生活を取り戻せるよう、被害回復支

援や日常生活を円滑に送るための生活支援を含め、中長期的な自立支援の推進も重要である。 

④ 女性相談支援員をバックアップする取組の推進 

 基本方針において、女性相談支援員は「地方公共団体において、困難な問題を抱える女性

の発見に努め、その立場に立って相談に応じ、及び専門的技術に基づいて必要な援助を行う

職員」と記載され、相談者の丁寧なヒアリングやアセスメントを通じてその意思決定を支援

し、関係機関と連絡調整を行う重要な役割を担っている。女性支援法の施行により相談件数

の増加や相談内容が多様化し、またそれに伴い女性相談支援員の負担も増すことが見込まれ

るため、資質向上に向けた研修の実施に加え、女性相談支援員の増員や、女性相談支援員を

部署全体でバックアップする体制が重要である。引き続き、専門家によるスーパーバイズ、

支援技術向上に向けた研修、相談員のピアカウンセリングのための連絡調整会議等を実施し

てほしい。  

⑤ ＤＶ被害者支援における課題の整理と充実 

ＤＶ被害者支援については、女性だけではなく、男性や性的マイノリティも支援の対象に

なるとともに、被害状況は一人ひとり異なり、子どもの有無や経済状況等によって抱える課

題や必要な支援も様々であるため、多様な実態に配慮した包括的な支援を推進していくこと

が重要である。現行制度上、ＤＶ被害における安全確保の手段として、シェルター等による

一時保護や警察への通報、保護命令の申立てなどがあるが、全国的な動向として加害者と家

族との関係性を考慮し一時保護や被害届の申告をためらう被害者も少なくない。ＤＶ被害者

に対する理解の促進、自立における経済的支援の推進、またさらなる被害を生み出さないた

めの加害者対策など、現状の課題を踏まえた支援のあり方の検討を行うことが必要である。 

70



 
 

 

 

 

参考資料 

 
 

 

71



参考資料１ 

５川市人第３０号 

令和５年４月２４日 

 

川崎市男女平等推進審議会会長 様 

 

川崎市長 福田 紀彦 

 

第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について（諮問） 

 

 男女平等かわさき条例（平成１３年川崎市条例第１４号）第１７条の規定に基づき、次

の事項について諮問します。 

 

 

１ 諮問事項 

第６期川崎市男女平等推進行動計画の策定について 

 

２ 諮問の理由 

 令和４年３月に策定した「第５期川崎市男女平等推進行動計画」は、令和７年度末を 

もって計画期間が満了となるため、社会情勢の変化等を踏まえ、現行計画に基づく施策 

の取組状況や課題について検証を行うことが必要となっている。特に昨今の男女共同参 

画を取り巻く喫緊の課題として、令和４年５月に「困難な問題を抱える女性への支援に 

関する法律」が成立し、ＤＶ被害者を含む困難を抱える女性の人権尊重及び福祉の増進 

に向けた施策を推進することが求められている。これらの状況を踏まえ、「第６期川崎市 

男女平等推進行動計画」の策定に当たっては、「第５期川崎市男女平等推進行動計画」と 

同じく「男女共同参画社会基本法」及び「女性の職業生活における活躍の推進に関する 

法律」に基づく市町村計画、そして新たに「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護 

等に関する法律」、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」に基づく市町村計 

画として一体的に策定する観点から、基本的な考え方をまとめていただくことで、今後、 

本市が取り組むべき施策の検討に役立てるため諮問するものである。  

 

３ 答申期限 

  令和７年３月 
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参考資料２ 

 

第 11期川崎市男女平等推進審議会委員名簿 

任期（令和５年４月１日～令和７年３月３１日） 

   
（50音順、敬称略） ◎会長、〇副会長 

 氏   名 所属等 

１ 新井
あ ら い

 教史
のりふみ

 川崎市ＰＴＡ連絡協議会 副会長 

２ 板井
い た い

 広明
ひろあき

 〇 専修大学経済学部 教授 

３ 岡田
お か だ

 恵利子
え り こ

 市民公募 

４ 

岡本
おかもと

 佳哲
よしあき

 

(R5.4.1～R6.10.31) 

阿部
あ べ

 健
けん

次郎
じ ろ う

 

(R6.11.1～) 

川崎地域連合 

（三菱化工機労働組合 執行委員長） 

 

（川崎運送労働組合 執行委員長） 

 

５ 戒
かい

能
のう

 民
たみ

江
え

 お茶の水女子大学 名誉教授 

６ 北野
き た の

 嘉
よし

信
のぶ

 川崎商工会議所  

７ 嶋田
し ま だ

 弘
こう

僧
ぞう

 市民公募  

８ 

清水
し み ず

 伸一
しんいち

 

(R5.4.1～R6.3.31) 

 岩崎
いわさき

 貴
たか

行
ゆき

 

(R6.4.1～) 

川崎市ケーブルテレビ協議会 

（株式会社ジェイコム湘南・神奈川 町田・川崎局 局長） 

 

（株式会社ジェイコム湘南・神奈川 町田・川崎局 局長） 

 

９ 橋本
はしもと

 純子
じゅんこ

 特定非営利活動法人かながわ女のスペースみずら 

１０ 樋口
ひ ぐ ち

 美樹
み き

 市民公募  

１１ 松本
まつもと

 育子
い く こ

 神奈川県弁護士会 弁護士 

１２ 

御宿
み し く

 百合子
ゆ り こ

 

(R5.4.1～R5.7.10) 

森
もり

 久美子
く み こ

 

(R5.7.11～) 

川崎市医師会 理事 

 

 

川崎市医師会 理事 

 

１３ 村尾
む ら お

 祐
ゆ

美子
み こ

 ◎ 東洋大学社会学部 准教授 
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参考資料３ 

第１１期川崎市男女平等推進審議会審議経過 

 開催日 主な審議内容 

令

和

５

年

度 

 

第１回(４月 24 日) 
・ 川崎市の男女平等施策について 
・ 諮問内容及び今後のスケジュールについて 

第２回(５月 31 日) 
・ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の令和４年度進捗状況及び

評価に係るヒアリングについて 
第３回(６月 26 日) 

第４回(９月５日) ・ ヒアリングの実施 

第５回(11 月６日) 
・ ヒアリングのまとめについて 
・ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の進捗状況について 

第６回(１月 24 日) 
・ 第６期川崎市男女平等推進行動計画策定に係る諮問への答申に

向けた今後の審議について 

令

和

６

年

度 

第７回(４月 17 日) 
・ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の令和５年度進捗状況及び

評価に係るヒアリングについて 
第８回(６月 12 日) 

第９回(７月 17 日) ・ ヒアリングの実施 

第 10回(10 月 21 日) 

・ ヒアリングのまとめについて 

・ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の策定について 

・ 男女平等推進行動計画部会報告書について（報告） 

第 11 回(11 月 25 日) 
・ 第５期川崎市男女平等推進行動計画の進捗状況について 
・ 第６期男女平等推進行動計画の答申について（答申骨子案） 

第 12回(１月 28 日) ・ 第６期男女平等推進行動計画の答申について（答申案） 

第 13回(２月 25 日) ・ 第６期男女平等推進行動計画の答申について（答申案） 
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男女平等かわさき条例 

 
 

平成 13 年 6 月 29 日 

条 例 第 1 4 号 

目次 

前文 

第 1 章 総則(第 1 条～第 7 条) 

第 2 章 基本施策等(第 8 条～第 15 条) 

第 3 章 拠点施設(第 16 条) 

第 4 章 男女平等推進審議会(第 17 条) 

第 5 章 雑則(第 18 条) 

附則 

 

 

川崎市においては、男女平等の実現に向けて、

国内外の動向を考慮しつつ、地域の実情に応じた

様々な取組を進めてきた。 

しかしながら、今なお、様々な分野において男

性を中心とする意識、性別による固定的な役割分

担等が存在し、男女の自立、特に女性の社会的及

び経済的自立が阻まれている。 

このような状況を踏まえ、市、市民及び事業者

が相互に協力しながら、それぞれの役割を積極的

に果たして男女平等を一層推進していく必要が

ある。 

男女があらゆる場において男女平等にかかわ

る人権の侵害を受けることがなく、自立すること

ができ、共に働き、学び、及び生活することがで

きる快適で平和な男女共同参画社会としての男

女平等のまち・かわさきを創造していくため、こ

の条例を制定する。 

 

第 1 章 総則 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、男女平等の推進に関し、基

本理念を定め、並びに市、市民及び事業者の役

割を明らかにするほか、必要な事項を定めるこ

とにより、男女平等を総合的かつ計画的に推進

し、もって市、市民及び事業者の協働による男

女共同参画社会の形成に寄与することを目的

とする。 

(基本理念) 

第 2 条 男女平等は、次の基本理念にのっとり、

その推進が図られなければならない。 

(1) 男女が共に職場、学校、地域、家庭その

他の社会のあらゆる場(以下「あらゆる場」

という。)において、個人として自立し、自

由に生き方を選ぶとともに、多様な生き方及

び個性を互いに尊重し、責任を分かち合うこ 

と。 

 

 

(2) 男女が共にあらゆる場において、社会に

おける制度、慣行、意識等に起因する性別に 

よる差別的取扱いを受けることがなく、人権 

が尊重されること。 

(3) 社会のあらゆる分野における立案、決定

その他の活動に男女が平等に参画する機会

を確保し、個人が本来持っている能力を十分

に発揮すること。 

(4) 男女が等しく政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができること。 

(5) 地域社会を構成するすべての者が、自ら

の意思と相互の協力により、積極的に男女平

等を推進し、生活する者にとって快適な生活

優先型社会を創造すること。 

(市の役割) 

第 3 条 市は、男女平等を阻害する要因を解消す

るよう努め、男女のいずれかの参画が十分にな

されていない場における男女の平等な参画の

機会の確保(以下「男女の平等な参画の機会の

確保」という。)に取り組むほか、あらゆる施

策において男女平等が図られるよう男女平等

を総合的かつ計画的に推進する役割を担うも

のとする。 

(市民の役割) 

第 4 条 市民は、男女平等を阻害する要因を解消

するよう努め、男女の平等な参画の機会の確保

に取り組み、及び市の実施する男女平等を推進

するための施策(以下「男女平等施策」という。)

に協力する役割を担うものとする。 

(事業者の役割) 

第 5 条 事業者は、その事業活動において、男女

平等を阻害する要因を解消するよう努め、男女

の平等な参画の機会の確保、育児、介護等の家

庭生活と職業生活が両立できるようにするた

めの支援等に取り組み、及び市の実施する男女

平等施策に協力する役割を担うものとする。 

(男女平等にかかわる人権侵害の禁止) 

第 6 条 何人も、あらゆる場において、性別によ

る差別的取扱い、性的な言動に対する相手の対

応により当該相手に不利益を与え、又は性的な

言動により相手の生活の環境を害する行為、配

偶者等に対する著しい身体的又は精神的苦痛

を与える暴力的行為等の男女平等にかかわる

人権の侵害(以下「男女平等にかかわる人権侵

害」という。)を行ってはならない。 
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(男女平等にかかわる人権侵害に対する相談及

び救済) 

第 7 条 川崎市人権オンブズパーソン条例(平成

13 年川崎市条例第 19 号)第 12 条第 1 項に規定

する市民等は、川崎市人権オンブズパーソンに

対し、男女平等にかかわる人権侵害について相

談し、又は男女平等にかかわる人権侵害からの

救済を求めることができる。 

2 市は、川崎市人権オンブズパーソンによるも

ののほか、男女平等にかかわる人権侵害に関す

る相談又は救済については、関係機関、関係団

体等との連携を図るとともに男女平等にかか

わる人権侵害を受けた者の立場に配慮した対

応に努めるものとする。 

 

第 2 章 基本施策等 

 

(行動計画) 

第 8 条 市は、男女平等施策その他の男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の基本とな

る川崎市男女平等推進行動計画(以下「行動計

画」という。)を策定するものとする。 

2 市長は、行動計画を策定する場合は、あらか

じめ、川崎市男女平等推進審議会の意見を聴く

とともに、市民及び事業者の意見を反映させる

よう努めるものとする。 

3 市長は、行動計画を策定したときは、これを

公表するものとする。 

4 前 2 項の規定は、行動計画の変更について準

用する。 

(年次報告) 

第 9 条 市長は、行動計画に基づいた施策の実施

状況について年次報告書を作成し、これを公表

するものとする。 

(参画の機会を積極的に提供する施策の推進) 

第 10 条 市は、社会のあらゆる分野における活

動への参画の機会に係る男女間の格差の是正

を図るため、必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し当該機会を積極的に提供す

る施策を推進するものとする。 

(学習等のための支援) 

第 11 条 市は、学校教育、家庭教育その他社会

における教育において行われる男女平等に関

する学習等のために必要な支援に努めるもの

とする。 

(関係団体への支援) 

第 12 条 市は、男女平等を推進する活動を行う

関係団体の自主性及び主体性を尊重しつつ、当

該活動について必要な支援に努めるものとす

る。 

(情報の収集及び調査研究) 

第 13 条 市は、男女平等に関する情報の収集及

び調査研究を行うものとする。 

(広報活動等) 

第 14 条 市は、男女平等に関する理解の促進を

図るため、広報活動を行うとともに、市民及び

事業者に対する普及啓発及び必要な情報の提

供に努めるものとする。 

(推進体制等) 

第 15 条 市は、男女平等を総合的かつ計画的に

推進するため、必要な体制を整備するものとす

る。 

2 市は、男女平等の推進に当たっては、市民、

事業者、関係機関、関係団体等との有機的な連

携に努めるものとする。 

 

第 3 章 拠点施設 

 

(拠点施設) 

第 16 条 市は、川崎市男女共同参画センターを

拠点として、男女平等施策を推進するものとす

る。 

 

第 4 章 男女平等推進審議会 

 

(男女平等推進審議会) 

第 17 条 第 8 条第 2 項に定めるもののほか男女

平等の推進に関する重要事項について、市長の

諮問に応じ、調査審議するため、川崎市男女平

等推進審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

2 審議会は、委員 13 人以内で組織する。 

3 男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総

数の 10 分の 4 未満であってはならない。 

4 委員は、市民、事業者、関係団体の代表者及

び学識経験のある者のうちから市長が委嘱す

る。 

5 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

6 委員は、再任されることができる。 

7 第 4 項の委員のほか、特別の事項を調査審議

するため必要があるときは、審議会に臨時委員

を置くことができる。 

8 委員及び臨時委員は、職務上知ることができ

た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も同様とする。 

9 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

第 5 章 雑則 

 

(委任) 

第 18 条 この条例に定めるもののほか、この条

例の実施のため必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成 13 年 10 月 1 日から施行する。

ただし、第 7 条の規定は、市長が定める日から施

行する。 

(平成 14 年 3 月 29 日規則第 32 号で平成 14 年 5

月 1 日から施行) 
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川崎市男女平等推進審議会規則 

 
平成 13 年 9 月 28 日  
規 則 第 8 3 号 

 
 
 
(趣旨 )  

第 1 条 この規則は、男女平等かわさ

き条例 (平成 13 年川崎市条例第 14
号 )第 17 条第 9 項の規定に基づき、

川 崎 市 男 女 平 等 推 進 審 議 会 ( 以 下

「審議会」という。 )の組織及び運

営 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の

とする。  
(委員 )  

第 2 条 市民のうちから委嘱される

委員は、公募によるものとする。  
(会長及び副会長 )  

第 3 条 審議会に会長及び副会長各 1
人を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を

代表する。  
3 副会長は、会長を補佐し、会長に

事故があるときは、その職務を代理

する。  
(会議 )  

第 4 条 審議会は会長が招集し、会長

はその会議の議長となる。  
2 審議会は、委員及び議事に関係の

あ る 臨 時 委 員 の 半 数 以 上 が 出 席 し

なければ、会議を開くことができな

い。  
3 審議会の議事は、出席した委員及

び 議 事 に 関 係 の あ る 臨 時 委 員 の 過

半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。  
(関係者の出席 )  

第 5 条 審議会は、その調査審議に必

要があると認めるときは、関係者の

出席を求め、その説明又は意見を聴

くことができる。  
 
 

(部会 )  
第 6 条 審議会は、必要に応じ部会を

置くことができる。  
2 部会に属すべき委員及び臨時委員

は、会長が指名する。  
3 部会に部会長 1 人を置き、部会に

属 す る 委 員 及 び 臨 時 委 員 の 互 選 に

より定める。  
4 部会長は、部会の事務を掌理し、

部 会 の 審 議 の 経 過 及 び 結 果 を 審 議

会に報告するものとする。  
5 部会の会議については、前 2 条の

規定を準用する。  
(庶務 )  

第 7 条 審議会の庶務は、市民文化局

において処理する。  
(委任 )  

第 8 条 この規則に定めるもののほ

か、議事の手続その他審議会の運営

に関し必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。  
附 則  

この規則は、平成 13 年 10 月 1 日か

ら施行する。  
附 則  

この規則は、平成 20 年４月 1 日か

ら施行する。  
附 則  

この規則は、平成 28 年４月 1 日か

ら施行する。  
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男女共同参画社会基本法 

 
 

平成 11 年 6 月 23 日 

法 律 第 7 8 号  

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十

八条） 

附則 

 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と

法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向け

た様々な取組が、国際社会における取組とも連動

しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努

力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟

化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重し

つつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、そ

の個性と能力を十分に発揮することができる男

女共同参画社会の実現は、緊要な課題となってい

る。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会

の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最

重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野におい

て、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基

本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向

かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画

社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に

推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、か

つ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんが

み、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念

を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、男女共同参画社会の形成

を総合的かつ計画的に推進することを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機

会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人

としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個

人として能力を発揮する機会が確保されるこ

とその他の男女の人権が尊重されることを旨

として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、

社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会におけ

る活動の選択に対して中立でない影響を及ぼ

すことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会にお

ける活動の選択に対して及ぼす影響をできる

限り中立なものとするように配慮されなけれ

ばならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社

会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方

針の立案及び決定に共同して参画する機会が

確保されることを旨として、行われなければな

らない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成

する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活におけ

る活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行う

ことができるようにすることを旨として、行わ

れなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際
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社会における取組と密接な関係を有している

ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、

国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女

共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改

善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団

体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他

の社会のあらゆる分野において、基本理念にの

っとり、男女共同参画社会の形成に寄与するよ

うに努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を実施するため必要な法制上

又は財政上の措置その他の措置を講じなけれ

ばならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画

社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策について

の報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参

画社会の形成の状況を考慮して講じようとす

る男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を明らかにした文書を作成し、これを国会に

提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計

画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を

聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決

定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基

本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変

更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を

勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策につい

ての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参

画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的

に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府

県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下

「市町村男女共同参画計画」という。）を定め

るように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参

画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策

を策定し、及び実施するに当たっては、男女共

同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を

通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策又は男女共同参

画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施

策についての苦情の処理のために必要な措置

及び性別による差別的取扱いその他の男女共

同参画社会の形成を阻害する要因によって人

権が侵害された場合における被害者の救済を

図るために必要な措置を講じなければならな

い。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男

女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する

調査研究その他の男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の策定に必要な調査研究を

推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 
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第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際

的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会

の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推

進を図るために必要な措置を講ずるように努

めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策及び民

間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に

関して行う活動を支援するため、情報の提供そ

の他の必要な措置を講ずるように努めるもの

とする。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下

「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさど

る。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響を調査し、必要があると認めるときは、内

閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内

をもって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充て

る。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充て

る。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見

を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議

員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか

一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、

二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されること

ができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するた

めに必要があると認めるときは、関係行政機関

の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他

の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な

協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に

必要があると認めるときは、前項に規定する者

以外の者に対しても、必要な協力を依頼するこ

とができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の

組織及び議員その他の職員その他会議に関し

必要な事項は、政令で定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法

律第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参

画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」とい

う。）第一条の規定により置かれた男女共同参

画審議会は、第二十一条第一項の規定により置

かれた審議会となり、同一性をもって存続する

ものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第

四条第一項の規定により任命された男女共同

参画審議会の委員である者は、この法律の施行

の日に、第二十三条第一項の規定により、審議

会の委員として任命されたものとみなす。この

場合において、その任命されたものとみなされ

る者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、

同日における旧審議会設置法第四条第二項の

規定により任命された男女共同参画審議会の

委員としての任期の残任期間と同一の期間と

する。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第

五条第一項の規定により定められた男女共同

参画審議会の会長である者又は同条第三項の

規定により指名された委員である者は、それぞ

れ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項

の規定により審議会の会長として定められ、又

は同条第三項の規定により審議会の会長の職

務を代理する委員として指名されたものとみ

なす。 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二
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号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法

律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三

項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の

規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日におい

て次に掲げる従前の審議会その他の機関の会

長、委員その他の職員である者（任期の定めの

ない者を除く。）の任期は、当該会長、委員そ

の他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の

規定にかかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもの

のほか、この法律の施行に伴い必要となる経過

措置は、別に法律で定める。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

る法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第

千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条

第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百

四十四条の規定 公布の日 
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困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する法律 

 

 

令和 4 年 5 月 25 日 

法 律 第 5 2 号 

目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等（第七条・第八条） 

第三章 女性相談支援センターによる支援等（第九条―第十

五条） 

第四章 雑則（第十六条―第二十二条） 

第五章 罰則（第二十三条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、女性が日常生活又は社会生活を営むに

当たり女性であることにより様々な困難な問題に直面するこ

とが多いことに鑑み、困難な問題を抱える女性の福祉の増進

を図るため、困難な問題を抱える女性への支援に関する必要

な事項を定めることにより、困難な問題を抱える女性への支

援のための施策を推進し、もって人権が尊重され、及び女性

が安心して、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与する

ことを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱える女性」とは、

性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々

な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な

問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援のための施策は、

次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 女性の抱える問題が多様化するとともに複合化し、その

ために複雑化していることを踏まえ、困難な問題を抱える女

性が、それぞれの意思が尊重されながら、抱えている問題及

びその背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受けられる

ようにすることにより、その福祉が増進されるよう、その発

見、相談、心身の健康の回復のための援助、自立して生活す

るための援助等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備

すること。 

二 困難な問題を抱える女性への支援が、関係機関及び民間

の団体の協働により、早期から切れ目なく実施されるように

すること。 

三 人権の擁護を図るとともに、男女平等の実現に資するこ

とを旨とすること。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、

困難な問題を抱える女性への支援のために必要な施策を講ず

る責務を有する。 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性へ

の支援のための施策を講ずるに当たっては、必要に応じて福

祉、保健医療、労働、住まい及び教育に関する施策その他の

関連施策の活用が図られるよう努めなければならない。 

（緊密な連携） 

第六条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性へ

の支援のための施策を講ずるに当たっては、関係地方公共団

体相互間の緊密な連携が図られるとともに、この法律に基づ

く支援を行う機関と福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年

法律第四十五号）に規定する福祉に関する事務所をいう。）、

児童相談所、児童福祉施設（児童福祉法（昭和二十二年法律

第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設をい

う。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働施策の総合的

な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律（昭和四十一年法律第百三十二号）第二条に規定す

る職業紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、都道府

県警察、日本司法支援センター（総合法律支援法（平成十六

年法律第七十四号）第十三条に規定する日本司法支援センタ

ーをいう。）、配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律

第三十一号）第三条第一項に規定する配偶者暴力相談支援セ

ンターをいう。）その他の関係機関との緊密な連携が図られる

よう配慮しなければならない。 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は、困難な問題を抱える女性への支援

のための施策に関する基本的な方針（以下「基本方針」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一

項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指

針となるべきものを定めるものとする。 

一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な事項 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の内容に

関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の

実施に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しな

ければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県にお

ける困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に

関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計

画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

参考資料７ 
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一 困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方針 

二 困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施内

容に関する事項 

三 その他困難な問題を抱える女性への支援のための施策の

実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、

かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における困

難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する

基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」とい

う。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基

本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その

他の援助を行うよう努めなければならない。 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は、女性相談支援センターを設置しなけれ

ばならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十

二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」という。）は、

女性相談支援センターを設置することができる。 

３ 女性相談支援センターは、困難な問題を抱える女性への

支援に関し、主として次に掲げる業務を行うものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の問題について、

困難な問題を抱える女性の立場に立って相談に応ずること又

は第十一条第一項に規定する女性相談支援員若しくは相談を

行う機関を紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を抱える女性がそ

の家族を同伴する場合にあっては、困難な問題を抱える女性

及びその同伴する家族。次号から第五号まで及び第十二条第

一項において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保

護を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の回復を図るため、

医学的又は心理学的な援助その他の必要な援助を行うこと。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活することを促進

するため、就労の支援、住宅の確保、援護、児童の保育等に

関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関

との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護を受けることが

できる施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、

その支援の対象となる者の抱えている問題及びその背景、心

身の状況等を適切に把握した上で、その者の意向を踏まえな

がら、最適な支援を行うものとする。 

５ 女性相談支援センターに、所長その他所要の職員を置く。 

６ 女性相談支援センターには、第三項第二号の一時保護を

行う施設を設けなければならない。 

７ 第三項第二号の一時保護は、緊急に保護することが必要

と認められる場合その他厚生労働省令で定める場合に、女性

相談支援センターが、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める

基準を満たす者に委託して行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若し

くは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由がなく、

その委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては、その対象となる

者が監護すべき児童を同伴する場合には、当該児童の状況に

応じて、当該児童への学習に関する支援が行われるものとす

る。 

１０ 女性相談支援センターは、その業務を行うに当たって

は、必要に応じ、困難な問題を抱える女性への支援に関する

活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

１１ 前各項に定めるもののほか、女性相談支援センターに

関し必要な事項は、政令で定める。 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は、困難な問題を抱え

る女性であって配偶者のないもの又はこれに準ずる事情にあ

るもの及びその者の監護すべき児童について、児童福祉法第

六条の三第十八項に規定する妊産婦等生活援助事業の実施又

は同法第二十三条第二項に規定する母子保護の実施が適当で

あると認めたときは、これらの者を当該妊産婦等生活援助事

業の実施又は当該母子保護の実施に係る都道府県又は市町村

の長に報告し、又は通知しなければならない。 

（女性相談支援員） 

第十一条 都道府県（女性相談支援センターを設置する指定

都市を含む。第二十条第一項（第四号から第六号までを除く。）

並びに第二十二条第一項及び第二項第一号において同じ。）は、

困難な問題を抱える女性について、その発見に努め、その立

場に立って相談に応じ、及び専門的技術に基づいて必要な援

助を行う職務に従事する職員（以下「女性相談支援員」とい

う。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置する指定都市を除

く。第二十条第二項及び第二十二条第二項第二号において同

じ。）は、女性相談支援員を置くよう努めるものとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては、その職務を行うの

に必要な能力及び専門的な知識経験を有する人材の登用に特

に配慮しなければならない。 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は、困難な問題を抱える女性を入所させ

て、その保護を行うとともに、その心身の健康の回復を図る

ための医学的又は心理学的な援助を行い、及びその自立の促

進のためにその生活を支援し、あわせて退所した者について

相談その他の援助を行うこと（以下「自立支援」という。）を

目的とする施設（以下「女性自立支援施設」という。）を設置

することができる。 

２ 都道府県は、女性自立支援施設における自立支援を、そ

の対象となる者の意向を踏まえながら、自ら行い、又は市町

村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行うこと

ができる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当たっては、その

対象となる者が監護すべき児童を同伴する場合には、当該児

童の状況に応じて、当該児童への学習及び生活に関する支援

が行われるものとする。 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は、困難な問題を抱える女性への支援に

関する活動を行う民間の団体と協働して、その自主性を尊重

しつつ、困難な問題を抱える女性について、その意向に留意
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しながら、訪問、巡回、居場所の提供、インターネットの活

用、関係機関への同行その他の厚生労働省令で定める方法に

より、その発見、相談その他の支援に関する業務を行うもの

とする。 

２ 市町村は、困難な問題を抱える女性への支援に関する活

動を行う民間の団体と協働して、その自主性を尊重しつつ、

困難な問題を抱える女性について、その意向に留意しながら、

前項の業務を行うことができる。 

（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に

定める民生委員、児童福祉法に定める児童委員、人権擁護委

員法（昭和二十四年法律第百三十九号）に定める人権擁護委

員、保護司法（昭和二十五年法律第二百四号）に定める保護

司及び更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）に定める

更生保護事業を営む者は、この法律の施行に関し、女性相談

支援センター及び女性相談支援員に協力するものとする。 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は、単独で又は共同して、困難な問

題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行うため、関係機

関、第九条第七項又は第十二条第二項の規定による委託を受

けた者、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行

う民間の団体及び困難な問題を抱える女性への支援に従事す

る者その他の関係者（以下この条において「関係機関等」と

いう。）により構成される会議（以下この条において「支援調

整会議」という。）を組織するよう努めるものとする。 

２ 支援調整会議は、困難な問題を抱える女性への支援を適

切かつ円滑に行うために必要な情報の交換を行うとともに、

困難な問題を抱える女性への支援の内容に関する協議を行う

ものとする。 

３ 支援調整会議は、前項に規定する情報の交換及び協議を

行うため必要があると認めるときは、関係機関等に対し、資

料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった場合には、

これに協力するよう努めるものとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成する関係機関等の

区分に従い、当該各号に定める者は、正当な理由がなく、支

援調整会議の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員で

あった者 

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの者であ

った者 

三 前二号に掲げる者以外の者 支援調整会議を構成する者

又は当該者であった者 

６ 前各項に定めるもののほか、支援調整会議の組織及び運

営に関し必要な事項は、支援調整会議が定める。 

第四章 雑則 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は、この法律に基づく困難な

問題を抱える女性への支援に関し国民の関心と理解を深める

ための教育及び啓発に努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、自己がかけがえのない個人であ

ることについての意識の涵かん養に資する教育及び啓発を含

め、女性が困難な問題を抱えた場合にこの法律に基づく支援

を適切に受けることができるようにするための教育及び啓発

に努めるものとする。 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性

への支援に資するため、効果的な支援の方法、その心身の健

康の回復を図るための方法等に関する調査研究の推進に努め

るものとする。 

（人材の確保等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性

への支援に従事する者の適切な処遇の確保のための措置、研

修の実施その他の措置を講ずることにより、困難な問題を抱

える女性への支援に係る人材の確保、養成及び資質の向上を

図るよう努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性

への支援に関する活動を行う民間の団体に対し、必要な援助

を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は、次に掲げる費用（女性相談支援セン

ターを設置する指定都市にあっては、第一号から第三号まで

に掲げる費用に限る。）を支弁しなければならない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次号に掲げる費用

を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三項第二号の一時

保護（同条第七項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満

たす者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事

務に要する費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する費用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の設備に要する費

用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村、社会福祉法人その他

適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

六 第十三条第一項の規定により都道府県が自ら行い、又は

民間の団体に委託して行う困難な問題を抱える女性への支援

に要する費用 

２ 市町村は、市町村が置く女性相談支援員に要する費用を

支弁しなければならない。 

３ 市町村は、第十三条第二項の規定により市町村が自ら行

い、又は民間の団体に委託して行う困難な問題を抱える女性

への支援に要する費用を支弁しなければならない。 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は、社会福祉法人が設置する女性自立

支援施設の設備に要する費用の四分の三以内を補助すること

ができる。 

２ 都道府県又は市町村は、第十三条第一項又は第二項の規

定に基づく業務を行うに当たって、法令及び予算の範囲内に

おいて、困難な問題を抱える女性への支援に関する活動を行

う民間の団体の当該活動に要する費用（前条第一項第六号の

委託及び同条第三項の委託に係る委託費の対象となる費用を

除く。）の全部又は一部を補助することができる。 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところにより、都道府県が

第二十条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一

号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担
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するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次に掲げる費用の十分の

五以内を補助することができる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第五号に掲げるもの（女性相談支援セ

ンターを設置する指定都市にあっては、同項第三号に掲げる

ものに限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支弁した費用 

３ 国は、予算の範囲内において、都道府県が第二十条第一

項の規定により支弁した費用のうち同項第六号に掲げるもの

及び市町村が同条第三項の規定により支弁した費用並びに都

道府県及び市町村が前条第二項の規定により補助した金額の

全部又は一部を補助することができる。 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五項の規定に違反

して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は五十万円以下

の罰金に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 

公布の日 

二 附則第三十四条の規定 この法律の公布の日又は児童福

祉法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十六号）の

公布の日のいずれか遅い日 

三 略 

四 附則第三十六条の規定 この法律の公布の日又は刑法等

の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関す

る法律（令和四年法律第六十八号）の公布の日のいずれか遅

い日 

（検討） 

第二条 政府は、この法律の公布後三年を目途として、この

法律に基づく支援を受ける者の権利を擁護する仕組みの構築

及び当該支援の質を公正かつ適切に評価する仕組みの構築に

ついて検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 

２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三

年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置

を講ずるものとする。 

（準備行為） 

第三条 厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以下「施行

日」という。）前においても、第七条第一項から第三項までの

規定の例により、基本方針を定めることができる。この場合

において、厚生労働大臣は、同条第四項の規定の例により、

これを公表することができる。 

２ 前項の規定により定められ、公表された基本方針は、施

行日において、第七条第一項から第三項までの規定により定

められ、同条第四項の規定により公表された基本方針とみな

す。 

（婦人補導院法の廃止） 

第十条 婦人補導院法は、廃止する。 

（婦人補導院法の廃止に伴う経過措置） 

第十一条 旧婦人補導院法第十二条の規定による手当金の支

給及び旧婦人補導院法第十九条の規定による遺留金品の措置

については、なお従前の例による。この場合において、これ

らに関する事務は、法務省令で定める法務省の職員が行うも

のとする。 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一五日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 附則第七条、第八条及び第十七条の規定 公布の日 

（罰則に関する経過措置） 

第十六条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十七条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過措

置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平

等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が

行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ず

しも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の

被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である

女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害

し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を

図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護す

るための施策を講ずることが必要である。このことは、女性

に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取

組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

 

第一章 総則 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶

者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であっ

て生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又は

これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及

び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、

その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっ

ては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対す

る暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を

受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」に

は、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含

むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止す

るとともに、被害者の保護（被害者の自立を支援することを

含む。以下同じ。）を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び

厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務大

臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条

第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一

項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指

針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本

的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

の内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

を実施するために必要な国、地方公共団体及び民間の団体の

連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけれ

ばならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県

における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都

道府県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本

的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

参考資料８ 
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の実施内容に関する事項 

三 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

を実施するために必要な当該都道府県、関係地方公共団体及

び民間の団体の連携及び協力に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、

かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計

画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基

本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本

計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他の

援助を行うよう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する女性相談支援

センターその他の適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするもの

とする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果

たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとす

る。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること

又は女性相談支援員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理

学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、

被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条、第八

条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における安全の確

保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の

促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、

情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行

うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の

提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の

提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、女性相談支援センターが、自

ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行うものとする。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若し

くは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由がなく、

その委託を受けた業務に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 

６ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当た

っては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるも

のとする。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条 女性相談支援員は、被害者の相談に応じ、必要な援

助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条 都道府県は、女性自立支援施設において被害者の保

護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二 都道府県は、単独で又は共同して、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るため、関係機関、関係

団体、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関連する

職務に従事する者その他の関係者（第五項において「関係機

関等」という。）により構成される協議会（以下「協議会」と

いう。）を組織するよう努めなければならない。 

２ 市町村は、単独で又は共同して、協議会を組織すること

ができる。 

３ 協議会は、被害者に関する情報その他被害者の保護を図

るために必要な情報の交換を行うとともに、被害者に対する

支援の内容に関する協議を行うものとする。 

４ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣

府令で定めるところにより、その旨を公表しなければならな

い。 

５ 協議会は、第三項に規定する情報の交換及び協議を行う

ため必要があると認めるときは、関係機関等に対し、資料又

は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めることが

できる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三 協議会の事務に従事する者又は従事していた者

は、正当な理由がなく、協議会の事務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第五条の四 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び

運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者か

らの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）を

受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認め

られる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援セ

ンター又は警察官に通報することができる。この場合におい

て、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定

その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定によ

り通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認め

られる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談

支援センター等の利用について、その有する情報を提供する

よう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明

等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通
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報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、

第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行

う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な

保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われ

ていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第百六十

二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）

その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の

保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本

部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本部

長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者

からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被

害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、そ

の申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受け

ている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、

当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者から

の暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行う

ものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」と

いう。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子

並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他

の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するため

に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉

事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の関係機関

その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、そ

の適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力

するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の

職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、

適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（接近禁止命令等） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命、

身体、自由、名誉若しくは財産に対し害を加える旨を告知し

てする脅迫（以下この章において「身体に対する暴力等」と

いう。）を受けた者に限る。以下この条並びに第十二条第一項

第三号及び第四号において同じ。）が、配偶者（配偶者からの

身体に対する暴力等を受けた後に、被害者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であっ

た者。以下この条及び第十二条第一項第二号から第四号まで

において同じ。）からの更なる身体に対する暴力等により、そ

の生命又は心身に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命令

の効力が生じた日から起算して一年間、被害者の住居（当該

配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項

において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきま

とい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場

所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。 

２ 前項の場合において、同項の規定による命令（以下「接

近禁止命令」という。）を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命令の効力が生

じた日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一

年を経過する日までの間、被害者に対して次に掲げる行為を

してはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、

又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を

除き、連続して、電話をかけ、文書を送付し、通信文その他

の情報（電気通信（電気通信事業法（昭和五十九年法律第八

十六号）第二条第一号に規定する電気通信をいう。以下この

号及び第六項第一号において同じ。）の送信元、送信先、通信

日時その他の電気通信を行うために必要な情報を含む。以下

この条において「通信文等」という。）をファクシミリ装置を

用いて送信し、若しくは電子メールの送信等をすること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時ま

での間に、電話をかけ、通信文等をファクシミリ装置を用い

て送信し、又は電子メールの送信等をすること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催

させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に

置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り

得る状態に置き、その性的羞恥心を害する文書、図画、電磁

的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この

号において同じ。）に係る記録媒体その他の物を送付し、若し

くはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する

電磁的記録その他の記録を送信し、若しくはその知り得る状

態に置くこと。 

九 その承諾を得ないで、その所持する位置情報記録・送信

装置（当該装置の位置に係る位置情報（地理空間情報活用推

進基本法（平成十九年法律第六十三号）第二条第一項第一号

に規定する位置情報をいう。以下この号において同じ。）を記

録し、又は送信する機能を有する装置で政令で定めるものを

いう。以下この号及び次号において同じ。）（同号に規定する

行為がされた位置情報記録・送信装置を含む。）により記録さ

れ、又は送信される当該位置情報記録・送信装置の位置に係

る位置情報を政令で定める方法により取得すること。 

十 その承諾を得ないで、その所持する物に位置情報記録・

送信装置を取り付けること、位置情報記録・送信装置を取り

付けた物を交付することその他その移動に伴い位置情報記

録・送信装置を移動し得る状態にする行為として政令で定め

る行為をすること。 

３ 第一項の場合において、被害者がその成年に達しない子

（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号において

単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が

幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることそ
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の他の事情があることから被害者がその同居している子に関

して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止する

ため必要があると認めるときは、接近禁止命令を発する裁判

所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効力が

生じた日から起算して一年を経過する日までの間、当該子の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所にお

いて当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学す

る学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしては

ならないこと及び当該子に対して前項第二号から第十号まで

に掲げる行為（同項第五号に掲げる行為にあっては、電話を

かけること及び通信文等をファクシミリ装置を用いて送信す

ることに限る。）をしてはならないことを命ずるものとする。

ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある

場合に限る。 

４ 第一項の場合において、配偶者が被害者の親族その他被

害者と社会生活において密接な関係を有する者（被害者と同

居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この

項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」

という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行

っていることその他の事情があることから被害者がその親族

等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防

止するため必要があると認めるときは、接近禁止命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、当該

配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の

効力が生じた日から起算して一年を経過する日までの間、当

該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住

居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において

当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤

務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子

を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が十

五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その

法定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。 

６ 第二項第四号及び第五号の「電子メールの送信等」とは、

次の各号のいずれかに掲げる行為（電話をかけること及び通

信文等をファクシミリ装置を用いて送信することを除く。）を

いう。 

一 電子メール（特定電子メールの送信の適正化等に関する

法律（平成十四年法律第二十六号）第二条第一号に規定する

電子メールをいう。）その他のその受信をする者を特定して情

報を伝達するために用いられる電気通信の送信を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、内閣

府令で定めるものを用いて通信文等の送信を行うこと。 

（退去等命令） 

第十条の二 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える

旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を

受けた者に限る。以下この条及び第十八条第一項において同

じ。）が、配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。

以下この条、第十二条第二項第二号及び第十八条第一項にお

いて同じ。）から更に身体に対する暴力を受けることにより、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいとき

は、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日から起算して二月間（被害者及び当該

配偶者が生活の本拠として使用する建物又は区分建物（不動

産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第二条第二十二号

に規定する区分建物をいう。）の所有者又は賃借人が被害者の

みである場合において、被害者の申立てがあったときは、六

月間）、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去する

こと及び当該住居の付近をはいかいしてはならないことを命

ずるものとする。ただし、申立ての時において被害者及び当

該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

（管轄裁判所） 

第十一条 接近禁止命令及び前条の規定による命令（以下「退

去等命令」という。）の申立てに係る事件は、相手方の住所（日

本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の

所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄す

る地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力等が行

われた地 

３ 退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する

地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫が行われた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条 接近禁止命令及び第十条第二項から第四項までの

規定による命令の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面

でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力等を受けた状況（当該身

体に対する暴力等を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合であって、当該配偶者であった者

からの身体に対する暴力等を受けたときにあっては、当該配

偶者であった者からの身体に対する暴力等を受けた状況を含

む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者からの更なる身体に対

する暴力等により、生命又は心身に重大な危害を受けるおそ

れが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令（以下この号並びに第十

七条第三項及び第四項において「三項命令」という。）の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に関

して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止する

ため当該三項命令を発する必要があると認めるに足りる申立

ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあ

っては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、

前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護

を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる

事項 
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イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所

属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面

でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

を受けた状況（当該身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消

された場合であって、当該配偶者であった者からの身体に対

する暴力又は生命等に対する脅迫を受けたときにあっては、

当該配偶者であった者からの身体に対する暴力又は生命等に

対する脅迫を受けた状況を含む。） 

二 前号に掲げるもののほか、配偶者から更に身体に対する

暴力を受けることにより、生命又は身体に重大な危害を受け

るおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情 

三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、

前二号に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護

を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる

事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所

属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

３ 前二項の書面（以下「申立書」という。）に第一項第五号

イからニまで又は前項第三号イからニまでに掲げる事項の記

載がない場合には、申立書には、第一項第一号から第四号ま

で又は前項第一号及び第二号に掲げる事項についての申立人

の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第五十

三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付しな

ければならない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、接近禁止命令、第十条第二項から第四

項までの規定による命令及び退去等命令（以下「保護命令」

という。）の申立てに係る事件については、速やかに裁判をす

るものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うこと

ができる審尋の期日を経なければ、これを発することができ

ない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立て

の目的を達することができない事情があるときは、この限り

でない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで又は同条第

二項第三号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、

裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官

署の長に対し、申立人が相談し、又は援助若しくは保護を求

めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載し

た書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これ

に速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者

暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人から

相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に

対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更

に説明を求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二 保護命令に関する手続における期日の呼出し

は、呼出状の送達、当該事件について出頭した者に対する期

日の告知その他相当と認める方法によってする。 

２ 呼出状の送達及び当該事件について出頭した者に対する

期日の告知以外の方法による期日の呼出しをしたときは、期

日に出頭しない者に対し、法律上の制裁その他期日の不遵守

による不利益を帰することができない。ただし、その者が期

日の呼出しを受けた旨を記載した書面を提出したときは、こ

の限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三 保護命令に関する手続における公示送達は、

裁判所書記官が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受

けるべき者に交付すべき旨を裁判所の掲示場に掲示してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 

第十四条の四 保護命令に関する手続における申立てその他

の申述（以下この条において「申立て等」という。）のうち、

当該申立て等に関するこの法律その他の法令の規定により書

面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本そ

の他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。次項及び第四項に

おいて同じ。）をもってするものとされているものであって、

最高裁判所の定める裁判所に対してするもの（当該裁判所の

裁判長、受命裁判官、受託裁判官又は裁判所書記官に対して

するものを含む。）については、当該法令の規定にかかわらず、

最高裁判所規則で定めるところにより、電子情報処理組織（裁

判所の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この

項及び第三項において同じ。）と申立て等をする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいう。）を用いてすることができる。 

２ 前項の規定によりされた申立て等については、当該申立

て等を書面等をもってするものとして規定した申立て等に関

する法令の規定に規定する書面等をもってされたものとみな

して、当該申立て等に関する法令の規定を適用する。 

３ 第一項の規定によりされた申立て等は、同項の裁判所の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされ

た時に、当該裁判所に到達したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、当該申立て等に関する他の法令

の規定により署名等（署名、記名、押印その他氏名又は名称

を書面等に記載することをいう。以下この項において同じ。）

をすることとされているものについては、当該申立て等をす

る者は、当該法令の規定にかかわらず、当該署名等に代えて、

最高裁判所規則で定めるところにより、氏名又は名称を明ら

かにする措置を講じなければならない。 

５ 第一項の規定によりされた申立て等が第三項に規定する

ファイルに記録されたときは、第一項の裁判所は、当該ファ

イルに記録された情報の内容を書面に出力しなければならな

い。 

６ 第一項の規定によりされた申立て等に係るこの法律その

他の法令の規定による事件の記録の閲覧若しくは謄写又はそ

の正本、謄本若しくは抄本の交付は、前項の書面をもってす

るものとする。当該申立て等に係る書類の送達又は送付も、

同様とする。 
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（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付

さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をす

る場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が

出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによっ

て、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにそ

の旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総

監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相

談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護

を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二

条第一項第五号イからニまで又は同条第二項第三号イからニ

までに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速

やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に

名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書

に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上あ

る場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援

助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援

センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即

時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原

因となることが明らかな事情があることにつき疎明があった

ときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告につい

ての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を

命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、

原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により接近禁止命令の効力の停止を命ずる場

合において、第十条第二項から第四項までの規定による命令

が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止

をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てる

ことができない。 

６ 抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合において、第

十条第二項から第四項までの規定による命令が発せられてい

るときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければな

らない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令につ

いて、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止を

命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判

所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をし

た配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗

告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立

てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り

消さなければならない。接近禁止命令又は第十条第二項から

第四項までの規定による命令にあっては接近禁止命令が効力

を生じた日から起算して三月を経過した日以後において、退

去等命令にあっては当該退去等命令が効力を生じた日から起

算して二週間を経過した日以後において、これらの命令を受

けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをし

た者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、接近禁止命令を発した裁判所が前

項の規定により当該接近禁止命令を取り消す場合について準

用する。 

３ 三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効力を生じた日

から起算して六月を経過した日又は当該三項命令が効力を生

じた日から起算して三月を経過した日のいずれか遅い日以後

において、当該三項命令を発した裁判所に対し、第十条第三

項に規定する要件を欠くに至ったことを理由として、当該三

項命令の取消しの申立てをすることができる。 

４ 裁判所は、前項の取消しの裁判をするときは、当該取消

しに係る三項命令の申立てをした者の意見を聴かなければな

らない。 

５ 第三項の取消しの申立てについての裁判に対しては、即

時抗告をすることができる。 

６ 第三項の取消しの裁判は、確定しなければその効力を生

じない。 

７ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、第一項から第

三項までの場合について準用する。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条 退去等命令が発せられた後に当該発せられた退去

等命令の申立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫と同一の事実を理由とする退去等命令の再度の

申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠

としている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰

することのできない事由により当該発せられた命令の期間ま

でに当該住居からの転居を完了することができないことその

他の退去等命令を再度発する必要があると認めるべき事情が

あるときに限り、退去等命令を発するものとする。ただし、

当該退去等命令を発することにより当該配偶者の生活に特に

著しい支障を生ずると認めるときは、当該退去等命令を発し

ないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用

については、同条第二項各号列記以外の部分中「事項」とあ

るのは「事項及び第十八条第一項本文の事情」と、同項第三

号中「事項に」とあるのは「事項及び第十八条第一項本文の

事情に」と、同条第三項中「事項に」とあるのは「事項並び

に第十八条第一項本文の事情に」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判

所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、

謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交

付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保

護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審

尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達

があるまでの間は、この限りでない。 

第二十条 削除 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護

命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民

事訴訟法（平成八年法律第百九号）第一編から第四編までの

規定（同法第七十一条第二項、第九十一条の二、第九十二条
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第九項及び第十項、第九十二条の二第二項、第九十四条、第

百条第二項、第一編第五章第四節第三款、第百十一条、第一

編第七章、第百三十三条の二第五項及び第六項、第百三十三

条の三第二項、第百五十一条第三項、第百六十条第二項、第

百八十五条第三項、第二百五条第二項、第二百十五条第二項、

第二百二十七条第二項並びに第二百三十二条の二の規定を除

く。）を準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる

同法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第百十二条第一項本文 

前条の規定による措置を開始した 

裁判所書記官が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受

けるべき者に交付すべき旨の裁判所の掲示場への掲示を始め

た 

第百十二条第一項ただし書 

前条の規定による措置を開始した 

当該掲示を始めた 

第百十三条 

書類又は電磁的記録 

書類 

   

記載又は記録 

記載 

   

第百十一条の規定による措置を開始した 

裁判所書記官が送達すべき書類を保管し、いつでも送達を受

けるべき者に交付すべき旨の裁判所の掲示場への掲示を始め

た 

第百三十三条の三第一項 

記載され、又は記録された書面又は電磁的記録 

記載された書面 

当該書面又は電磁的記録 

当該書面 

   

又は電磁的記録その他これに類する書面又は電磁的記録 

その他これに類する書面 

第百五十一条第二項及び第二百三十一条の二第二項 

方法又は最高裁判所規則で定める電子情報処理組織を使用す

る方法 

方法 

第百六十条第一項 

最高裁判所規則で定めるところにより、電子調書（期日又は

期日外における手続の方式、内容及び経過等の記録及び公証

をするためにこの法律その他の法令の規定により裁判所書記

官が作成する電磁的記録をいう。以下同じ。） 

調書 

第百六十条第三項 

前項の規定によりファイルに記録された電子調書の内容に 

調書の記載について 

第百六十条第四項 

第二項の規定によりファイルに記録された電子調書 

調書 

   

当該電子調書 

当該調書 

第百六十条の二第一項 

前条第二項の規定によりファイルに記録された電子調書の内

容 

調書の記載 

第百六十条の二第二項 

その旨をファイルに記録して 

調書を作成して 

第二百五条第三項 

事項又は前項の規定によりファイルに記録された事項若しく

は同項の記録媒体に記録された事項 

事項 

第二百十五条第四項 

事項又は第二項の規定によりファイルに記録された事項若し

くは同項の記録媒体に記録された事項 

事項 

第二百三十一条の三第二項 

若しくは送付し、又は最高裁判所規則で定める電子情報処理

組織を使用する 

又は送付する 

第二百六十一条第四項 

電子調書 

調書 

記録しなければ 

記載しなければ 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関す

る手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、

裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」

という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、

その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有

無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保

及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人

権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために

必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努める

ものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指

導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に

関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成

及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対

し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しな

ければならない。 
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一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う女

性相談支援センターの運営に要する費用（次号に掲げる費用

を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき女性相談支援センタ

ーが行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）及びこれに

伴い必要な事務に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県が置く女性相談支援員が

行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社

会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を含

む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市町村は、第四条の規定に基づき市町村が置く女性相談

支援員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が

前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号及

び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担する

ものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の

十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、

同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市町村が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定

は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活

に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係に

ある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対す

る暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴

力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっ

ては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する

暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。

この場合において、これらの規定（同条を除く。）中「配偶者

からの暴力」とあるのは、「特定関係者からの暴力」と読み替

えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

第二条 

配偶者 

第二十八条の二に規定する関係にある相手（以下「特定関係

者」という。） 

   

、被害者 

、被害者（特定関係者からの暴力を受けた者をいう。以下同

じ。） 

第六条第一項 

配偶者又は配偶者であった者 

特定関係者又は特定関係者であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十条の二、第十一条第二項

第二号及び第三項第二号、第十二条第一項第一号から第四号

まで並びに第二項第一号及び第二号並びに第十八条第一項 

配偶者 

特定関係者 

第十条第一項、第十条の二並びに第十二条第一項第一号及び

第二項第一号 

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消した場合 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第

十条第一項から第四項まで及び第十条の二の規定によるもの

を含む。第三十一条において同じ。）に違反した者は、二年以

下の懲役又は二百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第三条第五項又は第五条の三の規定に違反して秘

密を漏らした者は、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰

金に処する。 

第三十一条 第十二条第一項若しくは第二項（第十八条第二

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十

八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項若しく

は第二項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により

記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護

命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者

暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び

第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被

害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又は

援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保

護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並

びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、こ

れらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加え

られ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

る。 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次項

において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立て

に係る同条の規定による命令に関する事件については、なお

従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当

該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃であ

って生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由と

するこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一

項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初
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にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第

一項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、

「二週間」とする。 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目

途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関

する事件については、なお従前の例による。 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日か

ら施行する。 

附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十

二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六年十

月一日 

附 則 （令和元年六月二六日法律第四六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴

い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三

年を目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条

第一項に規定する配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条

第一項から第四項までの規定による命令の申立てをすること

ができる同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について

検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を

目途に、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害

者の地域社会における更生のための指導及び支援の在り方に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

ものとする。 

附 則 （令和四年五月二五日法律第五二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 次条並びに附則第三条、第五条及び第三十八条の規定 

公布の日 

（政令への委任） 

第三十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

附 則 （令和五年五月一九日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和六年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二 第二十一条の改正規定 民事訴訟法等の一部を改正する

法律（令和四年法律第四十八号。附則第三条において「民事

訴訟法等改正法」という。）附則第一条第四号に掲げる規定の

施行の日 

（保護命令事件に係る経過措置） 

第二条 この法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律（以下「新法」という。）第十

条及び第十条の二の規定は、この法律の施行の日（以下この

条において「施行日」という。）以後にされる保護命令の申立

てに係る事件について適用し、施行日前にされた保護命令の

申立てに係る事件については、なお従前の例による。 

２ 新法第十一条第二項及び第三項並びに第十二条第一項及

び第二項の規定は、施行日以後にされる保護命令の申立てに

ついて適用し、施行日前にされた保護命令の申立てについて

は、なお従前の例による。 

３ 新法第十八条第一項の規定は、施行日以後にされる同項

に規定する再度の申立てに係る事件について適用し、施行日

前にされた同項に規定する再度の申立てに係る事件について

は、なお従前の例による。 

（民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間の経過措

置） 

第三条 新法第十四条の二から第十四条の四までの規定は、

民事訴訟法等改正法の施行の日の前日までの間は、適用しな

い。 

２ 附則第一条第二号に規定する規定の施行の日から民事訴

訟法等改正法の施行の日の前日までの間における新法第二十

一条の規定の適用については、同条中「第七十一条第二項、

第九十一条の二、第九十二条第九項及び第十項、第九十二条

の二第二項、第九十四条、第百条第二項、第一編第五章第四

節第三款、第百十一条、第一編第七章、第百三十三条の二第

五項及び第六項、第百三十三条の三第二項、第百五十一条第

三項、第百六十条第二項、第百八十五条第三項、第二百五条

第二項、第二百十五条第二項、第二百二十七条第二項並びに

第二百三十二条の二の規定を除く。）を準用する。この場合に

おいて、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲
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げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替える

ものとする」とあるのは、「第八十七条の二の規定を除く。）

を準用する」とする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第四条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十

七号）の施行の日（以下この条において「刑法施行日」とい

う。）の前日までの間における新法第三十条の規定の適用につ

いては、同条中「拘禁刑」とあるのは、「懲役」とする。刑法

施行日以後における刑法施行日前にした行為に対する同条の

規定の適用についても、同様とする。 

（政令への委任） 

第七条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関

し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令

で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合にお

いて、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるとき

は、新法の規定について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五三号） 抄 

この法律は、公布の日から起算して五年を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三十二章の規定及び第三百八十八条の規定 公布の日 

二 第一条中民事執行法第二十二条第五号の改正規定、同法

第二十五条の改正規定、同法第二十六条の改正規定、同法第

二十九条の改正規定（「の謄本」の下に「又は電磁的記録に記

録されている事項の全部を記録した電磁的記録」を加える部

分を除く。）、同法第九十一条第一項第三号の改正規定、同法

第百四十一条第一項第三号の改正規定、同法第百八十一条第

一項の改正規定、同条第四項の改正規定、同法第百八十三条

の改正規定、同法第百八十九条の改正規定及び同法第百九十

三条第一項の改正規定、第十二条、第三十三条、第三十四条、

第三十六条及び第三十七条の規定、第四十二条中組織的な犯

罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律第三十九条第二

項の改正規定、第四十五条の規定（民法第九十八条第二項及

び第百五十一条第四項の改正規定を除く。）、第四十七条中鉄

道抵当法第四十一条の改正規定及び同法第四十三条第三項の

改正規定、第四十八条及び第四章の規定、第八十八条中民事

訴訟費用等に関する法律第二条の改正規定、第九十一条の規

定、第百八十五条中配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律第十二条第三項の改正規定、第百九十八条

の規定並びに第三百八十七条の規定 公布の日から起算して

二年六月を超えない範囲内において政令で定める日 
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第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を

営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮

して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活

における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、

男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基

本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進につ

いて、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事

業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の

行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置等について定めることにより、女性の職業生活

における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権

が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の

多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力

ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活に

おける活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思

によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採

用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業

生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、

性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行

が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮し

て、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨

として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む

女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に関

する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の

家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家

族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会

の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活

における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女

の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能とな

ることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性

の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重さ

れるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生

活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五条

第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職

業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及

びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は

雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会

の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるととも

に、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施する

ため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方

向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関す

る次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置

に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の

整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策

に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活

躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を

参考資料９ 
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求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の

区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計

画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい

るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、当

該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策についての計画（次項において「市町村推進

計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推

進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総合

的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即し

て、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十九条

第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業

主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業

主行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項に

つき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるものと

する。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容

に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組

に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行

動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業

主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が百人を超

えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主

行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定

め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届

け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施

により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、

男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位に

ある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女

性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情

について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第二号の目標につ

いては、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の

継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位に

ある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて

定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを労働者に周知させるための措置を講じなければ

ならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に

基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人以

下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主

行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生

労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更

したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主

行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第四

項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞ

れ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定によ

る届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令

で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施

の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定め

る基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事

業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品

又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の

厚生労働省令で定めるもの（次項及び第十四条第一項におい

て「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付する

ことができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同

項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のい

ずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消すことがで

きる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 
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第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基

づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主につ

いて、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関

し、当該事業主の策定した一般事業主行動計画に基づく取組

を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成

したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三

条の二に規定する業務を担当する者及び育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成

三年法律第七十六号）第二十九条に規定する業務を担当する

者を選任していること、当該女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものであること

その他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨

の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定

一般事業主」という。）については、第八条第一項及び第七項

の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところに

より、毎年少なくとも一回、女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の

定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を取り消すこ

とができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公

表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づ

く命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主

（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以

下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当

該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせ

ようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募

集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法

律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当

該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、

事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設

立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定

めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構

成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するもの

に限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するため

の人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その

申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切

に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認

を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する

基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取り

消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事し

ようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、募

集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する

事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出な

ければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による

届出があった場合について、同法第五条の三第一項及び第四

項、第五条の四第一項及び第二項、第五条の五、第三十九条、

第四十一条第二項、第四十二条、第四十八条の三第一項、第

四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条

の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事す

る者について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出

をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与につい

て、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において

準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、そ

れぞれ準用する。この場合において、同法第三十七条第二項

中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律第十六条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、

同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を

命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとす

る。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定

の適用については、同法第三十六条第二項中「前項の」とあ

るのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させよう

とする者がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法

第四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受託者」とあ

るのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平

成二十七年法律第六十四号）第十六条第四項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者」と、「同項に」とあるの

は「次項に」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の

相談及び援助の実施状況について報告を求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出

をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対して、

雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、

これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導するこ

とにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとす

る。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により

一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれ

らの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主

行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業

主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その

他の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれ

らの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）
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は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に

即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をい

う。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施

により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用し

た職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、

勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の

割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活

躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、

その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場

合において、前項第二号の目標については、採用する職員に

占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の

割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の

割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を

講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計

画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施

するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達成

するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常時雇用す

る労働者の数が三百人を超えるものに限る。）は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表

しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する

職業生活に関する機会の提供に関する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資

する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規定する一

般事業主を除く。）は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す

る前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的

に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で

定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する第一項各号に掲げる情報の少なくと

もいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならな

い。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事務及び事業における女性の職業生活における活

躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならな

い。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生

活に関する機会の提供に関する実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資す

る勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進する

ため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営も

うとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、

関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部

を、その事務を適切に実施することができるものとして内閣

府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該

事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関

する地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措

置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資

するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特

別の法律によって設立された法人であって政令で定めるもの

をいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に

留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の

女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一

般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受

注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように努

めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活におけ

る活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、そ

の協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に資するよう、国内外における女性の職業生活にお

ける活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び

提供を行うものとする。 
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（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生

活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地

方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）

は、第二十二条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条

第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例そ

の他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活

用することにより、当該区域において女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるよ

うにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協

議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域

内において第二十二条第三項の規定による事務の委託がされ

ている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員とし

て加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるとき

は、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができ

る。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項に

おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることによ

り、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有

し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情

に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

ついて協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣

府令で定めるところにより、その旨を公表しなければならな

い。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に

従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び

運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があ

ると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主又は

認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第七

項に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、

指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若しくは第二

項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした第八

条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第三項に規定す

る情報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若しくは特例

認定一般事業主である第八条第七項に規定する一般事業主に

対し、前条の規定による勧告をした場合において、当該勧告

を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表する

ことができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五

条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労働大臣の

権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都

道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施

のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第

四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して、

労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以

下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下

の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下

の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の

募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条

第二項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条

又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円

以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合を

含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第

一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第

二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳

述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条

第一項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使

用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第三

十四条、第三十六条又は前条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金

刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三

章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）及び第六

章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平

成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その

効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事し

ていた者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条

第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にか

かわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 
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３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、第二十八条の規定（同条に係る罰則を

含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定

する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合にお

いて、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認める

ときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正

規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二及び三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一

項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項及び第七十九条

の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第

三項の改正規定（「百分の五十を」を「百分の八十を」に改め

る部分に限る。）、第四条の規定並びに第七条中育児・介護休

業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規

定並びに附則第五条から第八条まで及び第十条の規定、附則

第十三条中国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八

十二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条第二

項及び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲げる規定を

除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に

関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八条第三

項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」に改める

部分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の雇用の改善等に

関する法律（昭和五十一年法律第三十三号）第三十条第一項

の表第四条第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の

十五まで、第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び

第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の項の改正規定、

附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条ま

で及び第三十二条の規定並びに附則第三十三条（次号に掲げ

る規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあ

っては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施

行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月五日法律第二四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない

範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の

安定及び職業生活の充実等に関する法律第四条の改正規定並

びに次条及び附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない範

囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関

して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合にお

いて、この法律による改正後の規定の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和四年三月三一日法律第一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和四年四月一日から施行する。ただ

し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 第二条中職業安定法第三十二条及び第三十二条の十一第

一項の改正規定並びに附則第二十八条の規定 公布の日 

二 略 

三 第一条中雇用保険法第十条の四第二項及び第五十八条第

一項の改正規定、第二条の規定（第一号に掲げる改正規定並

びに職業安定法の目次の改正規定（「第四十八条」を「第四十

七条の三」に改める部分に限る。）、同法第五条の二第一項の

改正規定及び同法第四章中第四十八条の前に一条を加える改

正規定を除く。）並びに第三条の規定（職業能力開発促進法第

十条の三第一号の改正規定、同条に一項を加える改正規定、

同法第十五条の二第一項の改正規定及び同法第十八条に一項

を加える改正規定を除く。）並びに次条並びに附則第五条、第

六条及び第十条の規定、附則第十一条中国家公務員退職手当

法第十条第十項の改正規定、附則第十四条中青少年の雇用の

促進等に関する法律（昭和四十五年法律第九十八号）第四条

第二項及び第十八条の改正規定並びに同法第三十三条の改正

規定（「、第十一条中「公共職業安定所」とあるのは「地方運

輸局」と、「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と、

「職業安定法第五条の五第一項」とあるのは「船員職業安定

法第十五条第一項」と」を削る部分を除く。）並びに附則第十

五条から第二十二条まで、第二十四条、第二十五条及び第二

十七条の規定 令和四年十月一日 

（政令への委任） 

第二十八条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行

に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和四年六月一七日法律第六八号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法施行日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 
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